
 

 

 
 

  



 

 

はじめに 

 

未来を担うこども、若者は社会に活力と希望を与えて

くれる宝です。その健やかな成長や自立を地域、社会一丸

となって応援することは、私たち大人の責務です。  

近年、人口減少・少子高齢化の加速化とともに、社会情

勢が大きく変化し、価値観の多様化、地域コミュニティの

希薄化も進行しています。これに伴い、こども、若者、子

育て世代が抱える課題の複雑化が増しており、健やかな

成長や自立に向けた環境整備が求められています。 
 

国においては、令和５年に「こども基本法」を制定し、こどもが将来にわたって幸福

な生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現に向けた取り組みが進められ

ています。 

本市では、平成 30 年２月に「高砂市子ども・子育て・若者支援プラン」を策定し、

こどもの健やかな成長と若者の自立を地域社会で支えるとともに、その活躍が地域の

活力として育まれていくよう、総合的かつ連続的な取り組みを推進してまいりました。

このたび、第１期プランにこども施策の基本的な方針を定めた「こども大綱」を踏まえ、

市町村こども計画に位置付ける「第２期高砂市子ども・子育て・若者支援プラン」を策

定いたしました。 

すべてのこども・若者が、心身の状況や置かれている環境等にかかわらず、将来にわ

たって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活ができるよう、本プランの基本理念であ

る「こどもの健やかな成長と若者の自立を支え、安心して暮らせるまち」を実現すると

ともに、子育て世帯に寄り添い「高砂市でこどもを産み育てたい」と感じていただける

よう取り組んでまいります。 
 

結びに、本プランの策定にあたり、活発なご議論をしていただきました高砂市子ど

も・子育て・若者会議委員の皆様、アンケート調査等において貴重なご意見やご提案を

いただきました皆様に心より感謝を申し上げます。 

 

令和７年３月 
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「こども」の表記について 

国では、こども基本法の基本理念を踏まえ、ひらがな表記の「こども」の使用を推奨していることから、

本計画においては原則として「こども」と表記します。ただし、固有名詞や制度上の用語については、変

更せずに表記します。 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 
 

近年では、急速な少子化の進行や核家族化、地域のつながりの希薄化による子育ての孤立感

と負担感の増加、また、幼児期の質の高い教育ニーズの高まりなど、こどもや子育て家庭をめ

ぐる環境が大きく変化しています。このような変化に対応するため、国においては、平成 24年

８月に、「子ども・子育て支援法」を核とした「子ども・子育て関連３法」（「子ども・子育て支

援法」「認定こども園法の一部改正法」「児童福祉法の一部改正等の関係法律の整備法」）が制定

され、この関連３法に基づき、就学前のこどもの教育・保育及び地域子育て支援に係る新たな

制度（子ども・子育て支援新制度）が、平成 27年度から施行されました。 

新制度においては、幼児教育・保育の質・量の充実のほか、保護者の働き方や地域ニーズに

応じた保育の提供等を図るだけでなく、親子同士の交流や相談の場（地域子育て支援拠点）の

充実など、保護者の就労の有無にかかわらず、すべてのこどもが一緒に教育や保育を受けられ、

地域の実情に応じて保育の場を確保することとしています。 

その後、令和５年４月に施行された「こども基本法」では、次代の社会を担うすべてのこど

もが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人として等しく健やかに成長すること

ができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわ

たって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策を総

合的に推進することを目的としています。 

また、こども基本法の制定に伴い、さらなるこどもに関する施策の推進に向けて、「少子化社

会対策大綱」「子供・若者育成支援推進大綱」「子供の貧困対策に関する大綱」を一元化し、「こ

ども大綱」を定めています。 

さらに、若い世代が希望どおり結婚し、希望する誰もがこどもを持ち、安心して子育てでき

る社会、こどもたちが笑顔で暮らせる社会の実現を目指す「こども未来戦略」（令和５年 12月

閣議決定）の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実に実行するため、「子ども・子育て支

援法等の一部を改正する法律」が令和６年６月に成立しました。 

この法改正により、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化、すべてのこど

も・子育て世帯を対象とする支援の拡充、共働き・共育ての推進に資する施策の実施に必要な

措置を講じるとともに、こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるための子

ども・子育て支援特別会計が令和７年度に創設され、児童手当等に充てるための子ども・子育

て支援金制度が令和８年度に創設されることになりました（令和 10年度までに段階的に導入）。 

本市では、平成 30年に「高砂市子ども・子育て・若者支援プラン」（以下、「第１期計画」と

いう。）を策定し、『こどもは地域・社会の宝である』という認識のもと、こども一人ひとりの

成長を地域社会で支え、社会生活を送るうえで困難を感じることなく自立した若者として育ち、

その活躍が地域の活力として育まれていくよう、国や県の取り組みを注視しながら、総合的な

取り組みを進めています。このたび、計画の期間終了に伴い、社会潮流や国等の動向を踏まえ、

「第２期高砂市子ども・子育て・若者支援プラン」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 
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■こども・子育てに関する国の動向（法律・制度等の経緯） 

年度 法律・制度等 内容 

令和元年 

（2019 年） 

「子供の貧困に関する大綱（第２

次）」改定 

・学力保障、高校中退予防、中退後支援の観点を含

む教育支援体制の整備 

・妊娠・出産期からの切れ目ない支援、困難を抱え

た女性への支援 

・生活困窮家庭の親の自立支援 

令和２年 

（2020 年） 

「少子化社会対策大綱（第４次）」

改定 

・「希望出生率1.8」の実現に向けて、ライフステー

ジに応じた総合的な少子化対策 

・結婚支援、妊娠・出産への支援、仕事と子育ての両

立、地域・社会による子育て支援、経済的支援 

令和３年 

（2021 年） 

「子供・若者育成支援推進大綱 

（第３次）」改定 

・すべての子供・若者の健やかな育成、困難を有す

る子供・若者やその家族の支援、創造的な未来を

切り拓く子供・若者の応援、子供・若者の成長のた

めの社会環境の整備、子供・若者の成長を支える

担い手の養成・支援 

令和４年 

（2022 年） 

「こども基本法」成立 

（令和５年４月１日施行） 

・こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進し

ていくための包括的な基本法 

・施策に対するこども・子育て当事者等の意見の反

映、支援の総合的・一体的提供の体制整備、関係者

相互の有機的な連携の確保 

令和５年 

（2023 年） 

「こども大綱」閣議決定 

・こども政策を総合的に推進するため、政府全体の

こども施策の基本的な方針等 

・少子化社会対策大綱、子供・若者育成支援推進大

綱、子供の貧困に関する大綱の３大綱を一元化 

「幼児期までのこどもの育ちに係

る基本的なビジョン」閣議決定 

・すべてのこどもの誕生前から幼児期までの「はじ

めの100か月」から生涯にわたるウェルビーイング

の向上 

「こどもの居場所づくりに関する

指針」閣議決定 

・「こどもまんなか」の居場所づくりの実現 

・こども・若者が過ごす場所・時間・人との関係性全

てを、こども・若者の居場所とし、こども・若者と

一緒に居場所づくりを進めることが示された 

令和６年 

（2024 年） 

「こどもまんなか実行計画」決定 
・こども大綱に基づく幅広いこども政策の具体的な

取り組みを一元的に示したアクションプラン 

「次世代育成支援対策推進法」 

改正 
・令和17年３月末までの時限立法に再延長 

「子ども・子育て支援法等の一部

を改正する法律」閣議決定 

・ライフステージを通じた経済的支援の強化 

・すべてのこども・子育て世帯への支援の拡充 

・共働き・共育ての推進 

・給付等を支える財政基盤の確保と見える化の推進 

「こどもの貧困の解消に向けた対

策の推進に関する法律」 

・「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の一部

改正 

・「子どもの貧困対策」を「こどもの貧困の解消に向

けた対策」に変更 

・解消すべき「こどもの貧困」の具体化 
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２ 計画の位置づけ 

（１）法的位置づけ 

この計画は、第１期計画の位置づけに加え、こども施策をさらに総合的に推進することを目

的に、「こども基本法」第９条に基づく「こども大綱」を勘案し、同法第 10 条第２項に規定す

る「市町村こども計画」として位置づけます。 

また、「子ども・子育て支援法」第２条の基本理念を踏まえ、同法第 61条で規定する「市町

村子ども・子育て支援事業計画」と一体的に策定しています。 

さらに、本計画には、次の計画に関する施策も含んでいます。 

○「次世代育成支援対策推進法」第８条に規定する「市町村行動計画」 

○「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」第 10条に規定する「市町村計画」 

○「子ども・若者育成支援推進法」第９条に規定する「市町村子ども・若者計画」 

○「母子及び父子並びに寡婦福祉法」第 12条に規定する「自立促進計画」 

○こども家庭庁と文部科学省から示された、放課後児童対策の一層の強化を図るための「放課 

後児童対策パッケージ」を踏まえた「たかさご放課後こども総合プラン行動計画」 

 

 

 

（２）高砂市総合計画及び他の関連計画との関係 

この計画は、高砂市総合計画に掲げられためざす姿の実現を図るこども・子育て分野の部門

別計画として位置づけます。 

また、この計画には、こどもと子育てを取り巻く教育、保健、医療、福祉、労働、住宅・都

市基盤整備などの分野における「高砂市教育振興基本計画」、「高砂市地域福祉計画」、「高砂市

障害児福祉計画」、「たかさご男女共同参画プラン」などの関連計画との整合・連携を図りなが

ら、この計画における個々の施策を推進していきます。 
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■計画の位置づけ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 砂 市 総 合 計 画 

 

高砂市健康増進計画 

高砂市障害者計画 

障害福祉計画兼障害児福祉計画 

高砂市教育振興基本計画 

高砂市地域福祉計画 

《その他の関連計画》 

たかさご男女共同参画プラン 

など 

子育て 

・ 

教育 

健康 

・ 

福祉 

≪高砂市≫ 

 

高砂市子ども・子育て・若者支援プラン 

○子ども・子育て支援 

○ひとり親家庭等自立促進 

○子ども・若者育成支援対策 

〇こどもの貧困対策 

〇少子化対策 

○たかさご放課後こども総合プラン行動計画 

 

 

≪国≫ 

ひょうご子ども・ 
子育て未来プラン 

≪兵庫県≫ 

 

次世代育成支援 

対策推進法 

母子及び父子並びに 

寡婦福祉法 

子ども・若者育成 

支援推進法 

 

こども大綱 
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３ 計画の期間 

 

この計画は、令和７年度（2025年度）を初年度とし、令和 11年度（2029 年度）までの５年

間を計画期間とします。事業の実施状況など計画の進捗管理を毎年行い、進捗結果をホーム

ページで公表するとともに、必要に応じて見直しを行います。 
 

～令和 

２年度 

 

３年度 

 

４年度 

 

５年度 

 

６年度 

 

７年度 

 

８年度 

 

９年度 

 

10 年度 

 

11 年度 

 

12 年度 

 
第５次高砂市総合計画 

（令和３年度～令和 12 年度） 

第１期 
高砂市子ども・子育て・若者支援プラン 

（平成 30 年度～令和６年度） 

第２期 高砂市 

子ども・子育て・若者支援プラン 

（令和７年度～令和 11 年度） 

（本計画） 

 

 

 

 

４ 計画の対象 

 

こども基本法においては、「こども」の定義を、「心と身体の発達の過程にあるもの」として

います。本計画における「こども」の対象については、必要な支援やサポートが年齢によって

途切れることのないよう、心と身体の発達の過程にあるこどもや若者とします。 

なお、「こども」と「若者」は重なり合う部分がありますが、青年期全体を含むことを明確に

するため、特に「若者」と記載する場合があります。 

また、本計画の対象は、こどもや若者のみならず、その保護者及び家族、取り巻く地域社会

すべてを対象とします。 

 

 

 

 

 
 

乳幼児期 

(０～５歳頃) 

 

学童期 

(小学生年代) 

 

思春期 

(中学生年代) 

 

思春期 

(高校生年代) 

 

青年期 

(18 歳以上) 

こども 

若 者 
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５ 計画の策定経過 

 

本計画の策定にあたり、こども基本法第 11 条に基づき、こども施策の対象となるこども又

はこどもを養育する者その他の関係者の意見を反映させるため、市民を対象としたアンケート

調査やヒアリング、ワークショップ等を実施し、さまざまな視点から分析を行いました。 

 

（１）アンケート調査の実施 

子育て世帯やこども・若者の生活実態や事業に関するニーズ等を把握することを目的に、

市内の未就学児童及び小学生児童の保護者、中学生、高校生、若者（15～39 歳）、ひとり親

家庭を対象にアンケート調査を実施しました。（調査実施の概要及び結果については、第２章

「２ アンケート調査結果等からみる市の現状」を参照） 

 

（２）ヒアリング調査の実施 

子育て支援者の視点から子育て支援の現状や課題等を把握するため、市内の教育・保育事

業者・関係団体など、92団体を対象にアンケート調査を実施し、75団体から回答をいただき

ました。 

また、アンケート調査を補完することを目的として、回答のあった団体のうち 11 団体に

ヒアリング調査を行いました。 

 

（３）こどもワークショップの実施 

こどもや若者が学校や地域、市の取り組み施策等において、何に課題を感じているかを把

握するため、市内の小中学生を対象としたワークショップを実施しました。 

 

（４）子ども・子育て・若者会議における審議 

本計画の策定にあたっては、幅広い意見に基づく検討を行うため、若者や子育て世代の当

事者を含む市民、学識経験者、こども・子育てに関する機関・団体等で構成する「高砂市子

ども・子育て・若者会議」において計画内容の審議を行いました。 

 

（５）パブリックコメントの実施 

本計画について、こども・若者及び子育て家庭当事者を含め、市民から幅広い意見を聴取

するため、計画案に対するパブリックコメントを実施しました。 
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第２章 こどもを取り巻く高砂市の現状と課題 

１ 統計からみる市の現状 

（１）人口等の状況 

 ① 人口の推移と将来人口 

本市の総人口は減少傾向で推移しており、今後も減少が見込まれます。また、年齢３区分

別人口の推移をみると、０～14歳や 15～64歳は減少傾向にあります。65 歳以上は令和４年

までは増加傾向にありましたが、令和５年以降は減少に転じており、令和７年以降も減少す

ると見込まれます。 
 

■年齢３区分別人口の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、年齢３区分別人口割合については、０～14歳の割合は減少傾向にある一方、65 歳以

上の割合は微増しており、今後も、同様の傾向で推移することが見込まれます。 
 

■年齢３区分別人口割合の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】令和２～６年：住民基本台帳人口（各年３月末日現在）※全体には年齢「不詳」を含みます。 

令和７～11年：令和２～６年の男女別各歳別人口をもとに、１年ごとの変化率を算出し、前年

人口に乗じて算出した人口（コーホート変化率法） 

11,426 11,233 10,976 10,605 10,316 10,026 9,696 9,412 9,137 8,872

52,742 52,084 51,414 51,053 50,570 50,011 49,509 48,920 48,320 47,692

26,044 26,240 26,341 26,123 26,104 26,059 25,964 25,882 25,775 25,654

90,212 89,557 88,731 87,781 86,990 86,096 85,169 84,214 83,232 82,218

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

15～64歳 65歳以上０～14歳

（人）
実 績 推 計

12.7 12.5 12.4 12.1 11.9 11.6 11.4 11.2 11.0 10.8

58.5 58.2 57.9 58.2 58.1 58.1 58.1 58.1 58.1 58.0

28.9 29.3 29.7 29.8 30.0 30.3 30.5 30.7 31.0 31.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

15～64歳 65歳以上０～14歳

（％） 実 績 推 計
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18 歳未満のこどもの人口についても減少傾向にあり、令和６年では 12,834 人となってい

ます。令和２年に比べて 1,200 人減少しており、令和７年以降も減少すると見込まれます。 

 

■こどもの人口の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【資料】令和２～６年：住民基本台帳人口（各年３月末日現在） 

令和７～11年：令和２～６年の男女別各歳別人口をもとに、１年ごとの変

化率を算出し、前年人口に乗じて算出した人口（コーホート変化率法） 

 ② 出生数の推移 

出生数については、減少と増加を繰り返しながら推移しており、令和５年は 476人となっ

ています。出生率については、平成 30年を除いて、県や全国を下回って推移しており、令和

５年においては、5.6となっています。 
 

■出生数・出生率の推移 

 

【資料】全国・兵庫県：人口動態調査（厚生労働省） 

高砂市：人口動態調査（厚生労働省）、兵庫県推計人口（各年10月１日から算出） 

662 591 585 532 534 476

7.4

6.7 6.7

6.1 6.2
5.6

7.4
7.1

6.9
6.7

6.3 6.2

7.4

7.0
6.8

6.6
6.3

6.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

0

500

1,000

1,500

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

高砂市出生数 高砂市出生率 兵庫県出生率 全国出生率

（人） （人口千対）

4,097 3,982 3,811 3,611 3,474 3,314 3,205 3,091 2,997 2,967

4,787 4,704 4,652 4,478 4,370 4,289 4,166 4,040 3,874 3,680

2,542 2,547 2,513 2,516 2,472 2,423 2,325 2,281 2,266 2,225

2,608 2,543 2,536 2,503 2,518 2,486 2,489 2,449 2,401 2,302

14,034 13,776 13,512 13,108 12,834 12,512 12,185 11,861 11,538 11,174

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

６～11歳 15～17歳０～５歳

（人）
実 績 推 計

12～14歳
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 ③ 合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、平成 30 年から令和５年にかけて低下傾向となっています。令

和５年は 1.15となっており、県や全国より低い水準となっています。 
 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【資料】全国・兵庫県：人口動態統計               

高砂市：「母親の年齢５歳階級別出生数（人口動態統計）」、 

「女性の年齢５歳階級別人口（住民基本台帳）」から算出 

 

 ④ 婚姻状況 

本市の婚姻件数、離婚件数についてみると、令和２年以降ともに減少傾向であり、令和５

年における婚姻件数は 333件、離婚件数は 140件となっています。 
 

■婚姻状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【資料】人口動態調査（厚生労働省）      

407 421
402

354

301
333

164 165 158
141

122
140

0

100

200

300

400
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

婚姻 離婚

（件）

1.45 

1.29 
1.32 

1.22 

1.27 

1.15 

1.44 
1.41 

1.39 
1.36 

1.31 
1.29 

1.42 1.36 
1.33 

1.30 

1.26 1.20 

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

高砂市 兵庫県 全国
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 ⑤ 未婚の状況 

本市の令和２年国勢調査による未婚の状況をみると、女性よりも男性の未婚率が高くなっ

ています。45～49歳において、男性では４人に１人が未婚となっています。 
 

■年齢階級別未婚率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【資料】国勢調査（令和２年）     

 

 ⑥ 離婚件数と離婚率  

本市における離婚件数は、令和元年以降は減少傾向にあります。離婚率においては、令和

３年までは全国を上回っており、令和５年には全国（1.52）に比べて、高砂市は 1.55とやや

上回っています。 
 

■本市の離婚件数・離婚率の推移 ■全国の離婚件数・離婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】高砂市統計書（市民窓口課）   【資料】人口動態調査（厚生労働省） 
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 ⑦ ひとり親家庭の世帯数の推移 

本市の母子家庭・父子家庭が一般世帯数に占める割合は、全国や兵庫県と比較すると非常

に高く、令和２年では全国、兵庫県の 1.3％に対して、高砂市は 2.1％となっています。 
 

■ひとり親家庭の世帯数の推移 

（単位：人）  

  平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

全 国 一般世帯※ 49,062,530 51,842,307 53,331,797 55,704,949 

  母子世帯 749,048 755,972 754,724 646,809 

  父子世帯 92,285 88,689 84,003 74,481 

  一般世帯に占める割合(%) 1.7 1.6 1.6 1.3 

兵庫県 一般世帯 2,128,963 2,252,522 2,312,284 2,399,358 

  母子世帯 34,692 34,912 33,927 27,682 

  父子世帯 4,079 3,785 3,515 2,970 

  一般世帯に占める割合(%) 1.8 1.7 1.6 1.3 

高砂市 一般世帯 33,670 35,712 36,313 36,676 

  母子世帯 681 744 737 692 

  父子世帯 91 96 76 80 

  一般世帯に占める割合(%) 2.3 2.4 2.2 2.1 

※一般世帯とは、総世帯数から施設等の世帯を除いた数 

【資料】国勢調査 

 ⑧ 女性の年齢別就業率 

女性の就業率はＭ字カーブを描いており、出産・育児期にあたる 30～34 歳で就業率が落

ち込んでいます。全国・兵庫県と比べると、本市の 15～49歳の女性の就業率は高くなってい

ます。 
 

■女性の年齢階級別就業率の状況 
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【資料】国勢調査（令和２年） 
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（２）保育所・幼稚園・認定こども園の状況 

 ① 就学前児童の状況 

就学前児童の状況をみると、０歳は施設に通わずに在宅で過ごしている児童が最も多く、

１歳以上では認定こども園に通っている児童が最も多くなっています。 

 

■就学前児童の状況 

（単位：人） 

  ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

保育所 5 25 31 31 33 30 155 

幼稚園 0 0 0 5 2 10 17 

認定こども園 51 270 339 528 559 618 2,365 

認可外保育施設 0 5 6 7 9 11 38 

在宅等 428 200 199 41 16 15 899 

就学前児童数 484 500 575 612 619 684 3,474 

【資料】保育所・認定こども園「幼児保育課（令和６年４月１日）」 

幼稚園「幼児保育課（令和６年４月１日）」 

認可外保育施設「兵庫県（令和６年４月１日）」 

就学前児童数「住民基本台帳（令和６年４月１日）」 

在宅等「就学前児童数から保育所・幼稚園・認定こども園・認可外保育施設の児童数を差し引いた推計値」 

※注記：保育所及び認定こども園は、市内施設利用者のうち市内に居住する児童数と市外施設を利用する児童数の合計である

ため、以降に示す児童数と異なります。 

在宅等には、市外の国立及び私立幼稚園、特別支援学校（幼稚部）に通う児童を含みます。 

 

■就学前児童構成比の状況 
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 ② 保育所の状況 

本市の保育所の状況は、令和元年度以降、市立・私立ともに認定こども園に移行したため、

令和６年４月１日現在、私立１か所の保育所があり、入所児童数は 146 人となっています。

また、在籍率（定員に対する入所児童数の割合）は令和６年度で 91.3％と上昇しています。 

 

■保育所入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※在籍率＝入所児童数÷定員          

※入所児童数は市外からの入所児童を含みます。 

■市立・私立保育所入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】幼児保育課（各年４月１日） 
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■保育所の年齢別入所児童数 

（単位：人、％） 

保育所名 定員 
入所児童数 

在籍率 
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

私立 米田西保育園 160 4 25 28 31 29 29 146 91.3 

【資料】幼児保育課（令和６年４月１日） 

 

 ③ 幼稚園の状況 

本市には、令和６年５月１日現在、市立幼稚園が１か所あり、入園児童数は 17 人となって

います。令和２年度に２か所が認定こども園に移行したため減少しています。 

なお、令和７年度より、荒井幼稚園が認定こども園に統合するため、市内の幼稚園は０か

所となります。 

 

■幼稚園入園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■幼稚園の年齢別入園児童数 

（単位：人、％） 

幼稚園名 定員 
入園児数 

在籍率 
３歳 ４歳 ５歳 合計 

市立 荒井幼稚園 130 5 2 10 17 13.1 

【資料】幼児保育課（令和６年５月１日） 
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 ④ 認定こども園の状況 

本市には、令和６年４月１日現在、市立８か所、私立 10 か所、合計 18 か所の認定こども

園があり、入園児童数はあわせて 2,422人となっています。 
 

■認定こども園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定こども園別年齢別入園児童数 

（単位：人、％） 

認定こども園名 定員 
入園児童数 

在籍率 
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

市
立 

高砂こども園 160 2 11 18 20 27 37 115 71.9 

荒井こども園 100 1 10 12 19 22 17 81 81.0 

伊保こども園 190 3 6 18 19 28 28 102 53.7 

中筋こども園 100 0 5 8 17 10 24 64 64.0 

曽根こども園 205 3 18 18 43 40 42 164 80.0 

米田こども園 295 3 16 23 58 62 69 231 78.3 

阿弥陀こども園 160 0 9 15 39 31 44 138 86.3 

北浜こども園 130 2 16 16 24 33 29 120 92.3 

市立計 1,340 14 91 128 239 253 290 1,015 75.7 

私
立 

さいしゅうじこども園 215 4 24 28 33 35 44 168 78.1 

正蓮寺こども園 205 2 20 26 52 50 52 202 98.5 

真浄寺保育園 135 7 18 27 29 25 30 136 100.7 

美保里こども園 155 6 23 24 34 31 39 157 101.3 

聖パウロこども園 115 1 17 15 35 35 33 136 118.3 

みどり丘こども園 165 5 23 30 38 38 39 173 104.8 

中筋保育園 150 4 21 22 27 27 30 131 87.3 

こどものその保育園 135 6 20 23 26 30 29 134 99.3 

真浄寺きくなみ保育園 70 2 11 14 16 18 17 78 111.4 

白兎愛育園 100 4 10 17 19 18 24 92 92.0 

私立計 1,445 41 187 226 309 307 337 1,407 97.4 

合計 2,785 55 278 354 548 560 627 2,422 87.0 

【資料】幼児保育課（令和６年４月１日） 
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 ⑤ 認可外保育施設の状況 

本市には、令和６年４月１日現在、認可外保育施設は６か所あります。 

 

■認可外保育施設の概要 

（単位：人） 

施設名 開所時間 定員数 

認可外保育施設 
（４園） 

インターナショナルプリスクールメリーゴーランド  8：00～17：00 69 

保育所たかさご園 8：00～18：00 19 

高砂市民病院院内保育所ひまわり 7：30～20：00 20 

高砂西部病院ひまわり保育園 8：00～17：30 20 

企業主導型保育施設 
（２園） 

ちびっこランド高砂北園 7：00～20：00 19 

わくわくキッズはんぎ 7：30～18：30 12 

【資料】幼児保育課（令和６年４月１日） 
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（３）小学校・中学校の状況 

 ① 小学校の児童数と学級数の状況 

本市の小学校は、令和６年５月１日現在、市立が 10 校あります。 

小学校の児童数は減少傾向にあり、令和６年度で 4,314人となっています。令和元年度と

比較して 515人（10.7％）減少しています。 

 

■小学校児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】学校基本調査（各年５月１日） 

 

■小学校別学年別児童数 

（単位：人） 

市立小学校名 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 
特別支援

学級 
合計 

高砂小学校 52 42 58 46 51 56 17 322 

荒井小学校 100 104 124 108 131 100 25 692 

伊保小学校 49 41 59 61 60 85 30 385 

伊保南小学校 42 39 37 37 51 45 12 263 

中筋小学校 31 36 34 44 32 35 19 231 

曽根小学校 66 87 89 79 93 90 27 531 

米田小学校 104 102 101 106 104 122 14 653 

米田西小学校 87 81 101 76 71 88 23 527 

阿弥陀小学校 73 94 77 88 80 80 20 512 

北浜小学校 26 37 31 47 28 29 0 198 

合 計 630 663 711 692 701 730 187 4,314 

【資料】学校基本調査（令和６年５月１日） 
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 ② 中学校の生徒数と学級数の状況 

本市の中学校は、令和６年５月１日現在、市立６校、私立１校、あわせて７校あります。 

中学校の生徒数は緩やかに減少傾向にあり、令和６年度で 2,927人となっています。令和

元年度と比較して 40 人（1.3％）減少しています。 

 

■中学校生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】学校基本調査（各年５月１日） 

 

■中学校別学年別生徒数 

（単位：人） 

 １年生 ２年生 ３年生 特別支援学級 合計 

市 

立 

高砂中学校 57 56 48 4 165 

荒井中学校 166 153 160 14 493 

竜山中学校 76 85 83 8 252 

松陽中学校 156 140 140 10 446 

宝殿中学校 155 209 193 11 568 

鹿島中学校 134 145 123 11 413 

市立計 744 788 747 58 2,337 

私
立 

白陵中学校 197 199 194 0 590 

私立計 197 199 194 0 590 

合 計 941 987 941 58 2,927 

【資料】学校基本調査（令和６年５月１日） 
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 ③ 小・中学校の不登校等の状況 

令和５年度の不登校は、小学生で 123 人、中学生で 161 人となっています。 

不登校について、令和元年度以降の推移をみると、小学校では令和２年度以降、中学校で

は令和３年度以降、増加しています。 

 

■不登校等の状況 

（単位：人、件） 

 
令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

小
学
校 

長期欠席 53 56 78 162 173 

不登校 25 47 72 92 123 

いじめの件数 248 127 93 94 72 

スクールカウンセリング件数 660 624 665 662 661 

中
学
校 

長期欠席 150 132 133 181 216 

不登校 126 103 108 134 161 

いじめの件数 72 40 25 13 19 

スクールカウンセリング件数 1,108 740 705 822 727 

【資料】学校教育課（青少年センター） 

注記：不登校と長期欠席の定義について 

■長期欠席 

連続または断続して30日以上欠席した者。 

■不登校 

何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともできない

状況にあるために年間30日以上欠席した者のうち、病気や経済的な理由による者を除いた者。 
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（４）若者の状況 

 ① 若者人口の推移 

本市の若者人口は、令和２年 10月１日現在 21,792 人で減少傾向です。 
 

■若者人口の推移（15～39歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】国勢調査 

 

 ② 若者の就労状況 

本市における若者の令和２年の就業者数は 13,512 人で、平成 27年より 2,031 人減少、令

和２年の完全失業者数は 807人で、平成 27年より 247人減少しています。 

 

■就業者数の推移（15～39歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】国勢調査 
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■完全失業者数の推移（15～39歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】国勢調査 

 

 

 

 ③ 進路別卒業者数 

国の学校基本調査においては、令和５年３月の全国の高等学校卒業者数 962,009 人のうち

進学も就職もしてない者は 43,058人(4.5％)、大学卒業者数 590,162 人のうち進学も就職も

してない者等は 48,642人(8.2％)となっています。 

兵庫県学校基本調査(令和５年５月１日付調査)によると、兵庫県の中学校卒業者数 47,736

人のうち進学も就職もしていない者等は 325人(0.7％)、高等学校卒業者数 41,408人のうち

進学も就職もしていない者等は 1,493 人(3.6％)となっています。 

 

■兵庫県の中学校・高等学校の進路別卒業者数  

（単位：人）  

学校 卒業者数 

卒業者数の内訳 

進学者数 
教育訓練機関等

入学者数 

就職者及び 

一時的就労者数 

進学も就職も 

していない者数等 

中学校 47,736 47,315 11 81 325 

高等学校 41,408 35,037 55 4,822 1,493 

【資料】学校基本調査（令和５年５月１日付調査） 
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（５）その他の状況 

 ① 相談事業の状況 

本市の主な相談事業は、こども窓口課が実施している「子育てに関する相談」及び「臨床

心理士による子育て相談」、健康増進課が実施している「子どものからだ・こころ・ことば相

談」、高砂児童学園が実施している「マミーサポート」、教育委員会が実施している「高砂市

教育相談（※「のびのび教室」を含む）」があります。 

相談件数は、令和５年度で合計 4,887 件と、令和元年度以降、おおむね減少傾向となって

います。また、虐待に関する相談件数は、令和４年度までは増加していましたが、令和５年

度では 169 件となっており、前年より 32件減少しています。内容としては「心理的虐待」が

最も多くなっています。 
 

■主な相談事業の概要と相談件数の推移 

（単位：件） 

事業名称 

（実施場所） 
内 容 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

子育てに関する相談 

（こども窓口課） 

気軽な相談から、児童虐

待に関する相談などに対

応 

月～金、8：30～17：00 

5,034 5,080 4,259 4,083 4,079 

臨床心理士による子育て

相談 

（こども窓口課） 

臨床心理士による個別相

談 

月２回 13：00～15：30 
29 28 30 32 33 

子どものからだ・こころ・

ことば相談 

（健康増進課） 

乳幼児発達相談 

月３回 
436 380 461 432 474 

マミーサポート 

（幼児保育課（高砂児童

学園）） 

発達相談 

月～金、9：00～16：00 
80 75 218 270 217 

高砂市教育相談 

（教育委員会） 

※「のびのび教室」を含む 

教育全般にかかる相談 

月～金、9：00～16：00 
75 48 55 64 84 

合 計 5,654 5,611 5,023 4,881 4,887 

※各事業の担当課については、令和６年度時点の担当課名を記載しています。 

 

■虐待相談新規取扱件数の推移 

（単位：件） 

  令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ネグレクト 23 11 36 18 16 

身体的虐待 27 38 39 70 55 

性的虐待 0 3 2 2 2 

心理的虐待 53 83 103 111 96 

合 計 103 135 180 201 169 

【資料】こども窓口課 



23 

 

 

 ② 児童扶養手当の受給者状況 

本市の児童扶養手当の受給者数は横ばいであり、父子家庭の受給者は全国に比べて低い割

合となっています。ひとり親家庭になった理由は、母子家庭、父子家庭ともに「離婚」が最

も多く占めています。 
 

■本市の児童扶養手当受給者の推移 

（単位：人） 

年度 受給権者数 対前年比 受給権者数内訳 

   全部支給 一部支給 全部停止 

令和元年度 833 100.6 455 251 127 

令和２年度 853 102.4 432 280 141 

令和３年度 865 101.4 429 291 145 

令和４年度 834 96.4 404 295 135 

令和５年度 807 96.8 381 302 124 

 

（単位：人） 

受給者数 

世帯類型別 

母子世帯 父子世帯 

生別母子世帯 死別 未婚の 障害者 遺棄 生別父子世帯 死別 未婚の 障害者 遺棄 

離婚 その他 母子世帯 母子世帯 世帯 世帯 離婚 その他 父子世帯 父子世帯 世帯 世帯 

全 国 817,967 640,319 1,342 4,289 97,548 4,507 1,632 34,431 29 1,870 602 1,567 127 

  100.0% 78.3% 0.2% 0.5% 11.9% 0.6% 0.2% 4.2% 0.0% 0.2% 0.1% 0.2% 0.0% 

兵庫県 12,347 10,051 38 47 1,251 62 15 462 1 32 9 22 1 

  100.0% 81.4% 0.3% 0.4% 10.1% 0.5% 0.1% 3.7% 0.0% 0.3% 0.1% 0.2% 0.0% 

高砂市 683 553 0 1 74 4 5 22 0 1 1 0 0 

  100.0% 81.0% 0.0% 0.1% 10.8% 0.6% 0.7% 3.2% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 

【資料】厚生労働省福祉行政報告、子育て支援課（令和４年度末現在） 

注記：受給者数には「その他の世帯」を含みます。 

 ③ 生活保護受給母子世帯数 

本市における生活保護世帯のうち母子世帯の占める割合は年々増加していましたが、令和

３年度から少しずつ減少傾向にあり、令和４年度では、全体の5.1％となっています。 

■世帯類型別被保護世帯数の年次推移（１か月平均） 

（単位：世帯） 

年度 総数 高齢者世帯 
障害者世帯・ 

傷病者世帯 
母子世帯 その他の世帯 

  全国 高砂市 全国 高砂市 全国 高砂市 全国 高砂市 全国 高砂市 

令和元年度 
1,627,724 891 896,945 513 406,932 176 81,015 51 242,832 151 

100.0% 100.0% 55.1% 57.6% 25.0% 19.8% 5.0% 5.7% 14.9% 16.9% 

令和２年度 
1,629,524 899 903,991 521 404,766 186 75,646 55 245,120 137 

100.0% 100.0% 55.5% 58.0% 24.8% 20.7% 4.6% 6.1% 15.0% 15.2% 

令和３年度 
1,633,767 894 908,834 522 404,765 191 71,148 51 249,020 130 

100.0% 100.0% 55.6% 58.4% 24.8% 21.4% 4.4% 5.7% 15.2% 14.5% 

令和４年度 
1,635,604 907 908,609 532 406,590 172 67,353 46 253,052 157 

100.0% 100.0% 55.6% 58.7% 24.9% 19.0% 4.1% 5.1% 15.5% 17.3% 

【資料】被保護者調査（生活福祉課） 

注記：全国の総数には保護停止中は含みません。 



24 

 

 

 ④ 母子父子自立支援員による相談件数 

生活一般の相談のなかでは、自立支援にかかる相談が多く、自立支援制度の周知や利用を

促進し、またハローワーク等と連携し、就労や訓練の相談について個々のニーズに添った支

援を行っています。そのほか、経済的支援・生活援護の相談は、コロナ禍であった令和２年

度から令和３年度に増加しました。近年では減少していますが、経済的負担の軽減につなが

る制度等の情報提供を行っています。 
 

■母子父子自立支援員による相談件数の推移 

（単位：件） 

相談内容 

 

年度 

生活一般 児童 
経済的支援・ 

生活援護 
その他 合計 

（住宅・就労等） （養育・教育等） （貸付・生活保護等） 
（売店・母子福祉

施設利用等） 
  

令和元年度 
母子 466 51 468 - 985 

父子 9 11 37 - 57 

令和２年度 
母子 501 84 512 - 1,097 

父子 28 1 28 - 57 

令和３年度 
母子 558 48 477 - 1,083 

父子 7 - 55 - 62 

令和４年度 
母子 490 39 422 - 951 

父子 4 - 24 - 28 

令和５年度 
母子 420 13 315 - 748 

父子 - - 10 - 10 

【資料】子育て支援課 

 

総合的な相談を受けるなかで、必要であれば専門機関へのつなぎ役となり、多様化する問

題に対応できるよう、引き続き関係機関と連携を図り、個々に寄り添った支援、情報提供の

充実を図る必要があります。 

 

■母子父子自立支援員による相談件数       ■女性のための相談件数 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

             【資料】子育て支援課                【資料】男女共同参画センター 
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 ⑤ 就業支援の充実 

自立支援制度についての就労相談会等を開催しており、周知や利用促進を行っていますが、

制度の利用者数は増減を繰り返しています。アンケートでは自立支援制度の認知度が低いこ

とから、今後も継続して積極的に周知を行い、ハローワークと連携して就業支援の充実を図

る必要があります。 

また、本市の独自事業である自動車免許等取得費助成事業の利用者数は、１人から３人の

間で増減を繰り返しており、令和５年度の利用者数は１人となっています。 

 

■高等職業訓練促進給付金利用者数        ■自立支援教育訓練給付金利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             【資料】子育て支援課                   【資料】子育て支援課 

 

■自立支援プログラム策定件数          ■自動車免許等取得費助成事業利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             【資料】子育て支援課                   【資料】子育て支援課 
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 ⑥ 子育て・生活支援の充実 

ひとり親家庭等日常生活支援事業の利用回数は年々増加傾向となっています。 

ファミリー・サポート・センター事業の利用件数は令和２年度から令和３年度に減少し、

その後は増加傾向となっています。ひとり親家庭の父や母が安定した就業を確保し、継続す

るための支援が引き続き必要であると考えられます。 
 

■ひとり親家庭等日常生活支援事業利用回数  ■ファミリー・サポート・センター事業利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            【資料】子育て支援課                    【資料】子育て支援課 

 ⑦ 経済的支援の充実 

医療費の助成について、平成27年７月から乳幼児等医療・こども医療（１歳児から中学３

年生まで）の所得制限を撤廃し、医療費に係る一部負担金の自己負担額を完全無料化し、令

和５年７月からは、高校生世代にかかる保険適用の医療費（外来・入院（食事代除く））が助

成対象となりました。また、保育所・学童保育の保育料の軽減を行っています。 

ひとり親家庭の不安を少しでも解消できるよう、引き続き他の経済的支援についても広く

情報収集を行いながら、支援の提供をしていく必要があります。 
 

■母子・父子医療費助成人数          ■学童保育の保育料の軽減人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     【資料】高砂市統計書（国保年金課）                    【資料】子育て支援課  
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注記：学童保育の軽減については、令和５年度より多子世帯

の減免が開始、ひとり親非課税世帯の利用が3/4減免から

全額免除になったため、令和５年度で増加している。 
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 ⑧ 養育費の確保 

法律的な解釈が必要な生活上の問題について

は、弁護士による法律相談により支援を行ってい

ます。 

弁護士への相談件数は減少傾向となっていま

すが、養育費を受け取れないことに対して「何も

していない」がアンケートで多いことから、養育

費に関する情報提供を引き続き積極的に行って

いくことが必要です。 
 

【資料】男女共同参画センター  
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２ アンケート調査結果等からみる市の現状 

（１）調査概要 

 

■調査種別・実施方法 

調査種別 調査人数 抽出方法 調査実施方法 

① 子ども・子育て支援に

関する調査 

未就学児童の

保護者 
2,200 世帯 

住民基本台帳より

無作為抽出 

《配布》 

通園施設・学校 

※通園していない場

合は郵送 

《回収》 

通園施設・学校 

郵送・ＷＥＢ 

小学生児童の

保護者 
1,300 世帯 

② 少子化等に関する調査 

市内の中学生 779 人 

中学２年生に対し

て、学校経由にてＷ

ＥＢ調査を実施 学校経由にてＷＥＢ

調査を実施 

市内の高校生 235 人 

各学校から２クラ

スを抽出（クラスの

生徒全員を対象） 

③ 若者の生活に関する調

査 

市内の 

15～39 歳 
2,500 人 

住民基本台帳より

無作為抽出 

《配布》郵送 

《回収》郵送・ＷＥＢ 

④ ひとり親家庭の生活と

意識に関する調査 
ひとり親家庭 901 世帯 

児童扶養手当受給

者 

《配布》郵送 

《回収》郵送・ＷＥＢ 

⑤ 関係団体等ヒアリング

調査 

市内の教育・

保育事業者・

関係団体 

92 団体 ― 
《配布》郵送 

《回収》郵送・ＷＥＢ 

■調査期間 

令和５年12月４日（月）～令和５年12月22日（金） 

■回収状況 

調査種別 配布数※1 
有 効 

回収数※2 

（内訳） 有 効 

回収率 調査票 ＷＥＢ 

① 子ども・子育て支援に

関する調査 

未就学児童の

保護者 
2,197 1,553 785 768 70.7％ 

小学生児童の

保護者 
1,297 1,007 477 530 77.6％ 

② 少子化等に関する調査 

市内の中学生 779  634 ― 634 81.4％ 

市内の高校生 235  191 ― 191 81.3％ 

③ 若者の生活に関する調

査 

市内の 

15～39 歳 
2,490 760 282 478 30.5％ 

④ ひとり親家庭の生活と

意識に関する調査 
ひとり親家庭 901 386 203 183 42.8％ 

⑤ 関係団体等ヒアリング

調査 

市内の教育・

保育事業者・

関係団体 

92 75 44 31 81.5％ 

※１ 配布数は、郵送戻り（転出・転居を含む）等により配布できなかった数を除いた数 

※２ 有効回収数は、回収数のうち白票等の無効票を除いた有効回収数 
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（２）子ども・子育て支援に関する調査（未就学児童・小学生児童保護者調査） 

 ① 保護者の就労状況 

保護者の就労状況は、父親の９割前後が「フルタイム」、母親の７割以上が『就労』（「フル

タイム」＋「パート・アルバイト」）となっています。母親の就労状況を５年前と比べると、

未就学児童・小学生ともに「フルタイム」が増加し、共働き家庭の増加がうかがえます。 

また、現在の就労状況と１年後の希望を比較すると、未就学児童・小学生ともに、現在よ

り「フルタイム」が高くなっています。「フルタイム」と「パート・アルバイト」を合わせた

『就労希望』は８割を超えており、今後も共働き家庭の増加が見込まれます。 

■保護者の就労状況 

母 親  父 親 

 

■母親の就労状況の変化 

未就学児童  小学生 

 
※前回調査との比較を行うため、「パート・アルバイト」を１つにまとめて集計    

■母親の現在の就労状況と１年後の希望との比較 

未就学児童  小学生 
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9.5
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未就学児童

（n=1,553）

小学生

（n=1,007）

フルタイム【週５日・１日８時間程度】
パート・アルバイト【月48時間以上】
パート・アルバイト【月48時間未満】
専業主夫
無回答

38.4

32.9

26.1

32.9

7.0

14.2

26.8

17.7

1.7

2.4
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未就学児童

（n=1,553）
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フルタイム【週５日・１日８時間程度】
パート・アルバイト【月48時間以上】
パート・アルバイト【月48時間未満】
専業主婦
無回答

38.4

27.3

33.1

33.5

26.8

36.4

1.7

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,553）

前回調査

（n=1,613）

フルタイム パート・アルバイト

専業主婦 無回答

32.9

25.9

47.1

46.1

17.7

21.9

2.4

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=1,007）

前回調査

（n=959）

フルタイム パート・アルバイト

専業主婦 無回答

38.4

43.1

26.1

29.4

7.0

11.6

26.8

13.7

1.7

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在

（n=1,553）

希望

（n=1,553）

フルタイム【週５日・１日８時間程度】
パート・アルバイト【月48時間以上】
パート・アルバイト【月48時間未満】
専業主婦
無回答

32.9

37.9

32.9

31.6

14.2

16.7

17.7

10.7

2.4

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在

（n=1,007）

希望

（n=1,007）

フルタイム【週５日・１日８時間程度】
パート・アルバイト【月48時間以上】
パート・アルバイト【月48時間未満】
専業主婦
無回答
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 ② 育児休業等の取得状況 

育児休業の取得状況は、母親では「取得後、職場に復帰した」や「当時、働いていなかっ

た」が３割を超えているのに対し、父親では「取得していない」が最も高くなっています。

前回調査と比較すると、『取得した（取得中である）』（「現在、育児休業中である」＋「取得

後、職場に復帰した」）は、母親・父親ともに高くなっています。 

■育児休業等の取得状況 

今回調査  前回調査（平成 30 年調査） 

 

 

育児休業の取得期間をみると、母親・父親ともに、希望の復帰時期に比べて実際の復帰時

期が早い傾向がみられます。 

また、父親では実際の取得期間、希望の取得期間ともに「０歳１か月～０歳５か月」が最

も高く、数週間から３か月程度の取得が多い傾向となっています。 

■育児休業等の取得期間 

母 親  父 親 

 

 

 

 

 

 

 

31.6

1.3

53.4

1.3

11.5

82.4

3.5

12.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

（n=1,613）

父親

（n=1,613）

取得した（取得中である）
働いていなかった
取得していない
無回答

11.6

0.3

35.0

9.5

5.5

0.2

33.9

0.3

12.1

82.2

1.9

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

（n=1,553）

父親

（n=1,553）

現在、育児休業中である 取得後、職場に復帰した

育児休業中に離職した 当時、働いていなかった

取得していない 無回答

84.1

7.3

5.3

2.6

0.0

0.0

0.7

0.0

51.0

18.5

21.9

4.0

2.0

0.0

2.6

0.0

0 20 40 60 80 100

０歳１ヶ月～０歳５ヶ月

０歳６ヶ月～０歳11ヶ月

１歳０ヶ月～１歳５ヶ月

１歳６ヶ月～１歳11ヶ月

２歳０ヶ月～２歳５ヶ月

２歳６ヶ月～２歳11ヶ月

３歳０ヶ月～３歳11ヶ月

無回答
実際の取得期間（n=151）

希望の取得期間（n=151）

6.2

15.8

45.8

16.7

6.5

3.5

4.8

0.7

7.2

3.5

20.6

13.3

24.2

2.9

24.6

3.7

0 20 40 60 80 100

０歳１か月～０歳５か月

０歳６か月～０歳11か月

１歳０か月～１歳５か月

１歳６か月～１歳11か月

２歳０か月～２歳５か月

２歳６か月～２歳11か月

３歳０か月～３歳11か月

無回答
実際の取得期間（n=723）

希望の取得期間（n=723）

（％） （％） 
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 ③ こどもの定期的な教育・保育事業の利用 

定期的な教育・保育事業の利用については、年齢が上がるにつれて「利用している」が高

くなっており、３歳以上ではほぼ全員が定期的な教育・保育事業を利用しています。 

■年齢別の教育・保育事業の利用率 

 

利用している教育・保育事業は「私立認定こども園（保育園部）」や「公立認定こども園（保

育園部）」が高く、今後利用したい教育・保育施設も同様の結果となっています。 

■年齢別の教育・保育事業の利用率 

 

27.6

71.5

83.9

96.0

99.4

98.2

72.4

27.2

15.7

3.6

0.6

1.8

0.0

1.3

0.4

0.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０歳（n=243）

１歳（n=239）

２歳（n=236）

３歳（n=277）

４歳（n=316）

５歳（n=222）

利用している 利用していない 無回答

5.3

7.5

31.2

36.7

7.7

0.3

6.3

1.5

1.2

0.0

0.6

0.1

0.3

0.9

2.0

1.1

0.0

1.0

11.1

9.6

35.7

36.6

9.7

2.3

6.8

2.4

2.4

0.6

0.8

0.5

1.0

0.6

2.1

1.0

1.4

9.4

0 10 20 30 40

公立認可保育所

私立認可保育所

公立認定こども園（保育園部）

私立認定こども園（保育園部）

公立認定こども園（幼稚園部）

公立認定こども園（幼稚園部）の預かり保育

私立認定こども園（幼稚園部）

私立認定こども園（幼稚園部）の預かり保育

公立幼稚園

公立幼稚園の預かり保育

私立幼稚園（国立大学法人含む）

私立幼稚園（国立大学法人含む）の預かり保育

地域型保育（小規模保育・家庭的保育・事業所

内保育・居宅訪問型保育） １

企業主導型保育（事業所内保育施設）

児童発達支援センター

その他の認可外保育施設

ファミリサポートセンター

無回答

現在の利用（n=1,252）

利用希望 （n=1,553）

（％） 
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 ④ 「こども誰でも通園制度」創設後の利用意向 

こども誰でも通園制度が創設された場合の利用意向は、「曜日や時間を固定せず、自由に利

用したい」が最も高くなっています。また、「月１回利用したい」、「月２回定期的に利用した

い」、「毎週１回定期的に利用したい」を合わせた『定期的に利用したい』が２割以上となっ

ています。 

■「こども誰でも通園制度」創設後の教育・保育事業の利用意向 

 

 

 ⑤ 子育て支援センターの利用状況 

子育て支援センターは、「利用していない」が８割を超えて高くなっていますが、今後の利

用意向をみると、「利用していないが、今後利用したい」が２割以上を占めています。 

■子育て支援センターの利用状況 

 
※令和６年度から「旧北部子育て支援センター」に名称変更         

 

■子育て支援センターの今後の利用意向 

 

3.6 3.2 15.1 41.4 31.9 4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学児童

（n=1,553）

月１回利用したい 月２回定期的に利用したい

毎週１回定期的に利用したい 曜日や時間を固定せず、自由に利用したい

利用したいと思わない 無回答

11.7

6.7

83.6

3.3

0 20 40 60 80 100

子育て支援センター（高砂）

北部子育て支援センター

利用していない

無回答
未就学児童（n=1,553）

22.2 7.5 64.0 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学児童

（n=1,553）

利用していないが、今後利用したい
すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい
新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない
無回答

（％） 

※ 
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 ⑥ 子育てをする上での相談先 

子育てをする上で気軽に相談できる人や場所は、未就学児童・小学生ともに９割以上が「い

る／ある」となっており、身近な家族や友人に相談する人が多い傾向となっています。 

■子育てをする上で気軽に相談できる人や場所 

 

 

あればよい（よかった）と思う相談先は、「身近な場所で気軽に相談できる施設」が最も高く、

「保護者同士で気軽に話せる場」や「専門的な相談ができる相談窓口」も高くなっています。 

■あればよい（よかった）と思う相談先 

 

94.6

92.2

4.3

6.5

1.1

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学児童

（n=1,553）

小学生

（n=1,007）

いる／ある いない／ない 無回答

83.2

82.5

68.8

28.7

26.3

19.9

10.9

9.6

8.8

6.1

2.0

0.2

1.0

0.1

73.6

79.7

73.6

29.0

4.2

21.4

14.8

6.6

3.4

13.1

1.6

0.5

0.1

2.7

0.0

0 20 40 60 80 100

自分または配偶者（パートナー）の両親

、兄弟姉妹 １

配偶者（パートナー）

友人や知人

職場の人

幼稚園や保育所、認定こども園の先生

幼稚園や保育所、認定こども園、学校の

保護者の仲間 １

小学校の先生

かかりつけの医師

インターネット、ＳＮＳ

近所の人

子育て支援センター

市の子育て関連担当窓口

民生委員児童委員

その他

無回答

未就学児童（n=1,469）

小学生 （n=928）

49.5

32.8

27.4

26.7

12.0

11.3

10.0

1.3

15.1

1.9

40.4

25.5

23.0

25.6

7.3

9.9

11.1

1.8

18.9

3.2

0 20 40 60

身近な場所で気軽に相談できる施設

子育て中の保護者同士で気軽に話せる場

匿名で相談できるメールやＬＩＮＥ相談

専門的な相談ができる相談窓口

自分の家に訪問してくれる子育て相談

子育て経験者による子育て相談

匿名で相談できる専用電話

その他

特に必要ない

無回答
未就学児童（n=1,553）

小学生 （n=1,007）

（％） 
相談先は…（上位項目のみ抜粋） 

） 

（％） 

83.2

82.5

68.8

28.7

26.3

19.9

10.9

9.6

8.8

6.1

2.0

0.2

1.0

0.1

73.6

79.7

73.6

29.0

4.2

21.4

14.8

6.6

3.4

13.1

1.6

0.5

0.1

2.7

0.0

0 20 40 60 80 100

自分または配偶者（パートナー）の両親

、兄弟姉妹 １

配偶者（パートナー）

友人や知人

職場の人

幼稚園や保育所、認定こども園の先生

幼稚園や保育所、認定こども園、学校の

保護者の仲間 １

小学校の先生

かかりつけの医師

インターネット、ＳＮＳ

近所の人

子育て支援センター

市の子育て関連担当窓口

民生委員児童委員

その他

無回答

未就学児童（n=1,469）

小学生 （n=928）
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 ⑦ こどもを持つことについて 

こどもの理想の人数と予定している人数の差をみると、「理想としている人数より予定し

ている人数が少ない」が未就学児童・小学生ともに３割以上となっています。 

その理由としては、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が最も高く、次いで「高年

齢で産むのは不安だから」となっています。 

また、未就学児童では「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」や「育児の心理的、肉

体的負担に耐えられないから」などで小学生に比べて高く、小学生では「高年齢で産むのは

不安だから」や「ほしいけれどもできないから」などで未就学児童に比べて高くなっていま

す。 

■理想の人数と予定している人数の差 

 

 

36.3

31.2

57.8

59.2

4.4

6.1

1.5

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学児童

（n=1,553）

小学生

（n=1,007）

理想としている人数より予定している人数が少ない

理想としている人数と予定している人数が同じ

理想としている人数より予定している人数が多い

無回答

77.4

33.6

26.3

23.8

15.3

11.7

11.4

9.2

8.7

8.3

6.7

4.8

9.2

1.6

68.2

40.8

20.1

23.2

10.2

16.9

12.4

8.0

6.7

6.7

5.4

6.1

9.6

1.0

0 20 40 60 80 100

子育てや教育にお金がかかりすぎるから

高年齢で産むのは不安だから

育児の心理的、肉体的負担に耐えられな

いから １

自分の仕事（勤めや家業）に差し支える

から １

家が狭いから

ほしいけれどもできないから

健康上の理由から

配偶者（パートナー）の家事・育児への

協力が得られないから １

子どもがのびのび育つ環境ではないから

配偶者（パートナー）が望まないから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

親（保護者）の定年退職までに成人して

ほしいから １

その他

無回答
未就学児童（n=563）

小学生 （n=314）

（％） 

理由は… 

） 
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 ⑧ 子育てしやすいまちとしての評価 

子育てしやすいまちとしての本市の評価は、「子育てしやすいまちだと思う」が未就学児

童・小学生ともに３割を超えています。 

 

 ⑨ 子育て支援で市にもっと力を入れてほしいこと 

子育て支援で市にもっと力を入れてほしいことは、「子どもだけで安心して遊べる場所づ

くり」が最も高くなっています。未就学児童では小学生に比べて、「幼児期の学校教育・保育

の充実」や「妊娠期からのサービスや支援の充実」、「育児休業・介護休暇等の取得促進につ

いて企業への働きかけ」などが高くなっています。 

 

35.5

32.9

50.7

52.6

12.4

13.5

1.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学児童

（n=1,553）

小学生

（n=1,007）

子育てしやすいまちだと思う どちらともいえない

子育てしやすいまちだと思わない 無回答

59.6

56.9

50.7

48.4

41.8

41.5

39.9

37.2

37.0

31.5

30.1

25.9

25.6

22.8

20.5

17.2

9.1

4.6

2.1

3.2

67.0

52.9

44.3

50.6

46.2

33.4

18.9

16.0

24.2

21.4

25.7

24.7

21.4

21.8

15.8

19.3

4.7

5.3

2.3

1.4

0 20 40 60 80

子どもだけで安心して遊べる場所づくり

公園や歩道の整備の充実

経済的支援の充実

チカンや子どもへのいたずらなどに対する

防犯対策の充実 １

安心して子どもが医療機関にかかれる体制

の整備 １

残業時間の短縮や休暇の取得促進などにつ

いての企業への働きかけ １

幼児期の学校教育・保育（幼稚園や保育所

、認定こども園）の充実 １

妊娠期からのサービスや支援の充実

育児休業・介護休暇等の取得促進について

企業への働きかけ １

親子が安心して集まれる身近な場や機会の

充実 １

子育てに困ったときに相談したり情報を得

られる場の充実 １

施設環境の改善

再就職についての支援の充実

親子で楽しめる観劇・音楽会などの文化事

業の充実 １

家事支援サービスの整備

異なる年齢の子どもとの交流

子育てサークルへの支援の充実

その他

特にない

無回答
未就学児童（n=1,553）

小学生 （n=1,007）

（％） 
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（３）少子化等に関する調査（中高生調査） 

 ① こどもをもつことに対する希望 

将来こどもをほしいと思うかは、男性・女性ともに、中学生に比べて高校生で「将来自分

の子どもがほしい」が高くなっており、また、性別にみると、男性に比べて女性で高くなっ

ています。 

■こどもをもつことに対する希望 

男 性  女 性 

 

 

将来自分のこどもをほしいとは思わないと回答した人の理由は、「育児には心理的・身体的

に負担がかかるから」が最も高く、次いで、中学生では「自分の時間がなくなるから」、高校

生では「仕事をしながら子育てをするのは大変だから」、「お金がかかるから」などが高くなっ

ています。 

■将来自分のこどもをほしいとは思わない理由 

 

51.4

68.7

8.5

9.6

38.8

21.7

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生

（n=317）

高校生

（n=83）

将来自分の子どもがほしい
将来自分の子どもをほしいとは思わない
わからない
無回答

57.3

70.5

10.9

8.6

31.8

21.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生

（n=302）

高校生

（n=105）

将来自分の子どもがほしい
将来自分の子どもをほしいとは思わない
わからない
無回答

60.9

57.8

54.7

54.7

32.8

6.3

9.4

72.2

55.6

66.7

61.1

16.7

16.7

0.0

0 20 40 60 80

育児には心理的・身体的に負担がかかるから

自分の時間がなくなるから

仕事をしながら子育てをするのは大変だから

お金がかかるから

子どもが好きではないから

その他

わからない
中学生（n=64）

高校生（n=18）

（％） 
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 ② ほっとできる（安心できる）居場所 

ほっとできる（安心できる）居場所は、「自分の部屋など、家でひとりでいられる場所」が

最も高く、次いで「リビングなど家で家族といられる場所」となっています。 

■ほっとできる（安心できる）居場所 

 

 ③ 困っていることや悩みごとがあるときに相談しやすい方法 

相談しやすい方法は、「学校で相談できること」が最も高く、次いで「インターネットやＳ

ＮＳで相談できること」、「学校以外の場所で、直接お互いの顔を見て相談できること」となっ

ています。また、「誰にも相談したくない」が中学生・高校生ともに２割を超えています。 

■困っていることや悩みごとがあるときに相談しやすい方法 

 

81.4

51.4

23.3

22.6

23.3

14.5

11.0

3.2

0.9

1.4

1.9

0.5

89.0

46.1

18.3

18.3

15.7

13.6

12.0

1.0

0.5

2.6

0.0

1.0

0 20 40 60 80 100

自分の部屋など、家でひとりでいられる場所

リビングなど家で家族といられる場所

友だちの家

祖父母や親戚の家

部活動、習い事、クラブ活動の場所

学校の教室

インターネットやＳＮＳ

学校の保健室

子ども食堂

その他

居場所はない

無回答
中学生（n=634）

高校生（n=191）

37.4

22.4

16.4

10.4

4.9

25.1

2.1

31.4

30.4

25.7

13.1

0.5

22.5

2.6

0 10 20 30 40

学校で相談できること

インターネットやＳＮＳで相談できること

学校以外の場所で、直接お互いの顔を見て

相談できること １

電話で相談できること

自分の家に専門の相談員が来てくれて相談

できること １

誰にも相談したくない

無回答
中学生（n=634）

高校生（n=191）

（％） 

（％） 
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 ④ 本市の取り組みについて 

本市の取り組みに希望や想いが反映されていると思うかは、「どちらかといえばそう思う」

が中学生・高校生ともに最も高く、「そう思う」と合わせると『（希望や想いが反映されてい

ると）思う』が中学生では６割近く、高校生では４割以上を占めています。 

■本市の取り組みに希望や想いが反映されていると思うか 

 

希望や想いを伝えるための方法では、「市のホームページから意見を伝えられるようにす

ること」や「意見を伝えやすい窓口が市役所内に設置されること」が高くなっています。 

■市の取り組みに希望や想いを伝えるためにあればよいと思う方法 

 

 ⑤ 本市への定住意向（高校生は市内在住者のみ） 

本市への定住意向は、「住み続けたい、住んでみたい」と「進学や就職で離れても、高砂市

に帰ってきたい」を合わせた『高砂市に住みたい』が半数以上となっています。 

 

11.2

9.4

45.4

35.6

27.1

30.9

15.1

22.5

1.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生（n=634）

高校生（n=191）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

無回答

48.3

41.3

21.6

23.0

17.4

15.1

2.5

3.5

41.9

38.7

19.9

14.7

17.3

13.6

2.6

5.8

0 20 40 60

市のホームページから意見を伝えられるよ

うにすること １

意見を伝えやすい窓口が市役所内に設置さ

れること １

市の取り組みについて教えてもらえる場が

あること １

子どもたち同士で市の取り組みについて話

し合える場があること １

市長や市の職員と話す機会があること

市の審議会などに子どもが参加できるよう

にすること １

その他

無回答
中学生（n=634）

高校生（n=191）

23.2

16.3

32.3

36.3

14.0

13.8

30.3

33.8

0.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生（n=634）

高校生（n=80）

住み続けたい、住んでみたい
進学や就職で離れても、高砂市に帰ってきたい
高砂市には住みたくない
わからない
無回答

（％） 
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（４）若者の生活に関する調査（15～39歳調査） 

 ① 自身についてあてはまること 

「あてはまる」と「どちらかといえばあてはまる」を合わせた『あてはまる』の割合をみ

ると、“①自分には自分らしさというものがあると思う”で最も高く、次いで“⑩今、自分が

幸せだと思う”、“⑤人生で起こることは自分に原因があると思う”の順となっています。 

一方、「どちらかといえばあてはまらない」と「あてはまらない」を合わせた『あてはまら

ない』の割合をみると、“⑨自分の考えをはっきり相手に伝えることができる”で最も高く、

次いで“④自分の将来は運やチャンスによって決まると思う”、“⑦他人と同じことをしてい

ると安心だ”の順となっています。 

■自身についてあてはまること 

 

 ② 自分の将来への希望の有無 

自分の将来に希望があるかは、「どちらかといえば、希望がある」が最も高く、「希望があ

る」と合わせた『希望がある』が約７割を占めています。 

■自分の将来への希望の有無 

 

37.9

21.7

17.1

14.9

17.9

16.1

10.4

12.9

16.8

33.9

36.2

29.9

24.9

29.6

37.2

31.4

31.4

34.3

28.2

35.3

17.2

29.5

38.7

32.0

34.6

33.6

35.3

33.4

24.9

20.5

5.1

9.1

12.6

12.8

5.9

12.1

13.2

14.5

21.8

5.5

2.9

9.3

6.1

10.1

3.8

6.4

9.5

4.3

8.0

4.3

0.7

0.5

0.7

0.7

0.5

0.4

0.3

0.5

0.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自分には自分らしさというもの

があると思う １

②今の自分を変えたいと思う

③将来よりも今の生活を楽しみた

い １

④自分の将来は運やチャンスによ

って決まると思う １

⑤人生で起こることは自分に原因

があると思う １

⑥今の自分が好きだ

⑦他人と同じことをしていると安

心だ １

⑧どんなことも意欲的に取り組む

⑨自分の考えをはっきり相手に伝

えることができる １

⑩今、自分が幸せだと思う

あてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらとも言えない どちらかといえばあてはまらない

あてはまらない 無回答

28.0 42.5 19.7 8.9 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=760）

希望がある どちらかといえば、希望がある

どちらかといえば、希望がない 希望がない

無回答
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 ③ 社会・日常生活を円滑に送ることができなかった経験の有無 

社会・日常生活を円滑に送ることができなかった経験の有無は、「今までに経験があった

（現在ある）」と「どちらかといえば、あった（ある）」を合わせた『あった（ある）』人は４

割近くとなっています。 

■社会・日常生活を円滑に送ることができなかった経験の有無 

 

社会・日常生活を円滑に送ることができない状態となった時に相談したい人・場所は、「同

じ悩みを持っている（持っていた）人」が最も高く、次いで「同世代の人」、「無料で相談で

きる」、「匿名で相談できる」、「カウンセラー等の心理学の専門家であること」の順となって

います。 

■社会・日常生活を円滑に送ることができない状態となった時に相談したい人・場所 

 

14.2 23.0 20.3 34.6 6.2 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=760）

今までに経験があった（現在ある） どちらかといえば、あった（ある）

どちらかといえば、なかった（ない） なかった（ない）

わからない 無回答

47.4

34.5

28.8

26.3

20.9

19.3

17.5

14.5

14.2

12.8

9.1

6.8

6.1

2.6

2.8

13.2

3.2

0 20 40 60

同じ悩みを持っている（持っていた）人

同世代の人

無料で相談できる

匿名で相談できる

カウンセラー等の心理学の専門家であること

曜日や時間を気にせず相談できる

ＳＮＳやメール等オンラインで相談できる

医師・医療機関

同性の人

公的な支援機関

相談できる場所が自宅から近い

電話で相談できる

民間の支援団体（ＮＰＯなど）

自宅に来てくれて相談できる

その他

誰にも相談したくない

無回答 全体（n=760）

（％） 
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 ④ 気持ちとしてあてはまること 

気持ちとしてあてはまることは、「常にある」と「時々ある」、「たまにある」を合わせた『あ

る』の割合をみると、“①自分には人とのつきあいがないと感じることがある”で最も高く、

次いで“②自分は取り残されていると感じることがある”となっています。 

一方で、「ほとんどない」と「決してない」を合わせた『ない』の割合をみると、“④自分

は孤独であると感じることがある”で最も高く、次いで“③自分は他の人たちから孤立して

いると感じることがある”となっています。 

■気持ちとしてあてはまること 

 

 

 ⑤ 住みやすいまちとしての評価 

住みやすいまちとしての評価は、「どちらかといえば住みやすい」が最も高く、「住みやす

い」と合わせると『住みやすい』が７割近くを占めています。 

■本市の住みやすさの評価 

 

 

9.2

7.4

7.0

6.3

23.4

19.5

16.6

15.1

24.6

25.0

21.8

20.8

27.6

33.6

36.8

35.3

14.6

14.1

17.2

21.8

0.5

0.5

0.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自分には人とのつきあいがない

と感じることがある １

②自分は取り残されていると感じ

ることがある １

③自分は他の人たちから孤立して

いると感じることがある １

④自分は孤独であると感じること

がある １

常にある 時々ある たまにある

ほとんどない 決してない 無回答

20.1 48.4 9.7 6.3 9.7 4.3 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=760）

住みやすい どちらかといえば住みやすい

どちらかといえば住みにくい 住みにくい

どちらともいえない わからない

無回答
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（５）ひとり親家庭の生活と意識に関する調査（ひとり親調査） 

 ① 就労状況 

ひとり親家庭の就労状況は、母子家庭・父子家庭ともに９割以上が就労しており、母子家

庭・父子家庭ともに「正社員」が最も高く、前回調査と比べても高くなっています。 

■就労状況 

母子家庭  父子家庭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 収入の状況 

収入の状況をみると、母子家庭では「100～150万円未満」が最も高いのに対し、父子家庭

では「400～500万円未満」及び「500万円以上」が最も高くなっており、父子家庭に比べて母

子家庭の収入が低くなっています。 

■収入の状況 

母子家庭  父子家庭 

 

 

（％） （％） 

80.6

0.0

0.0

11.1

0.0

5.6

2.8

0.0

68.0

8.0

4.0

12.0

0.0

0.0

8.0

0.0

0 20 40 60 80 100

正社員

パート・アルバイト

人材派遣会社の派遣社員

自営業主

自営業の手伝い（家族従事者）

その他

無職

無回答
今回調査（n=36）

前回調査（n=25）

42.6

39.4

4.4

2.6

0.0

5.2

5.8

0.0

36.4

38.8

11.3

0.9

0.4

0.9

8.9

2.4

0 20 40 60 80 100

正社員

パート・アルバイト

人材派遣会社の派遣社員

自営業主

自営業の手伝い（家族従事者）

その他

無職

無回答
今回調査（n=343）

前回調査（n=461）

2.8

2.8

2.8

2.8

8.3

19.4

27.8

27.8

5.6

4.0

8.0

0.0

0.0

20.0

24.0

24.0

12.0

8

0 10 20 30

100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500万円以上

無回答
今回調査（n=36）

前回調査（n=25）

16.0

20.7

16.0

18.1

9.9

9.0

4.1

3.2

2.9

16.5

19.5

19.7

16.5

6.5

9.8

4.1

3.3

4.1

0 10 20 30

100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500万円以上

無回答
今回調査（n=343）

前回調査（n=461）

（％） （％） 



43 

 

 

 ③ 日常的に困っていること 

日常的に困っていることは、「生活費や子どもの教育費などの経済的なこと」が最も高く、

次いで「子どもの学習や進路」、「自分の健康」、「自分が病気の時の子どもの世話」の順となっ

ています。 

■日常的に困っていること 

 

 ④ 子育てをする上で気軽に相談できる人・場所の有無 

子育てをする上で気軽に相談できる人・場所は、「いる／ある」が８割を超え、「いない／

ない」が２割近くとなっています。 

■子育てをする上で気軽に相談できる人・場所の有無 

 

76.4

52.6

32.4

27.7

22.5

22.5

22.5

21.5

20.7

19.4

9.6

6.5

5.7

4.1

5.7

7.0

1.3

0 20 40 60 80 100

生活費や子どもの教育費などの経済的な

こと １

子どもの学習や進路

自分の健康

自分が病気の時の子どもの世話

子どもの健康や発達・発育について

子どものしつけ

子どもの心のケア

住居のこと

食事や栄養

子どもとの団らんや話し合いの時間がも

てないこと １

子どもの友人関係（いじめ等を含む）

子どもの不登校・非行

保育所、認定こども園、学童保育所等へ

の送迎 １

仕事がみつからないこと

その他

特にない

無回答 全体（n=386）

81.3 17.6 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=386）

いる／ある いない／ない 無回答

（％） 
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 ⑤ こどもの養育費の状況 

こどもの養育費の状況は、前回調査と比べると、母子家庭・父子家庭ともに「定期的に受

けている」が高くなっているものの、「受けたことがない」が母子家庭では半数以上、父子家

庭では７割近くを占めています。 

■こどもの養育費の状況 

母子家庭  父子家庭 

 

 ⑥ 子育てで不安や悩みを感じたときにあればよい（よかった）と思う相談先 

子育てで不安や悩みを感じたときにあればよい（よかった）と思う相談先は、「身近な場所

で気軽に相談できる施設」が最も高く、次いで「匿名で相談できるメールやＬＩＮＥ相談」、

「専門的な相談ができる相談窓口」となっています。 

■子育てで不安や悩みを感じたときにあればよい（よかった）と思う相談先 

 

30.9

25.2

3.6

3.3

0.6

10.7

11.3

51.0

58.4

3.3

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=337）

前回調査

（n=461）

定期的に受けている
不定期に受けている
一括で受けた
以前は受けていたが、現在は受けていない
受けたことがない
無回答

25.0

8.0

3.6

4.0

0.00.0

0.0

67.9

84.0

3.6

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（n=28）

前回調査

（n=25）

定期的に受けている
不定期に受けている
一括で受けた
以前は受けていたが、現在は受けていない
受けたことがない
無回答

35.0

33.2

28.2

17.6

15.8

10.4

6.7

4.7

20.5

2.6

0 10 20 30 40

身近な場所で気軽に相談できる施設

匿名で相談できるメールやＬＩＮＥ相談

専門的な相談ができる相談窓口

子育て中の保護者同士で気軽に話せる場

匿名で相談できる専用電話

子育て経験者による子育て相談

自分の家に訪問してくれる子育て相談

その他

特に必要ない

無回答 全体（n=386）

（％） 
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 ⑦ ひとり親家庭等自立支援制度の認知度 

ひとり親家庭等自立支援制度の認知度は、「知っている」の割合をみると、“①高等職業訓

練促進給付金”で最も高く、次いで“②自立支援教育訓練給付金”、“③自動車免許等取得助

成金”となっており、その他の事業では３割未満となっています。また、すべての事業で「知

らない」が「知っている」を上回っています。 

■ひとり親家庭等自立支援制度の認知度 

 

35.2

32.6

31.6

16.6

13.5

22.5

61.7

64.5

64.8

80.3

82.6

74.6

3.1

2.8

3.6

3.1

3.9

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①高等職業訓練促進給付金

②自立支援教育訓練給付金

③自動車免許等取得助成金

④日常生活支援事業

⑤母子父子自立支援プログラ

ム策定事業 １

⑥高卒認定試験合格支援事業

知っている 知らない 無回答
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（６）こどもの生活に関するアンケート調査 

こどもや子育て世帯の生活状況を把握するため、令和４年度に市内の小学５年生または中学

２年生の児童生徒及びその保護者を対象に調査を実施しました。 

 ① 調査概要 

■調査種別・実施方法 

調査種別 調査人数 有効回収数 有効回収率 

こども調査・保護者調査 

（学校を通じた配布・回収） 

小学５年生及びその保護者 791 748 94.5％ 

中学２年生及びその保護者 794 636 80.1％ 

関係機関・団体ヒアリング

調査（郵送配布・郵送回収） 

こどもや子育て世帯に関わ

りが深い機関・団体 
100 74 74.0％ 

■調査期間 

こどもの生活実態調査：令和４年10月17日（月）～令和４年11月１日（火） 

関係機関・団体ヒアリング調査：令和４年10月24日（月）～令和４年11月15日（火） 

■世帯区分別状況 

区 分 
小学生 中学生 

件数 割合 件数 割合 

全体 
世帯区分ができなかった世帯を含

む全数 
748 100.0％ 636 100.0％ 

所
得
段
階
区
分 

所得段階Ⅰ 
等価世帯収入が全体の中央値以上

の世帯 
319 42.6％ 297 46.7％ 

所得段階Ⅱ 
等価世帯収入が中央値の２分の１

以上、中央値未満の世帯 
251 33.6％ 202 31.8％ 

所得段階Ⅲ 
等価世帯収入が中央値の２分の１

未満の世帯 
93 12.4％ 64 10.1％ 
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 ② 等価世帯収入 

国調査の算出方法に基づき「所得段階Ⅰ（収入が高い水準の世帯：等価世帯収入が全体の中

央値以上の世帯）」、「所得段階Ⅱ（収入が中低位の水準の世帯：等価世帯収入が中央値の２分の

１以上、中央値未満の世帯）」、「所得段階Ⅲ（収入が低い水準の世帯：等価世帯収入が中央値の

２分の１未満）」の３区分で分類を行いました。 

その結果、本市の等価世帯収入の中央値は 275.0万円となり、「所得段階Ⅲ（収入が低い水準

の世帯）」に該当する割合は、全体で 11.3％、学年別では小学生では 12.4％、中学生では 10.1％

となっています。 

■所得段階区分 

 
 

《所得段階区分（等価世帯収入による区分）》 

国調査の算出方法に基づき同居家族人数と過去１年間の世帯収入により、等価世帯収入※を算出

しています。本市の等価世帯収入の中央値は 275.0 万円となったことから、中央値の２分の１は

137.5万円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

44.5

42.6

46.7

32.7

33.6

31.8

11.3

12.4

10.1

11.4

11.4

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,384）

小学生（n=748）

中学生（n=636）

所得段階Ⅰ 所得段階Ⅱ 所得段階Ⅲ 判定不能

2.7

4.0

4.7

8.0

11.8

15.2

17.3

10.5

8.0

4.7

1.4

11.4

0 5 10 15 20

500万円以上

450～500万円未満

400～450万円未満

350～400万円未満

300～350万円未満

250～300万円未満

200～250万円未満

150～200万円未満

100～150万円未満

50～100万円未満

50万円未満

判定不能

275.0 万円 

137.5 万円 

所得段階Ⅱ 

中央値の２分の１以上、中央値未満 

（137.5 万円以上 275.0 万円未満） 

所得段階Ⅲ 

中央値の２分の１未満 

（137.5 万円未満） 

所得段階Ⅰ 

中央値以上 

（275.0 万円以上） 

（％） 

※等価世帯収入 

＝手取り収入÷√世帯人員 

例） 

世帯収入 550 万、４人世帯の場合 

等価世帯収入＝550÷√４＝275 万 
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 ③ こどもの学校生活の状況 

学校への遅刻の状況では、小学生・中学生ともに、所得段階が下がるほど、遅刻頻度が高

まる傾向がみられ、特に小学生の所得段階Ⅲ区分では「週に１回以上」が１割以上を占めて

います。 

■遅刻の状況 

小学生  中学生 

 

 

 

授業の理解状況では、小学生・中学生ともに、所得段階が下がるほど、『わかる』（「いつも

わかる」＋「だいたいわかる」）が低くなる傾向がみられ、特に中学生では、所得段階Ⅱ区分

以下で『わからない』（「わからないことが多い」＋「ほとんどわからない」）が１割を超えて

います。 

■授業の理解状況 

小学生  中学生 

 

 

7.5

5.3

8.0

13.0

2.9

1.9

2.4

2.2

21.3

19.1

22.3

21.5

66.2

73.0

63.3

60.2

2.1

0.6

4.0

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

週に１回以上 月に１～２回 ほとんどしない

まったくしない 不明・無回答

3.8

2.3

5.5

7.9

3.3

3.0

3.0

7.8

20.8

17.5

22.3

26.6

71.7

76.1

69.3

57.8

0.5

1.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

週に１回以上 月に１～２回 ほとんどしない

まったくしない 不明・無回答

17.0

22.3

14.3

5.4

53.2

54.9

53.4

51.6

22.2

19.1

22.7

30.1

4.0

2.8

5.2

6.5

1.3

0.0

2.0

3.2

2.3

0.9

2.4

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

いつもわかる
だいたいわかる
教科によってはわからないことがある
わからないことが多い
ほとんどわからない
不明・無回答

7.7

8.4

7.4

3.1

36.5

39.4

36.1

23.4

42.8

41.1

40.6

54.7

8.3

6.7

10.4

14.1

3.3

2.4

5.4

1.6

1.4

2.0

0.0

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

いつもわかる
だいたいわかる
教科によってはわからないことがある
わからないことが多い
ほとんどわからない
不明・無回答
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 ④ こどもの自己肯定感 

自分にはよいところが『あると思う』（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）の割

合をみると、中学生では所得段階による大きな差異はみられないのに対し、小学生では所得

段階が下がるほど低くなる傾向がみられ、所得段階Ⅲ区分では７割程度となっています。 

■「自分にはよいところがある」と思うか 

小学生  中学生 

 

 

 

自分が『好きだと思う』（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）の割合をみると、

中学生では所得段階による大きな差異はみられないのに対し、小学生では所得段階が下がる

ほど低くなる傾向がみられ、所得段階Ⅲ区分では７割未満となっています。また、『好きだと

思わない』（「どちらかといえばそう思わない」＋「そう思わない」）が、小学生では所得段階

が下がるほど高くなる傾向がみられ、所得段階Ⅲ区分では３割程度となっています。 

■「自分が好きだ」と思うか 

小学生  中学生 

 

 

45.3

47.6

43.0

41.9

39.7

40.8

42.6

31.2

9.4

7.8

8.8

16.1

3.7

3.8

3.6

5.4

1.9

0.0

2.0

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答

35.4

33.7

36.6

39.1

41.4

45.5

37.6

39.1

15.1

13.5

16.8

12.5

7.5

6.7

8.4

9.4

0.6

0.7

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答

38.0

42.0

34.7

36.6

36.0

36.7

36.7

29.0

14.8

13.5

17.5

14.0

9.2

7.5

8.8

16.1

2.0

0.3

2.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答

21.4

21.5

21.8

25.0

38.7

38.7

37.6

39.1

24.4

25.6

23.8

20.3

14.9

13.5

16.3

15.6

0.6

0.7

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答



50 

 

 

 ⑤ こどもの将来の夢や目標の有無 

将来の夢や目標については、小学生・中学生ともに、所得段階が下がるほど『ある』（「そ

う思う」＋「どちらかといえばそう思う」）が低くなる傾向がみられ、特に中学生では、所得

段階Ⅲ区分では６割未満となっています。一方で、『ない』（「どちらかといえばそう思わない」

＋「そう思わない」）が、所得段階Ⅲ区分では、小学生で２割近く、中学生では４割以上を占

めています。 

■将来の夢や目標の有無 

小学生  中学生 

 

 

 

自分の将来が『楽しみだと思う』（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）の割合を

みると、小学生・中学生ともに、所得段階が下がるほど低くなる傾向がみられ、小学生では

所得段階Ⅲ区分で８割未満、中学生では所得段階Ⅱ区分以下で６割程度となっています。 

■「自分の将来が楽しみだ」と思うか 

小学生  中学生 

 

67.6

70.8

68.1

55.9

18.4

20.7

15.9

21.5

7.2

4.4

7.2

12.9

4.8

3.8

6.8

4.3

1.9

0.3

2.0

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答

40.9

43.1

43.1

26.6

25.9

23.6

24.8

31.3

16.8

16.8

16.3

21.9

15.7

15.8

15.3

20.3

0.6

0.7

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答

59.1

61.4

60.6

51.6

24.6

24.8

22.7

25.8

9.4

9.4

9.6

8.6

5.2

4.4

4.8

9.7

1.7

0.0

2.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答

33.6

36.7

33.2

20.3

33.2

34.0

28.2

42.2

20.0

17.8

22.8

18.8

12.1

10.4

14.9

17.2

1.1

1.0

1.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
不明・無回答
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 ⑥ 世帯の家計の状況 

お金が足りなくて食料が買えなかったことの有無では、小学生・中学生ともに、所得段階

が下がるほど『あった』（「よくあった」＋「ときどきあった」＋「まれにあった」）が高くな

る傾向がみられ、所得段階Ⅲ区分では約４割となっています。 

■お金が足りなくて食料が買えなかったことの有無 

小学生（保護者）  中学生（保護者） 

 

経済的な理由で払えなかった費用では、所得段階が下がるほどすべての費用で払えなかっ

た人の割合が高くなっており、所得段階Ⅲ区分では、小学生は「公的年金・健康保険などの

保険料」、中学生は「水道料金」が最も高くなっています。 

また、所得段階Ⅲ区分では、「こどもの学校で必要なお金」について、小学生で11.8％、中

学生で9.4％と、経済的な理由で払えなかった世帯が約１割となっています。 

■経済的な理由で払えなかった費用 

小学生（保護者）  中学生（保護者） 

1.3

0.3

1.2

5.4

5.5

0.6

8.0

15.1

6.1

1.9

7.6

20.4

86.2

97.2

82.5

58.1

0.8

0.0

0.8

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

よくあった ときどきあった

まれにあった まったくなかった

不明・無回答

2.7

0.3

4.0

10.9

4.4

1.0

6.9

14.1

6.0

2.7

7.4

15.6

85.2

94.9

81.7

57.8

1.7

1.0

0.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

よくあった ときどきあった

まれにあった まったくなかった

不明・無回答

（％） （％） 

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

0.7

1.0

0.3

3.0

2.5

2.0

4.5

2.5

2.0

6.4

3.5

14.1

9.4

15.6

10.9

12.5

14.1

14.1

9.4

0 10 20 30

電気料金

ガス料金

水道料金

電話料金

家賃

公的年金・健康保険などの保険料

所得税や住民税などの税金

こどもの学校で必要なお金

所得段階Ⅰ（n=297）

所得段階Ⅱ（n=202）

所得段階Ⅲ（n=64）

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3

0.6

0.0

4.0

1.6

4.0

5.2

3.2

3.2

5.6

2.0

9.7

4.3

14.0

8.6

9.7

19.4

10.8

11.8

0 10 20 30

電気料金

ガス料金

水道料金

電話料金

家賃

公的年金・健康保険などの保険料

所得税や住民税などの税金

こどもの学校で必要なお金

所得段階Ⅰ（n=319）

所得段階Ⅱ（n=251）

所得段階Ⅲ（n=93）
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こどもの将来のための貯蓄の状況については、小学生・中学生ともに、所得段階が下がる

ほど「貯蓄をしている」が低くなり、「貯蓄をしたいが、できていない」が高くなる傾向がみ

られます。 

■こどもの将来のための貯蓄の状況 

小学生（保護者）  中学生（保護者） 

 

 

 ⑦ いざというときのお金の援助を頼れる人の有無 

いざというときのお金の援助を頼れる人の有無では、小学生・中学生ともに、所得段階が

下がるほど「いない」が高くなる傾向がみられ、所得段階Ⅲ区分では２割以上となっていま

す。 

■いざというときのお金の援助を頼れる人の有無 

小学生（保護者）  中学生（保護者） 

 

 

61.9

85.3

54.6

31.2

33.6

14.1

44.6

67.7

0.3

0.3

0.4

0.0

4.3

0.3

0.4

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

貯蓄をしている

貯蓄をしたいが、できていない

貯蓄をするつもりはない

不明・無回答

57.1

77.1

48.0

20.3

37.4

22.2

51.5

78.1

0.5

0.3

0.5

1.6

5.0

0.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

貯蓄をしている

貯蓄をしたいが、できていない

貯蓄をするつもりはない

不明・無回答

64.8

71.5

63.3

58.1

11.9

6.6

13.1

23.7

21.1

20.4

22.3

17.2

2.1

1.6

1.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=748）

所得段階Ⅰ

（n=319）

所得段階Ⅱ

（n=251）

所得段階Ⅲ

（n=93）

いる いない

そのことで人に頼らない 不明・無回答

62.6

67.3

61.5

59.4

13.8

9.4

18.8

21.9

21.7

22.6

19.3

14.1

1.9

0.7

0.5

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=636）

所得段階Ⅰ

（n=297）

所得段階Ⅱ

（n=202）

所得段階Ⅲ

（n=64）

いる いない

そのことで人に頼らない 不明・無回答
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（７）こどもワークショップ 

学校や地域、市の取り組み施策等において、こどもや若者の意見を聴きながら、こども政策

をともに進めていくため、市内の小学校及び中学校の児童・生徒を対象としてワークショップ

を実施しました。 

 ① 実施概要 

■実施日・参加人数 

実施年度 実施日 実施場所 参加人数 
  

小学生 中学生 

令和５年度 ２月３日(土) 市役所分庁舎 大会議室１ 27 13 14 

令和６年度 11月17日(日) 市役所南庁舎 大会議室 16 13 3 

 

■テーマ 

令和５年度 

高砂市の 

魅力発見 

・はじめて高砂市を訪れた人を連れていく場所 

・自分のお気に入りの場所 

遊び場・地域 
・それぞれの困りごと 

・困りごとを解決するためのアイデア（こうなったらいいな） 

学校 
・受けたい授業 

・受けたい授業の具体事例（必要なもの、誰に授業を受けたいか など） 

居場所 ・自分にとって「居心地のいい場所」 

令和６年度 

イベント 

・自分たちが行きたいと思えるイベント 

 （第 10 回むこうじまフェスタ夏まつり） 

・自分たちが参加したくなるイベントチラシの作成 

意見表明・ 

意見聴取 

・意見を伝えやすい方法（日時、場所、人、など） 

・ＩＴ機器の利用状況 
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 ② 結果概要 

【令和５年度】 

●自分のお気に入りの場所では、自分の通学する学校を回答した人が最も多く、その他では、

図書館などの公共施設や商業施設などの回答が多くみられました。 

●自分の“居場所”については、自宅や自分の部屋、学校、公園などの“場所”を回答する人

や、友だちと一緒にいるとき・笑っているとき・話しているときや、一人で作業をしている

時など、“（好きなことをしている）時間”を回答する人も多くみられました。 

●参加したこどもたちからは、参加したことで「高砂市のこと（自分の住んでいる地域以外の

こと）を今までよりもっと知ることができた」「高砂市の取り組みについてよく知ることがで

きた」「高砂市のことをはじめて考えた」といった意見が多く、また「コミュニケーションを

取る大切さを知ることができた」といった意見もみられました。 

 

【令和６年度】 

●自分たちが行きたくなるイベントでは、飲食ブースの充実や有名人を呼んでスポーツ教室や

コンサートの実施などの要望がみられました。また、中学生からは部活動の後に参加できる

ように、午後からの開始を望む声もありました。 

●意見表明や意見聴取の場については、インタビューについて、ワークショップのような形で

こどもたちだけで話をしながら意見を言うことができる場を望む声が多くありました。特に、

知っている友達同士だけでなく、知らない子とも話ができる場を望むこどもが多くみられま

した。また、匿名で話をできること、親に自分の意見が知られないようにすることが必要と

の意見がありました。 

●参加したこどもたちからは、参加したことで「はじめての人と話せるようになった」「自分の

考えと違う考えもあることを学ぶことができた」「意見を言うことで変わる・変えることがで

きることを知った」といった意見もみられました。 
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３ 高砂市子ども・子育て・若者支援プラン（第１期計画）の進捗状況 

（１）子ども・子育て支援 

６つの基本目標の達成に向けて、延べ 207 事業を推進して

きました。各事業の検証・総括については、延べ 207 事業の

うち、96.6％（200事業）が「Ａ評価（予定通り進捗）」、2.9％

（６事業）で「Ｓ評価（予定以上に進捗）」となっており、

ほぼすべての事業で順調な進捗がみられました。 

 

 ① 地域における子どもや子育て家庭への支援 

子育てに関する保護者の不安や負担感の軽減を図るため、子育て支援センターのつどいの

広場等を開催します。また、子育てサークル交流会やファミリー・サポート・センター等と

連携した子育て支援連絡会の開催、ママボランティア講座の実施など、地域における子育て

支援体制の強化を図るとともに、子ども食堂運営団体の認証事業を実施し、子ども食堂の普

及・定着を進め、令和５年度には 10団体を認証しています。 

経済的負担の軽減に向けては、幼児教育・保育の無償化に合わせ、特定教育・保育施設等

を利用する市内在住の３～５歳児を対象に給食費（副食費）の無償化を行っています。また、

こども医療費については、令和５年７月より高校３年生まで助成対象を拡充しています。 

令和６年度より、「こども家庭相談センター結(ゆ)っくりん」を設置し、子育て支援の窓口

として、各関係機関と連携した子育て相談の充実を図っています。 

 

 ② 親と子の心と体の健康づくり 

こども家庭相談センターを中心として関係機関と連携した切れ目のない支援を行うとと

もに、保健師・助産師による訪問・電話相談や各種健診時の育児相談による保護者の不安の

軽減、月１回のサロンの実施による保護者の交流・仲間づくりを行っています。児童生徒に

向けては保健体育の時間を活用した保健・健康教育を行うとともに、スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカーを配置し、教育相談体制の充実を図っています。 

また、学校園給食を活用した食育を推進するとともに、こどもの事故防止に向けて育児教

室における健康教育を実施するなど、事故予防についての注意喚起を行っています。 

 

 ③ 子どもの健やかな成長に向けた教育・保育の充実 

幼児教育アドバイザーの巡回や研修、人事交流等を通じて幼児教育・保育の質の向上を図

るとともに、ジョイントカリキュラムを活用して小中学校への円滑な接続を行っています。

学校教育においては、確かな学力・豊かな心・健やかな体を育む教育を行うとともに、情報

モラル教育や人権教育によるいじめ防止対策、不登校の未然防止を図っています。 

また、トライやるウィークによるキャリア教育やインターンシップの受け入れなど、将来

の社会的自立に向けた取り組みや、ゲストティーチャーとしての地域人材の活用や世代間交

流など、地域とともにある教育環境づくりを進めています。 

2.9%

96.6%

0.5%

Ｓ評価 
(予定以上に進捗) 

Ｂ評価 
(遅れている) 

Ａ評価 
(予定通り進捗) 

(207 事業) 

※グラフは令和５年度評価 
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 ④ 子どもや子育て家庭にやさしい生活環境の整備 

通学路や学校周辺を中心とした見守りカメラの設置や防犯灯・カーブミラーの設置、各地

区青少年健全育成協議会の協力による見守り活動、巡回パトロールなど、登下校時の児童の

安全の確保に努めるとともに、交通安全教室や出前講座を実施するなど、こどもたちや教職

員の交通安全・防犯意識の高揚を図っています。 

また、駅周辺整備の実施、公園施設長寿命化計画に基づいた公園施設の更新、危険箇所へ

の警告立看板の設置など、居住環境の整備を図っています。このほか、地域住民の参加によ

る防災訓練の実施など、防災意識の高揚とコミュニティ防災力の強化を図っています。 

 

 ⑤ 仕事と子育ての両立支援 

市ホームページにおいて仕事と子育ての両立支援に関する情報を掲載するとともに、パン

フレットやチラシを活用して仕事と育児・家庭が両立しやすい企業文化について市内事業所

等への啓発を行っています。また、男性の家事・育児参加に向けた各種講座・教室の実施、

女性の再就職支援に向けたセミナーなど、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて取り組

んでいます。 

共働き世帯の増加や保護者の働き方の多様化が進む中、保護者の多様なニーズに応えるた

め時間外（延長）保育や一時預かり事業などの充実を図るとともに、利用希望者の増えてい

る学童保育所では余裕教室等を活用してスペースの確保に努めています。また、病児保育で

は、加古川市との連携により、両市の病児保育室を一律料金で利用することができるように

しています。 

 

 ⑥ 配慮を必要とする子どもと家庭への支援 

こどもの権利について、こどもを対象としたワークショップを実施し、こども自身が身を

守るための対応を学ぶとともに、保護者や保育士を対象としたワークショップを実施し、こ

どもに関わる大人がこどもの安全・安心のためにできることを学ぶ機会を設けています。 

児童虐待の防止に向けては、こども家庭相談センターを中心に児童相談所等の関係機関と

連携した相談体制の充実を図るとともに、保健師の訪問や家事及び育児等の援助を行う育児

支援ヘルパーの派遣を行っています。また、保育士や学校教諭を対象とした研修会や要保護

児童対策地域協議会の運営を行い、児童虐待発生時の対応力の向上に努めています。さらに、

利用者支援事業の実施やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置による

こども自身や保護者が相談しやすい体制の整備を進めています。 

こどもの貧困対策では、各種手当や医療費・保育料の無償化などを実施するとともに、各

種支援制度についての情報提供を行っています。また、こどもの居場所の確保に向けて市内

10小学校で放課後子ども教室を行うとともに、子ども食堂実施団体への支援を行っています。 

障がいのあるこどもへの支援では、こどもの発達が気になる保護者への相談支援を行うと

ともに、認定こども園や小学校等に専門家が訪問し、発達の個性に配慮する点などについて

保護者や担当職員へのアドバイスを行っています。 
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（２）ひとり親家庭等自立促進 

４つの基本目標の達成に向けて、延べ 24 事業を推進して

きました。各事業の検証・総括については、延べ 24 事業の

うち、95.8％（23事業）が「Ａ評価（予定通り進捗）」、4.2％

（１事業）で「Ｓ評価（予定以上に進捗）」となっており、

すべての事業で順調な進捗がみられました。 

 

 

経済的負担の軽減に向けては、スキルアップや資格取得を希望する人に対して、高等職業

訓練促進給付金等事業や自立支援教育訓練給付金事業等の制度に関する情報提供や申請手

続きに関する周知を行うなど、より良い条件で就職や転職ができるよう、能力開発にかかる

取り組みを積極的に行っています。 

また、ハローワークとの合同での就活応援会を実施するとともに、日中は仕事や子育てで

参加しにくい人も多いことから、夜間相談会を開催するなど、より多くの人が参加しやすい

工夫を行っています。 
 

 

（３）若者支援 

３つの基本目標の達成に向けて、延べ 17 事業を推進して

きました。各事業の検証・総括については、延べ 17 事業の

うち、94.1％（16事業）が「Ａ評価（予定通り進捗）」となっ

ており、ほぼすべての事業で順調な進捗がみられました。 

 

 

年齢や属性に関わらず、生活や福祉に関する困りごとや悩み相談に対して、関係機関と連

携しながら課題解決に向けた支援を行うとともに、こども・若者にわかりやすい情報発信に

努めています。 

社会的自立やキャリア形成に向けては、地域若者サポートステーションと連携したキャリ

アカウンセリングを中心とした就労プログラムの実施や、播磨圏域連携中枢都市圏の関係市

町と連携した各種就労支援に取り組んでいます。（ジョブトライアル事業、合同就職説明会等

の共同開催、若年層等への就労支援、職業訓練講座） 

ひきこもり等の困難を抱える若者やその家族に対しては、孤立を防ぎ、早期に適切な支援

につながるよう、地域への理解促進・意識啓発に取り組んでいます。 

また、若者のまちづくりへの参画に向けては、連携協定を結んだ大学との連携により学生

への教育の一環として地域活動への参画を促進するとともに、選挙への関心を促すなどの取

り組みを行っています。 

4.2%

95.8%

Ｓ評価 
(予定以上に進捗) 

Ａ評価 
(予定通り進捗) 

(24事業) 

94.1%

5.9%

Ｃ評価 
(事業廃止) 

Ａ評価 
(予定通り進捗) 

(17事業) 

※グラフは令和５年度評価 

※グラフは令和５年度評価 
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４ 現状・課題のまとめと今後の方向性 

（１）地域での子育て支援サービスの充実 

定期的な教育・保育事業の利用において、０歳から利用をしている人が３割近くを占めてお

り、母親の就労意向の高まりを踏まえると、今後も保育施設等の利用の低年齢化、長時間利用

への要望が高まることが推測されます。 

一方で、教育・保育提供施設側においては人員確保・配置が困難となっている状況もあるこ

とから、子育て家庭の潜在ニーズにも対応した教育・保育サービスの提供量の確保に向けて、

多様な受け皿の確保に努めていく必要があります。 

また、核家族化の進行や少子化により地域で子育て家庭同士のつながりが希薄化しているこ

とが推測されることから、在宅でこどもを養育する保護者の子育てに関する不安や悩みの軽減

につなげられるよう、子育て支援センター等を利用しやすくし、子育て家庭の孤立・孤独を防

いでいくことが必要です。 

 

（２）仕事と子育ての両立に向けた支援の充実 

出産や育児に関わらず就業の継続を希望する人が増加しており、フルタイム勤務同士の共働

き家庭が今後も増加していくことが推測される一方で、育児休業の取得率は母親に比べて父親

では依然として低くなっています。子育てと仕事の両立支援に対する職場の理解が必ずしも十

分でない状況が考えられることから、企業や事業所における子育てと仕事の両立支援に対する

理解の一層の促進が必要です。 

また、保護者の希望した時期にこどもを預けるサービスの利用が開始できるよう、就学前の

教育・保育施設やサービスの充実に努めるとともに、長期休暇中のこどもの居場所の確保を課

題と挙げる保護者も多いことから、就学前から就学期に至る切れ目のない保育の提供体制の充

実が必要です。 

 

（３）こどもの安全を守る居場所の確保 

こどもの虐待を見聞きしたことの有無では、見聞きしたことがある人が一定数みられたもの

の、そのうち４割以上が特に何もしなかったと回答しています。育児疲れや育児不安から、ネ

グレクト等の児童虐待につながるケースもあることから、保護者が追い込まれる前に、相談で

きる場所の周知やこどもを一時的に預かるサービス等の充実が求められます。 

また、こどもの虐待については、“虐待を受けた児童”ではなく、“虐待を受けたと思われる

児童”を発見すれば通告する義務があります。確信が持てなくても、「もしかしたら虐待されて

いるかもしれない」と思った時には必ず通告すること、またその際の通告先（高砂市こども家

庭相談センター結っくりん）について、広く市民全体に周知していくことが必要です。 
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（４）多様な相談体制の充実 

子育てをする上で気軽に相談できる人や場所は、身近な家族や友人に相談する人が多く、公

的な機関への相談は少なくなっています。相談したいとき、最初にどこに相談すればよいのか

ということが必要な人に届くように効果的な情報提供方法を検討していく必要があります。 

また、中高生においては「誰にも相談しない」の回答が一定数みられました。悩みごとの解

決やそのための支援につなげていくための第一歩は、まずは相談からはじまることから、家庭

や学校の友達に相談しにくいことなどを気軽に相談できる機関があることを周知するととも

に、話しやすい、相談しやすい窓口やＳＮＳなど、利用しやすい相談体制の充実に努めていく

ことが必要です。 

 

（５）将来こどもを持ちたいと思えるような環境の整備 

中学生・高校生ともに約１割は「将来自分のこどもをほしいとは思わない」との回答がみら

れ、その理由として、「心理的・身体的に負担がかかる」や「自分の時間がなくなるから」「仕

事をしながら子育てをするのは大変」「お金がかかる」など、子育てに対しての負担が大きいイ

メージを持つこどもが多い結果となっています。 

乳幼児と触れ合う機会を確保するなど、自分の将来にこどもを持つことや家庭を持つことの

選択肢もあるということを認識してもらうとともに、将来について、結婚・こどもが生まれて

も仕事を続けたいと考える人も多いことから、将来こどもを持つ可能性のあるこどもたちに対

しても、各種子育て支援サービスや制度等について広く広報を行っていく必要があります。 

 

（６）市の取り組みにこどもの意見を反映させていくための環境づくり 

今後の本市での定住意向は、中学生に比べて高校生では「わからない」がやや高く、市の取

り組みに希望や想いが反映されていると思う割合は中学生に比べて高校生で低くなっていま

す。若者調査では、「どちらかといえば住みやすい」と「住みやすい」を合わせると７割が住み

やすいという回答でした。 

市の取り組みの状況などがわからないことで、市の施策等への関心が薄くなったり、定住意

向が低くなっていることも考えられることから、市の取り組みについて、こどもにもわかりや

すく周知していく必要があります。 

また、【こどもまんなか社会】に向けてはこどもの意見聴取が必要とされていることから、

ホームページやこどもたちでの話し合いの場の確保など、こどもが意見を伝えやすくなるよう、

多様な方法を検討し、フィードバックしていく必要があります。 
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（７）配慮が必要なこども・若者に対する包括的な支援の充実 

若者調査では、ひきこもり傾向にある人の割合は、回答者全体で 5.1％（約 20人に１人）と

なっています。ひきこもりは長期化すればするほど、学校関係者や友人から疎遠になり、支援

が困難になるおそれがあることから、ひきこもりの初期段階から学校関係者や地域の支援者、

行政機関等が包括的に関わり、社会との関係を維持できる支援体制の充実が必要です。 

また、自分をヤングケアラーだと思う割合は、中学生・高校生では約 27人に１人程度の割合

となった一方で、若者調査では、自分をヤングケアラーだったと思うかでは『そうである・そ

うであった』が 7.9％（約 12人に１人）となっており、中学生・高校生に比べて多くなってい

ます。ヤングケアラーは学生生活や友人関係に影響を与える可能性があることから、こどもの

生活の変化や不安に周りの大人を含む関係者が意識して対応していくとともに、こどもやその

家族を包括的に支援していく取り組みが必要です。 

こどもの生活実態調査では、家庭の貧困状況により、こどもの自己肯定感や将来への夢や希

望の有無に影響を与えていることがわかる結果となりました。家庭環境に関わらず、こども・

若者が等しく将来に夢や希望をもつことができるよう、制度の周知や環境整備を行う必要があ

ります。 

 

（８）孤独・孤立を解消する機会の確保・提供 

若者調査では、「自分には人とのつきあいがないと感じることがある」と感じている人が６割

近くを占めており、「孤独である」と感じることがある人も４割以上を占めています。 

こども・若者が今後も自分らしく充実した社会生活を送ることができるよう、地域において、

さまざまな学び、多様な体験活動など、活躍できる機会づくりを支援する必要があります。 



61 

 

第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

こども基本法では、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、すべての

こどもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども施策を

総合的に推進することを目的としています。 

また、こども施策の基本理念のほか、こども大綱の策定やこども等の意見の反映などについ

て定めています。 

《こども施策の基本理念》 

１ 

すべてのこどもは大切にされ、 

基本的な人権が守られ、 

差別されないこと 

４ 

すべてのこどもは年齢や発達の程度に応じて、 

意見が尊重され、こどもの今とこれからにとって 

最もよいことが優先して考えられること 

２ 

すべてのこどもは、大事に育てられ、 

生活が守られ、愛され、保護される 

権利が守られ、平等に教育を受けられること 

５ 

子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが 

十分に行われ、家庭で育つことが難しいこどもも、 

家庭と同様の環境が確保されること 

３ 

年齢や発達の程度により、 

自分に直接関係することに意見を言えたり、 

社会のさまざまな活動に参加できること 

６ 
家庭や子育てに夢を持ち、 

喜びを感じられる社会をつくること 

 

 

本計画では、「こどもは地域・社会の宝である」という認識のもと、本市のすべてのこどもと

若者の今とこれからの最善の利益を保障するとともに、将来にわたって身体的・精神的・社会

的に幸せな状態（ウェルビーイング）で生活ができるよう、一人ひとりの成長を地域社会で支

え、その活躍が地域の活力として育まれる社会づくりを目指し、総合的かつ連続的な取り組み

を推進するため、基本理念を次のように定めます。 

 

こどもの健やかな成長と若者の自立を支え、 

安心して暮らせるまちをめざして 
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２ 基本方針 

 

国の「こども大綱」では、日本国憲法及びこども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっ

とり、以下の６本の柱をこども施策に関する基本的な方針として定めています。 

① こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こど

も・若者の今とこれからの最善の利益を図る 

② こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めて

いく 

③ こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する 

④ 良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸せな状態で成長

できるようにする 

⑤ 若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提として若い世

代の視点に立って結婚、 子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取

り組む 

⑥ 施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視す

る 

 

本計画は、「こども大綱」を勘案した市町村こども計画と位置づけることから、こども大綱の

基本方針に基づき、下記の６つを定めます。 

 

１ こども・若者の多様な個性と今とこれからの最善の利益の尊重 

２ こどもや若者等の視点を踏まえたまちづくり 

３ こども・若者等のライフステージに応じた支援の充実 

４ すべてのこども・若者が等しく健やかな成長ができる環境づくりの推進 

５ 若い世代が将来に希望が持てる社会づくり 

６ 行政及び関係団体等の連携による総合的・効果的な施策の推進 
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基本方針１ こども・若者の多様な個性と今とこれからの最善の利益の尊重 

こども・若者は、本市の“これから”を担う存在であるとともに、本市の“今”を生きて

います。保護者や社会の支えを受けている心身の発達過程においても、一人ひとりが自立し

た個人として、意見表明・参画や自己選択・自己決定・自己実現の権利があります。 

こども・若者を多様な人格を持った“個”として尊重し、その権利を保障するとともに、

こども・若者の今とこれからにとっての最善の利益を図れるよう、“こども・若者とともに”

という姿勢で、こどもや若者に関わるすべての施策において、こども・若者の視点や権利を

基盤とした施策を推進します。 

 

 

基本方針２ こどもや若者等の視点を踏まえたまちづくり 

こども・若者が、自らのことについて意見を形成し、その意見を表明することや社会に参

画することで、本市の“これから”を多様に形成していくことができます。 

こども・若者の意見形成への支援を進めるとともに、安全に安心して意見を表明すること

ができる環境づくりを行います。また、困難な状況等において声を聴かれにくいこどもや若

者等について十分な配慮を行うとともに、その意見がどのように反映されたのかのフィード

バックを行うことで、こども・若者の“やりたい／やってみたい”を引き出し、自己肯定感

を高めることができる施策を推進します。 

 

 

基本方針３ こども・若者等のライフステージに応じた支援の充実 

こどもは、乳幼児期から学童期、思春期、青年期におけるさまざまな学びや体験を通じて

成長し、若者として社会生活を送るようになります。それぞれの節目によって生活環境や社

会との関わり方などは大きく変容する場合もありますが、成長過程においては乳幼児期から

の連続性を確保することが必要です。 

すべてのこども・若者が自分らしく社会生活を送ることができるよう、さまざまな分野の

関係機関・団体が有機的に連携しながら、必要な支援が特定の年齢で途切れることがないよ

う、社会全体で切れ目なく支えていきます。 
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基本方針４ すべてのこども・若者が等しく健やかな成長ができる環境づくりの推進 

近年では、こども・若者や子育て家庭をめぐる課題は、貧困、虐待、いじめ、不登校、障

害・医療的ケア、非行など、さまざまな要因が複合的に重なり合い、単一分野の専門性のみ

では解決できない状況がみられます。また表出した際には既に深刻化していることも多く

なっています。 

こども・若者や子育て家庭を対象とした乳幼児期からの切れ目ない予防的な関わりを強化

するとともに、子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、過度な使命感や負担を

抱くことなく、健康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合えるように取り組み

ます。 

 

 

基本方針５ 若い世代が将来に希望が持てる社会づくり 

結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくものです。また、近年では、

共働き世帯が増加しており、家族の在り方や働き方、暮らし方など、家族を取り巻く環境は

多様化しています。 

こども・若者の多様な価値観や考え方を尊重し、どのような選択をしても不利にならない

よう、若い世代が自らの主体的な選択により希望した将来像を叶えていけるよう、また、ど

のような状況でも安心感を持つことができ、人生の幅を狭めずに夢を追いかけられるよう、

それぞれの希望に応じた支援を進めます。 

 

 

基本方針６ 行政及び関係団体等の連携による総合的・効果的な施策の推進 

本計画は、こどもを取り巻く総合的な計画であり、教育・保育、保健、医療、療育、福祉

など、幅広い分野の計画となります。また、こどもは、家庭やこども同士の関係だけでなく、

地域の人々、自然、文化と関わるなかで、豊かな人間性を身につけていきます。 

こどもや若者に関わるさまざまな関係者の協力なくして、こども・若者を支えていくこと

はできないため、行政はもちろん、学校・園、児童福祉施設、企業・事業所、地域で活動す

る民生・児童委員、青少年相談員や青少年指導員など、社会のあらゆる分野の人々が相互に

協力し、重層的な支援を進めていきます。 

（基本方針６は実施体制に関わる方針であり、基本方針１～５のすべての取り組みに横断的に関わ

る内容となるため、取組目標等は設定していません。） 
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３ 施策の体系 

 

基 本 方 針 取 組 目 標 主 な 取 組 
     

1 
こども・若者の多様な個

性と今とこれからの最善

の利益の尊重 （１） 

こども・若者の人権と最

善の利益が尊重されるま

ちづくり 

① 
こども・若者が権利の主体であることの周
知 

  

② 
意見表明と参画のための情報発信機能の強
化 

2 
こどもや若者等の視点を

踏まえたまちづくり ③ こども・若者の意見表明の機会の確保 

     

3 
こども・若者等のライフ

ステージに応じた支援の

充実 

（１） 

親と子のこころと体の健

康づくり 

① 
妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健
対策の充実 

② 成人期に向けた保健対策の充実 

③ 食育の推進 
     

（２） 

こどもの健やかな成長に

向けた教育・保育の充実 

① 幼児教育・保育の一体的提供と質の向上 

② 生きる力を育む学校教育の推進 

③ 
多様な体験・交流活動の推進、居場所づく
り 

④ 
家庭教育の推進と学校・家庭・地域社会の
連携 

     

（３） 

若者が自分らしく自立す

るための支援 

① 社会的・職業的自立に向けた支援 

② 就労支援と雇用の促進 

     

4 
すべてのこども・若者が

等しく健やかな成長がで

きる環境づくりの推進 

（１） 

こども・若者や子育て家

庭にやさしい環境づくり 

① 
こどもや子育て家庭に配慮したまちづくり
の推進（こどもまんなかまちづくり） 

② こども・若者が活躍できる機会づくり 

③ こども・若者への医療の充実 

④ 子育てや教育にかかる経済的負担の軽減 
     

（２） 

配慮を必要とするこど

も・若者や子育て家庭へ

の支援 

① こどもの貧困対策 

② 障がい児支援・医療的ケア児等への支援 

③ 児童虐待防止対策の推進 

④ 困難に直面する若者への支援の充実 

⑤ ヤングケアラーに対する支援 

⑥ ひとり親家庭への支援の充実 

⑦ 外国人家庭への支援の充実 

⑧ 
自殺対策の推進と犯罪等からこども・若者
を守る取組の充実 

⑨ 相談体制の充実 

     

5 
若い世代が将来に希望が

持てる社会づくり 

（１） 

結婚と子育てを叶える社

会づくり 

① 共働き・共育ての推進 

② 多様な保育事業等の充実 

③ 結婚・新生活の支援 
     

6 行政及び関係団体等の連携による総合的・効果的な施策の推進 

こ
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
と
若
者
の
自
立
を
支
え
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
め
ざ
し
て 
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第４章 施策の展開 

基本方針１ こども・若者の多様な個性と今とこれからの最善の利益の尊重 
基本方針２ こどもや若者等の視点を踏まえたまちづくり 

取組目標１）こども・若者の人権と最善の利益が尊重されるまちづくり 

こども・若者は、生まれながらにして権利の主体です。社会や本市の現状を知り、将来につ

いて考えることができるきっかけをつくるとともに、その年齢・発達の程度に応じてさまざま

な形で自らの意見を表明することができる機会を確保します。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 

 

 ① こども・若者が権利の主体であることの周知 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

11101 

こどもの人権を

大切にした教育

の充実 

学習会の開催等により、暴力によって

こどもの「安心」「自信」「自由」の権利

が侵害されそうになった時の対処法に

ついて、こども自身や保護者をはじめ

周囲の大人に伝えていきます。 

● ● ● ● 人権推進課 

11102 

こどもまんなか

児童福祉週間事

業の推進 

こどもまんなか児童福祉週間にあわ

せ､こどもや子育てに関する広報活動

や行事の開催を行い､子育て意識の高

揚、こどもの人権尊重を促進します。 

● ● ● ● 子育て支援課 

 

 ② 意見表明と参画のための情報発信機能の強化 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

11201 伝わる情報発信 

こども・若者を含むすべての人に、わ

かりやすく情報を整理し、発信するこ

とにより、対象者に情報が伝わり、社

会参画に向けた行動につながるよう努

めます。 

● ● ● ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

11202 

★ 

高砂市公式アプ

リ「たかさごナ

ビ」による情報

発信 

「ごみ」「子育て」「健康」「防災」など、

高砂市で暮らす方々の生活に役立つさ

まざまな情報を配信します。 

● ● ● ● 各課 

※「事業 No.」中の★は本計画からの新規・追加事業を示します。 

※「ライフステージ」について、「妊」は妊娠・出産期、「幼」は乳幼児期

（０～５歳頃）、「学」は学童・思春期（小・中学生年代）、「青」は思春

期（高校生年代）・青年期（18 歳以上）を示しています。 
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 ③ こども・若者の意見表明の機会の確保 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

11301 

★ 

高砂市子ども・

子育て・若者会

議の開催 

こども・子育て支援及び若者支援に関

する施策を総合的かつ計画的に推進す

るために開催する、高砂市子ども・子

育て・若者会議において、当事者であ

るこどもの保護者及び若者を委員に加

え、意見を表明する機会とします。 

● ● ● ● 
ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

子育て支援課 

11302 

★ 

ワークショップ

による意見表明

の機会の確保 

市内の小中学生等を対象にワーク

ショップを開催し、高砂市がどんなま

ちになってほしいか、こどもたちの意

見を聴くとともに、こどもたちに高砂

市のことについて考えてもらう機会を

確保します。 

  ●  子育て支援課 

11303 

★ 

市民意見公募制

度(パブリック

コメント）の推

進 

特にこども施策については、意見を表

明するこども・若者が増えるよう、市

民意見公募制度の周知に努めます。 

● ● ● ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

11304 

★ 

さまざまな意見

表明の場の確保 

オンライン等も含めたさまざまな意見

表明の手法を調査・研究し、困難を抱

えるこども・若者も意見表明できる環

境を整えます。 

● ● ● ● 
ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

子育て支援課 
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基本方針３ こども・若者等のライフステージに応じた支援の充実 

取組目標１）親と子のこころと体の健康づくり 

こどもやその保護者の健康の確保・増進に向けて、保健・医療、福祉及び教育の各分野の連

携による妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実や健康づくり支援などの充実に

努めます。 

また、若い世代への成人期に向けた保健対策など、次世代を担うこどもの健康の可能性を広

げます。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 ① 妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

31101 

★ 

こども家庭相談

セ ン タ ー 結

(ゆ)っくりんの

運営 

子育て支援の窓口として関係機関と連

携を図り、児童及び妊産婦の包括的な

支援を行います。 

● ● ●  こども窓口課 

31102 

★ 

妊婦等包括相談

支援事業 

妊娠期から子育て期まで一貫してさま

ざまなニーズに即した伴走型の相談支

援と妊婦のための支援給付を行いま

す。 

● ● ●  こども窓口課  

31103 
妊娠・子育て応

援ガイド 

妊娠期から子育て期にわたって切れ目

ない支援を実施するため、お役立ち情

報をまとめ、広報をしています。 

● ● ●  こども窓口課 

31104 
乳幼児健康診査

の実施 

こどもの心身の健やかな成長を支援す

るため、乳幼児健康診査を実施します。 
 ●   健康増進課 

31105 

乳幼児等の保健

相談（面接・訪問

指導・電話・教室

等）の実施 

妊婦や乳幼児の保護者の不安や心配を

解消するため、各種保健相談を実施し

ます。 

 ●   
健康増進課 

こども窓口課 

31106 

★ 
歯科保健事業 

虫歯予防及び歯科保健に対する意識の

向上を図るため、乳幼児健診及び各種

育児教室において、歯科健康診査や歯

科指導を実施します。 

● ●   健康増進課 

31107 

★ 
予防接種事業 

感染症の発生及びまん延を防ぐため、

法令に基づき定期予防接種を実施しま

す。 

● ● ●  健康増進課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

31108 

産後ケア事業の

実施(宿泊型・通

所型・訪問型) 

産後に支援を必要とする方を対象と

し、お母さんと赤ちゃんの新生活を支

援します。 

● ●   こども窓口課 

31109 

妊娠・出産に関

する安全性の確

保 

医療と保健が連携した「養育支援ネッ

ト」の体制を充実させ、安心して妊娠・

出産できるように支援します。 

● ●   こども窓口課 

31110 
不妊・不育への

支援 

特定・一般不妊及び不育症治療に要す

る費用の一部を助成し、経済的負担の

軽減を図ります。また、不妊相談につ

いては県の不妊専門総合相談を案内し

ます。 

●    こども窓口課 

 

 ② 成人期に向けた保健対策の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

31201 

児童・生徒に対

する保健・健康

教育の推進 

中学生を対象に､保健体育の時間等を

活用した性教育や薬物乱用防止教育等

を計画的に行います。 

  ●  学校教育課 

31202 

未成年の喫煙・

飲酒防止のため

の啓発 

未成年や妊婦の喫煙防止､飲酒防止に

向けた啓発を行います。 
●  ● ● 健康増進課 

 

 ③ 食育の推進 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

31301 食育推進事業 

離乳食実習（もぐもぐの会）や親子で

の幼児食実習（とんとんコトコトの会）

など､体験実習や育児相談の場を設け、

「食」への関心を高め､食育について考

える機会を提供します。 

 ●   健康増進課 

31302 

学校・園におけ

る「食」に関する

学習や体験の推

進 

認定こども園・保育所・学校において、

発達段階に応じた、調理実習や食に関

する学習、情報提供を推進します。ま

た、「命」あるものへの理解を深める取

り組みを進めます。 

 ● ●  
幼児保育課 

学校教育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

31303 「食育」の推進 

認定こども園・保育所の給食や学校給

食に、地産地消、伝統料理・行事食を取

り入れることにより、「食育」の推進を

図ります。また、保護者への資料配布

により、こどもや各家庭へ「食育」の重

要性について普及・啓発を図ります。 

 ● ●  

幼児保育課 

学校給食課 

学校教育課 

31304 

生ごみの資源化

等のごみ減量化

教室の開催 

小学校（４年生を対象）において、ダン

ボールコンポストを使った給食調理く

ずのリサイクル（堆肥化）をクラスご

とに体験してもらい、体験を通じて地

球環境やリサイクル等についての知

識・理解を深める環境学習を実施しま

す。 

  ●  
ｴｺｸﾘｰﾝﾋﾟｱはりま 

(計画管理課) 
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取組目標２）こどもの健やかな成長に向けた教育・保育の充実 

就学前児童の教育・保育環境や子育て支援事業の整備・充実を図り、働きながら安心して子

育てできる環境づくりを進めます。また、質の高い教育・保育内容の提供に向けて、人材の確

保・育成に取り組みます。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 ① 幼児教育・保育の一体的提供と質の向上 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32101 

認定こども園・

保育所を活用し

た地域支援の展

開 

認定こども園において、地域に開かれ

た子育て支援拠点として子育て支援事

業を行い、子育て相談や仲間づくり・

交流事業を実施しながら子育て支援の

充実を図ります。 

 ●   幼児保育課 

32102 

地域とともにあ

る幼児教育・保

育環境の充実 

地域の人々や団体等と連携を図り､工

夫をしながら、地域に開かれた特色あ

る幼児教育・保育環境づくりを推進し

ます。 

 ●   幼児保育課 

32103 保育士の確保 

兵庫県保育士・保育所支援センターや

県の保育士人材確保研修等事業、ハ

ローワークの潜在保育士マッチング事

業等を通じ、また、保育士就職相談会

等を開催し、保育士資格を持つ人材の

確保に向けた取り組みを行います。 

 ●   幼児保育課 

32104 

幼児教育・保育

従事者の資質の

向上 

年間の研修計画を作成し、資質の向上

につながるような各種研修を実施し、

人材の育成に努めます。 

また、こどもたちの健やかな育ちを等

しく保障していくため、幼稚園教諭、

保育士、保育教諭による合同研修、人

事交流などを推進します。 

 ●   幼児保育課 

32105 

幼児教育アドバ

イザーによる巡

回指導 

幼児教育・保育の質の向上を図るため、

教育・保育についての専門性を持つ幼

児教育アドバイザー等を配置し、各園

へ巡回を行い、研修等により助言・指

導を行います 

 ●   
幼児保育課 

学校教育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32106 

★ 

保護者・保育士

の負担軽減 

認定こども園等に通園する乳幼児の使

用済おむつの処分について、園による

処分にすることで、保護者と保育士の

負担軽減を図ります。 

 ●   幼児保育課 

32107 

★ 

認定こども園等

におけるＩＣＴ

化の推進 

認定こども園等で勤務する保育士の業

務負担軽減やこどもの安全対策を図る

ため、ＩＣＴシステムを各施設に導入

し、保育周辺業務や補助業務に係るＩ

ＣＴ化を推進します。 

 ●   幼児保育課 

32108 

幼児教育・保育

施設の改善・整

備 

老朽化した認定こども園・保育所の改

築､地域に開かれた施設として多様な

ニーズに対応できるよう幼児教育・保

育施設を整備します。 

 ●   幼児保育課 

 

 ② 生きる力を育む学校教育の推進 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32201 

幼児教育・保育

と小中学校の連

携 

認定こども園、保育所と小中学校との

円滑な接続のため、ジョイントカリ

キュラムを活用するとともに交流行事

を行うなど、積極的な連携を図ります。 

 ● ●  
幼児保育課 

学校教育課 

32202 
小中一貫教育の

推進 

全市的に「高砂市小中一貫教育」に取

り組み、こどもたちの「まなぶ力」「あ

たたかい心」の育成に取り組みます。 

  ●  学校教育課 

32203 
確かな学力の育

成 

指導方法の工夫や改善を行いながら、

すべてのこども一人ひとりに「わかる・

できる喜びと学ぶ楽しさ」を実感させ

る学習指導を行うとともに、主体的に

取り組む態度を育み、「確かな学力」を

育成します。 

  ●  学校教育課 

32204 

★ 

外国語教育の充

実 

教職員の研修などによる指導力の向

上、ＡＬＴの各校配置など、こどもの

外国語に対する学習意欲を高め、外国

語でコミュニケーションを図ろうとす

る態度を育みます。 

  ●  学校教育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32205 道徳教育の推進 

生命を大切にする心や他人を思いやる

心、善悪の判断などの規範意識等の道

徳性を身に付けられるよう、道徳教育

推進教師を中心に道徳教育の充実を図

ります。 

  ●  学校教育課 

32206 規範意識の醸成 

学校・家庭及び警察等の関係機関と緊

密な連携のもと、暴力行為、万引き等

の問題行動の未然防止、早期発見・早

期対応を図り、生徒指導・教育相談の

充実に努めます。 

  ●  
学校教育課 

(青少年センター) 

32207 
放課後子ども総

合プランの推進 

「たかさご放課後子ども総合プラン行

動計画」に基づき、すべての児童が放

課後等を安全・安心に過ごし、学習や

多様な体験・活動を行うことができる

よう、放課後子ども教室・学童保育所

の充実と、一体的かつ分野横断的な取

り組みを推進します。 

  ●  

子育て支援課 

教育総務課 

生涯学習課 

32208 

★ 
学校施設の改善 

学校施設の規模等を検討した施設の改

修や教材備品の整備を計画的に推進し

ます。ＧＩＧＡスクール構想で整備し

たＩＣＴ環境を活用した教育を推進し

ます。 

  ●  
教育総務課 

学校教育課 

 

 ③ 多様な体験・交流活動の推進、居場所づくり 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32301 体験活動の推進 

環境体験学習、自然学校、野外活動、社

会奉仕体験、福祉体験、トライやる・

ウィーク等、こどもの発達段階に応じ

た体験活動を取り入れ、さまざまな体

験を通して、豊かな感性や創造性、社

会性などを育成します。 

  ●  学校教育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32302 
青少年仲間づく

り事業の推進 

ハイキング、宿泊体験、工場見学等を

通じて､他校区及び異年齢の青少年の

交流を深め､こころ豊かな青少年の健

全育成に努めます。また、高齢者とも

交流する事業をはじめ､年齢を超えた

仲間づくりを推進します。 

  ●  生涯学習課 

32303 
みのり会館事業

の推進 

人権が大切にされる地域づくりとこど

もの健全育成を図るため、児童・生徒

の書道講座を通じての交流事業、自主

学習のため図書室の開放など隣保館の

有効な活用に努めます。 

  ●  みのり会館 

32304 

体力・運動能力

向上の取り組み

の推進 

運動・スポーツ活動の楽しさや喜びを

実際に体験することにより、こどもた

ちが積極的に運動に親しむ意欲を養

い、体力・運動能力の向上を図ります。 

  ●  学校教育課 

32305 

スポーツ・レク

リエーション活

動の推進 

地域や各種団体等と連携・協働し、多

くのこどもが運動、遊びを楽しむこと

のできる機会の充実に努めます。 

  ●  文化スポーツ課 

32306 歴史体験の充実 

学校と連携して民具や考古資料に実際

にふれることのできる体験学習や親子

で古代の道具作りを通して、歴史体験

ができる機会を提供します。また、小

学校教員を対象に民具講習会を実施す

るとともに、各小学校に向けた民具の

貸出や、歴史民俗資料室の見学を実施

します。 

  ●  生涯学習課 

32307 

高砂の歴史や伝

統文化を学び、

体験する機会の

充実 

謡曲「高砂」をはじめ、ふるさとの歴史

や伝統文化を学ぶ機会を提供します。 
  ● ● 文化スポーツ課 

32308 
工場見学情報の

提供 

見学できる市内の工場を市ホームペー

ジで紹介します。 
  ●  ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

32309 
エコ教室事業の

推進 

第２次高砂市環境基本計画に示す環境

学習分野における基本目標達成のた

め、今後も環境意識の醸成に資する取

り組みを継続して行います。 

  ●  環境政策課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32310 

「子ども食堂」

に関わる団体へ

の支援 

「子ども食堂」を認証し、活動に対し

て補助するとともに、新たに開設をめ

ざす団体を支援します。 

また、コーディネーター等により、安

定した質の高い運営のサポートを行う

とともに、新たな担い手の発掘を推進

します。 

● ● ● ● 子育て支援課 

32311 
社会教育関係団

体の活動支援 

社会教育関係団体の活動を支援するこ

とで、地域住民と青少年の交流を図り、

社会に参加する若者を増やします。 

  ● ● 生涯学習課 

32312 

★ 

文化芸術スポー

ツを指導する人

材との連携 

こどもたちに伝統芸能を体験できる機

会を提供するため、こども狂言ワーク

ショップを実施できる団体に依頼しま

す。また、スポーツ少年団等の指導者

が、こどもたちに安全に楽しくスポー

ツを指導できるよう連携していきま

す。 

 ● ●  文化スポーツ課 

32313 
姉妹都市との交

流事業の推進 

ラトローブ市との交流事業を実施し、

友好親善を深めるとともに、青少年の

国際理解を深め、国際交流協力に貢献

できる人材の育成を図ります。 

  ●  文化スポーツ課 

32314 
外国人との交流

機会の創出 

外国人（ＡＬＴ、大人のボランティア）

とそのこどもたちと一緒にゲームをし

たり料理を作ったりして、外国人との

交流を通じて外国語に触れる機会を作

りだします。 

 ● ● ● 文化スポーツ課 

 

 ④ 家庭教育の推進と学校・家庭・地域社会の連携 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32401 教育相談の充実 

こどもや保護者のさまざまな悩みに対

応するため、スクールカウンセラーに

よる相談を実施するとともに、６中学

校区に配置したスクールソーシャル

ワーカーや市、県の関係機関と連携す

るなど、教育相談体制の充実を図りま

す。 

  ●  学校教育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

32402 

家庭、地域と連

携した特色ある

教育活動の推進 

オープンスクールや行事等で、地域人

材や保護者等をゲストティーチャーと

して学校に招いて授業を行うなど、特

色ある教育活動を推進します。 

  ●  学校教育課 

32403 
学校評価システ

ムの導入 

学校運営協議会を活用し、教育活動の

実施状況やその成果を情報提供し、意

見等を取り入れて、教育活動の改善を

図ります。 

  ●  学校教育課 

32404 
世代間交流事業

の推進 

青少年健全育成連絡協議会が主体とな

り、世代間交流に向け､小学校区ごとに

夏祭りやとんど等のイベントを実施し

ます。 

  ● ● 生涯学習課 

32405 
子育て学習活動

の推進 

子育てに関わる諸機関と連携し､親へ

の子育て支援の場を拡大するととも

に､活動グループや団体の育成を図り

ます。 

● ●   
子育て支援課

(子育て支援センター) 

32406 学校施設の活用 

地域住民やこどもたちの交流の場を提

供するため、学校施設を開放し、地域

の交流促進に努めます。 

  ●  教育総務課 

32407 
図書館事業の推

進 

学校や他部局の協力を仰ぎ、高砂市子

ども読書活動推進計画に基づいた取り

組みを推進します。 

 ● ● ● 生涯学習課 

32408 

学校・家庭・地域

の連携・協力に

よる健全育成の

取り組みの推進 

情報モラル教育、食育、不登校対策、非

行・いじめ防止、児童虐待防止等につ

いて、より一層、連携・協力して対応し

ていく体制を確立します。 

  ●  
こども窓口課 

学校教育課 
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「たかさご放課後こども総合プラン行動計画」 

小学校に就学している児童が放課後等を安心・安全に過ごすことができる居場所について整

備を進めていくとともに、次代を担う人材育成の観点から、全ての児童が放課後等における多

様な体験・活動を行うことができるよう、教育委員会と市長部局が連携し、校内交流型を中心

とした放課後児童健全育成事業（以下、「学童保育所」という。）及び地域住民の参画を得て、

放課後等にすべての児童を対象として学習や体験・交流活動を行う事業（以下、「放課後子ども

教室」という。）について、本市の実情に応じた総合的な放課後対策の実現を目指します。 

地域の実情に合わせ、計画的かつ円滑に進めていくため、市内の学校、地域交流センター、

スポーツ団体など、地域のさまざまな関係機関、団体と連携・協働による推進を図ります。ま

た、定期的・継続的な点検・評価・見直し（ＰＤＣＡサイクル）を行い、さらなる充実に向け

た取り組みを推進していきます。 

 

 

① 学童保育所の年度ごとの量の見込み及び目標整備量 

学童保育所は児童の放課後の適切な遊びと生活の場となるよう、利用ニーズに対応した受

け皿を確保するため、小学校余裕教室等の活用を進めるとともに、民間の学童保育実施事業

者への支援を通じて、必要な提供体制を確保します。（量の見込みに関する詳細は 114 ページを

参照） 
（単位：人）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 972 943 911 877 817 

 １年生 275 255 252 238 205 

 ２年生 237 242 222 220 208 

 ３年生 197 187 188 174 172 

 ４年生 128 121 115 118 107 

 ５年生 78 79 74 71 72 

 ６年生 57 59 60 56 53 

確保方策 ② 972 943 911 877 817 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

 

② 放課後子ども教室の年度ごとの実施計画 

放課後子ども教室を放課後の児童の居場所づくりだけでなく、児童と地域、保護者、各種

ボランティアとが、学び合い、育ち合いながら児童のさまざまな学習や体験活動を行う場と

して位置づけ、全小学校区で引き続き開設します。 

各教室の実施内容や開催回数は、教室ごとにそれぞれの実情に応じて企画していきますが、

運営方法や講師情報などを共有する仕組みを構築することや、運営の担い手を確保する方策

を確立することで、市内すべての教室の充実を図っていきます。 
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実施か所数 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

放課後子ども教室 10 10 10 10 10 

うち、連携型 10 10 10 10 10 

うち、校内交流型 9 9 9 9 9 

連 携 型…学童保育所及び放課後子ども教室が連携して、共働き家庭等の児童を含めた、 

すべての児童が放課後子ども教室の活動プログラムに参加して交流できるもの。 

校内交流型…上記の「連携型」のうち、同一小学校内等で両事業（学童保育所及び放課後子ど 

も教室）を実施しているもの。 

 

 

③ 連携型、校内交流型の推進に関する具体的な方策 

学童保育所と放課後子ども教室が連携して事業を実施・運営するにあたっては、「高砂市放

課後子ども教室運営委員会」において、両事業の連携方策に関することや人材確保方策等に

ついて、協議を行っていきます。 

《高砂市放課後子ども教室運営委員会》 

行政関係（教育委員会及び市長部局）、学校関係者、ＰＴＡ関係者、社会教育関係者、 

児童福祉関係者、地域住民、事業実施事業者、学識経験者等 

 

 

④ 学童保育所及び放課後子ども教室への学校施設の活用に関する具体的な方策 

児童の安心・安全な居場所づくりの観点から、学校の余裕教室等を活用することとし、学

校の状況により専用可能なスペースを確保できない場合であっても、放課後において使用さ

れていない施設の一時借用など、地域の実情に応じて学校施設の活用方策を検討・協議しま

す。 

 

 

⑤ 放課後児童対策に係る教育委員会と市長部局の具体的な連携に関する方策 

教育委員会、市長部局、学校関係者等を構成員とする「高砂市放課後子ども教室運営委員

会」において、学童保育所と放課後子ども教室の一体的運営や両事業の連携等に関する方策

について、両事業の実施状況・課題などについて情報共有を図りながら、引き続き検討・協

議します。 
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⑥ 特別な配慮を必要とする児童への対応に関する方策 

実施にあたっては、特別な支援や配慮を必要とする児童も安心して過ごすことができるよ

う、十分留意します。 

学童保育所においては、放課後児童支援員等に特別な支援や配慮を必要とする児童の接し

方などに関する研修について情報提供し、参加の促進を図っていきます。さらに、状況に応

じ支援員等を加配するなど、きめ細やかな対応ができる環境を整えます。 

また、児童の家庭の状況や家庭の状況を適切に把握し、いじめや児童虐待等について早期

発見に努めるとともに、いじめの発生や保護者による不適切な養育等が疑われる場合には、

学校や児童相談所、こども家庭相談センター結(ゆ)っくりん（こども窓口課）等の関係機関

と連携し、早期対応に努めます。 

 

 

⑦ 地域の実情に応じた学童保育所の開所時間延長に係る取り組み 

現在、学童保育所ではニーズに対応するため、原則として平日は午後７時まで延長してお

り、引き続き開所時間の延長を実施します。 

 

 

⑧ 各学童保育所がその役割をさらに向上させていくための方策 

支援を必要とする児童の受け入れ等への対応が求められることから、各学童保育所の放課

後児童支援員の資質の向上を図る研修への参加を推進します。 

また、学童保育所を利用しやすい環境を整えるために、夏期休業期間等の長期休業期間の

みの利用受け入れについて、引き続き実施します。 

 

 

⑨ 各学童保育所における育成支援の内容について、利用者や地域住民への周知を推進させる 

ための方策 

入所説明会等の保護者が集まる機会を活用し、各学童保育所の育成支援の内容について周

知を図るものとします。 

また、地域の行事等へ積極的に参加することで、地域の方々との交流を図ります。 
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取組目標３）若者が自分らしく自立するための支援 

若者が望むとおりの就労ができるよう、就労や社会貢献に対する意識や能力を育むとともに、

自己の職業適性や将来の設計について主体的に考え、個人の資質・能力に応じ、就労を含めた

さまざまなチャレンジが図れるよう支援します。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 ① 社会的・職業的自立に向けた支援 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

33101 
職業教育・キャ

リア教育の充実 

トライやる・ウィークや総合的な学習

の時間等の体験を生かすとともに、兵

庫版「キャリアパスポート」を活用し、

社会的・職業的自立の基盤となる能力

を育成します。 

  ● ● 学校教育課 

33102 
インターンシッ

プの受け入れ 

次代を担うこどもたちの勤労観・職業

観を形成するため、大学生・高校生を

対象としたインターンシップの受け入

れ体制を整え、「勤労体験」「職業体験」

活動の場を提供します。 

   ● 
人事課 

関係課 

33103 

★ 

若者の利用を促

進する自習室等

の検討 

社会的な個人行動に慣れていない若者

や学校を中退したこども・若者が、他

者との緩やかな関係性及び社会性を築

きながら自ら学ぶことを支える自習室

等の設置を検討します。 

   ● 
ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

施設所管課 

33104 
若者チャレンジ

支援窓口の検討 

若者が地域で活動を始めてみたいとき

の支援窓口の設置を検討します。 
   ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 
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 ② 就労支援と雇用の促進 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

33201 

★ 

地元企業合同就

職面接＆相談会

の実施 

若者の市外転出に歯止めをかけるた

め、市内での就職、とりわけ正社員で

の就職を支援すること、また、女性が

いきいきと活躍する職場を確保するこ

とを目的に、市内事業所への就職を希

望する求職者を対象とした就職面接＆

相談会を開催します。 

   ● 

人権推進課

(男女共同参画センター) 

産業振興課 

33202 
播磨圏域連携中

枢都市圏の連携 

播磨圏域連携中枢都市圏の関係市町と

連携して、若年求職者や女性等の就労

につながる各種就労支援に取り組みま

す。（ジョブトライアル事業、合同就職

説明会等の共同開催、若年層等への就

労支援、職業訓練講座） 

   ● 

人権推進課

(男女共同参画センター) 

産業振興課 

33203 

★ 
創業支援事業 

高砂商工会議所に「ワンストップ窓口」

を設置するとともに、各機関の連携に

より創業支援ネットワークを形成し、

「創業塾」や「実践型フォローアップ

セミナー」を実施します。 

   ● 産業振興課 

33204 

★ 

高砂市中小企業

奨学金返済支援

事業 

高砂市内中小事業者の人材確保及び若

年者の地元就職・定着を図るため、兵

庫県雇用開発協会が実施する中小企業

奨学金返済支援制度を活用し、若手従

業員の奨学金返還を経済的に支援する

市内中小事業者に対し補助します。 

   ● 産業振興課 
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基本方針４ すべてのこども・若者が等しく健やかな成長ができる 
環境づくりの推進 

取組目標１）こども・若者や子育て家庭にやさしい環境づくり 

地域子育て支援拠点事業など、地域において子育てを支援する体制の充実に取り組むととも

に、地域における子育て支援ネットワークづくりや人材育成に努め、地域全体でこどもや子育

て家庭を見守る体制づくりを行います。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 ① こどもや子育て家庭に配慮したまちづくりの推進（こどもまんなかまちづくり） 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41101 

地域子育て支

援拠点事業の

充実 

子育て支援センター（高砂・西部）を子

育て支援の拠点施設として市民に周知

するとともに、相談・支援事業の充実

を図ります。 

● ● ●  
子育て支援課

(子育て支援センター) 

41102 

子育て支援セ

ンターを核と

した子育て支

援の充実 

子育て相談や情報提供事業、子育て

サークル等のネットワーク化を図り、

効果的な子育て支援が推進できる体制

を整備します。 

拠点となる子育て支援センターを核と

して、子育て家庭に関する支援の充実

について、関係機関との連絡・調整を

行います。 

● ● ●  
子育て支援課

(子育て支援センター) 

41103 
つどいの広場

の活用 

子育て支援センターにおいて、乳幼児

を持つ親の子育ての不安や負担感を軽

減するため、「つどいの広場」を開催し

ます。また、子育て支援センターへ参

加しにくい親子のため、地域交流セン

ター等で「地域 DEつどい」を実施しま

す。 

● ●   
子育て支援課

(子育て支援センター) 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41104 
子育てサーク

ルの育成 

認定こども園での体験保育事業「らん

らん」、地域交流センター等での「すこ

やかグループ」活動を実施し、子育て

サークルの育成を図ります。また、サー

クル支援として、活動場所の確保や遊

びのキャラバンの開催、サークル間の

情報交換や連携を深めるための交流会

を実施します。 

● ●   
子育て支援課

(子育て支援センター) 

41105 

ファミリー・サ

ポート・セン

ター事業の推

進 

ファミリー・サポート・センター事業

の普及啓発活動を強化し、提供会員・

依頼会員の登録数の増加を図ることに

より、援助活動を充実します。 

 ● ●  子育て支援課 

41106 

地域における

子育て支援を

担う人材育成 

子育て支援センターが中心となり、子

育てサークルの育成、支援の充実を図

ります。また、ママボランティア講座

を開催し、子育て支援を担う人材を育

成するなど、地域の子育て力の向上に

努めます。 

● ● ● ● 
子育て支援課

(子育て支援センター) 

41107 

子 育 て 支 援

サービスに関

する情報提供

の充実 

市ホームページや高砂市公式アプリ

等、あらゆる媒体を活用しながら子育

て支援に関するさまざまな情報を提供

します。 

● ● ● ● 

健康増進課 

子育て支援課 

幼児保育課 

こども窓口課 

41108 

情報誌等によ

る情報の継続

的な提供 

子育てに関する情報誌「すこやか」「あ

そぼ」「子育てサークル紹介」等を継続

して発行します。 

● ● ● ● 
子育て支援課

(子育て支援センター) 

41109 

マ タ ニ テ ィ

マークの普及

啓発 

妊娠、出産に関する安全性と快適さの

確保をめざし、母子健康手帳の交付時

にマタニティマークキーホルダーとス

テッカーを配布します。 

●    こども窓口課 

41110 

★ 

赤ちゃんの駅

事業 

子育て家庭の外出を支援し、社会全体

で子育てを応援する意識の醸成を図る

ため、赤ちゃんの駅の普及啓発に取り

組みます。 

● ●   
健康増進課 

子育て支援課 

41111 

こどもの事故

防止に関する

普及・啓発 

乳幼児健診などのあらゆる機会を捉

え、家庭内や屋外で起こりうるこども

の事故について、対策・防止方法など

の普及・啓発に努めます。 

 ●   健康増進課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41112 
公園・緑地の整

備 

市民の身近なレクリエーションの場と

して、公園・緑地の整備を進めます。ま

た、同時に災害発生時には避難場所と

して利用できるよう、施設や設備の充

実を進めます。さらに、経年劣化した

公園施設の修繕を計画的に行うなどの

取り組みを通して、安全性や防災性の

向上を図ります。 

● ● ● ● 道路公園課 

41113 遊び場の充実 

こどもから高齢者まで気軽に休める憩

いの場として公園を整備し、居住環境

の向上を図ります。 

 ● ● ● 道路公園課 

41114 

自然とふれあ

える環境の整

備 

市ノ池公園、鹿島・扇平自然公園等、こ

どもが自然とふれあえる環境を整備し

ます。 

● ● ● ● 産業振興課 

41115 

安全・安心のま

ちづくり活動

の促進 

ＰＴＡや自治会等の地域組織が行う

「こどもの登下校時の見守り」や「青

色防犯パトロール」など、こどもの安

全・安心を確保するためのまちづくり

活動等を推進します。 

● ● ● ● 
危機管理室 

生涯学習課 

41116 

道路や交通施

設のバリアフ

リーの推進 

歩道と通路の段差の解消､公園の段差

解消等の整備に努めます。 
● ● ● ● 道路公園課 

41117 
通学路の安全

確保 

学校・関係機関と連携し、通学路の交

通安全合同点検を実施し、必要な対策

について協議します。 

  ●  

土木総務課 

道路公園課 

学校教育課 

41118 
通行の安全確

保 

歩道やカーブミラーを設置し、通行の

安全確保に努めます。 
● ● ● ● 道路公園課 

41119 
交通安全教室

の開催 

学校・園と連携して交通安全教室を開

催し、こども及び保護者の交通安全意

識の向上に努めます。 

 ● ● ● 土木総務課 

41120 

交通安全の普

及・啓発事業の

推進 

自転車乗車時のヘルメット着用の促進

の啓発等に努め､チャイルドシート及

び全席シートベルトの着用徹底と合わ

せ、交通安全意識の高揚を図ります。 

● ● ● ● 土木総務課 

41121 
警告立看板の

設置推進 

ため池などの危険箇所を点検・調査し、

危険箇所には警告立看板を設置しま

す。 

● ● ● ● 
学校教育課 

(青少年センター) 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41122 総合防災訓練 

地震による大規模災害に対応するた

め、各防災関係機関と、消防団をはじ

めとする自治会などの地域住民が連携

し防災訓練を実施することにより、防

災力の強化を図ります。 

● ● ● ● 危機管理室 

 

 ② こども・若者が活躍できる機会づくり 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41201 

大学等連携協定

による学生の地

域活動への参加 

市と大学等が連携し、学生が教育の一

環として地域活動に参加することで、

学生の社会への参画意識を育みます。 

   ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

41202 

はたちのつどい

（旧成人式）の

企画・運営 

対象者に、はたちのつどいの企画・運

営に関わってもらうことにより、大人

への第一歩を踏み出す機会をつくりま

す。 

   ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

41203 
若者の選挙への

参画 

若者の選挙への関心を促すとともに、

社会に参画する若者を増やします。 
   ● 選挙管理委員会 

 

 ③ こども・若者への医療の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41301 

小児保健医療水

準を維持･向上

させるための環

境整備 

乳児死亡や不慮の事故が起こらないよ

う事故防止の健康教育や啓発を実施し

ます。また、こどもの急病時の対応に

ついて周知を図り、軽症患者の安易な

時間外受診の抑制を図ります。 

 ●   健康増進課 

41302 
かかりつけ医の

体制整備 

日常的に相談でき、緊急の場合にも対

処してくれる「かかりつけ医師、歯科

医師」をもつよう啓発します。 

● ● ● ● 健康増進課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41303 
小児救急医療体

制の充実 

医師会等の協力を得て、休日・夜間の

一次救急医療体制の充実を図ります。

併せて、初期救急医療機関からの転送

患者や救急車からの搬送患者に対する

医療を行う二次救急体制の充実を図り

ます。 

 ● ●  健康増進課 

41304 

★ 

小児救急医療相

談の充実 

子ども医療電話相談事業（＃8000）、救

急安心センター事業（＃7119）等の相

談事業の充実を図ります。 

 ● ●  健康増進課 

 

 ④ 子育てや教育にかかる経済的負担の軽減 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41401 児童手当の給付 

家庭における生活の安定と、次代の社

会を担う児童の健やかな成長に資する

ことを目的として児童手当を支給しま

す。 

 ● ● ● 子育て支援課 

41402 
幼児教育・保育

の無償化 

市の確認を受けた幼児期の教育及び保

育等を行う施設等について、幼児教育・

保育の無償化を実施し、子育てを行う

家庭の経済的負担の軽減を図ります。 

 ●   幼児保育課 

41403 
給食費（副食費）

の無償化 

給食費（副食費）の無償化について、国

が定める範囲を拡充し、特定教育・保

育施設等を利用する高砂市在住の３歳

児から５歳児のこどもを対象として、

給食費（副食費）の無償化を行い、子育

てを行う家庭の経済的負担の軽減を図

ります。 

 ●   幼児保育課 

41404 
こどもに関する

医療費の助成 

高校生世代までを対象に医療費を入

院・通院ともに無償化し、保護者の経

済的負担を軽減します。 

 ● ● ● 国保年金課 

41405 
養育医療費の助

成 

入院による養育が必要な未熟児を対象

として、医療費の一部負担金及び入院

時食事療養費の給付を行います。 

 ●   こども窓口課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

41406 
妊婦等の健診検

査費用助成 

母子の健やかな発育を支援し、経済的

な負担軽減を図るため、妊婦等の健診

検査にかかる費用助成を実施します。 

●    こども窓口課 

41407 
こどもの予防接

種費用助成 

こどもの健やかな発育を支援し、経済

的な負担軽減を図るため、任意予防接

種にかかる費用助成を実施します。 

 ● ●  健康増進課 

41408 

★ 

ベビー用品のリ

ユース事業 

（貸出） 

子育て家庭等のさらなる利便性向上を

目的に、ベビー用品（リユース品）の常

時展示・貸出を行います。 

● ●   
ｴｺｸﾘｰﾝﾋﾟｱはりま 

(計画管理課) 

41409 

各種経済的支援

策に関する情報

の提供 

児童手当、就学援助をはじめ、各種奨

学金、授業料減免制度、児童扶養手当

受給者世帯に対するＪＲ定期券購入割

引制度、住居確保給付金（地域福祉課）、

ファミリー・サポート・センター、学童

保育所保育料軽減等他機関の経済的支

援を含め、積極的に情報提供を行い、

経済的支援を推進します。 

 ● ● ● 子育て支援課 
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取組目標２）配慮を必要とするこども・若者や子育て家庭への支援 

こどもの貧困は、生活費やこどもの学費等の経済的な問題だけでなく、住まいの確保や就労

など、多岐にわたっています。就業による自立に向けた支援を基本としながら、子育て・生活

支援、学習支援など、各家庭の生活実態やニーズを踏まえて総合的に対応します。 

また、ひとり親家庭や障がいのあるこども、外国にルーツを持つこどもや家庭等への支援な

ど、すべてのこども・若者が地域で安心して、等しく健やかに育つことができる環境づくりを

推進します。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 ① こどもの貧困対策 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42101 

就学前教育・保

育施設利用者負

担の軽減 

低所得世帯等や多子世帯の認定こども

園・保育所の利用者負担の軽減を行い

ます。 

 ●   幼児保育課 

42102 

★ 

病児保育利用料

の軽減 

低所得世帯を対象に病児保育利用料の

軽減を行います。また、制度の啓発に

努めます。 

 ● ●  子育て支援課 

42103 
学童保育所保育

料の軽減 

低所得世帯、ひとり親世帯、多子世帯

を対象に保育料の軽減を行います。ま

た、制度の啓発に努めます。 

  ●  子育て支援課 

42104 
小・中学校就学

援助制度 

経済的理由により、就学が困難な児童

生徒の保護者に、学用品等必要な費用

の一部を援助し、就学を支援します。 

  ●  学校教育課 

42105 
高等学校奨学金

の給付 

経済的理由により、修学が困難な高等

学校等在学者に奨学金を支給し、修学

の支援を行います。 

   ● 学校教育課 

42106 

生活困窮者世帯

のこどもの学

習・生活支援 

生活困窮世帯等のこどもの将来が経済

的理由等により左右されることのない

よう、学習機会及び社会性・協調性を

育む機会を提供し、将来的に自立した

生活を送れることをめざします。 

  ●  地域福祉課 
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 ② 障がい児支援・医療的ケア児等への支援 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42201 療育相談の充実 

こどもの発達検査・相談、保育所等の

職員や保護者からの相談、関係機関と

の連絡・調整を行うことで、発達が気

になるこどもへの支援を行います。 

 ●   

健康増進課 

幼児保育課 

(高砂児童学園) 

42202 
マミーサポート

の充実 

こどもの言葉の遅れや発達面が気にな

る保護者への相談支援を行います。 
 ●   

幼児保育課 

(高砂児童学園) 

42203 

プロフィール

ファイルの充

実・活用 

高砂児童学園で実施するマミーサポー

トや家庭療育支援講座の利用者に対

し、プロフィールファイルの利活用の

方法など説明を行います。また、健康

増進課で実施する育児教室等の事業で

活用します。 

 ● ●  

健康増進課 

幼児保育課 

(高砂児童学園) 

こども窓口課 

42204 
こどもサポート

の充実 

発達が気になるこどもが、どのように

集団生活を過ごしていけばよいのかと

いった相談に対応すべく、市内認定こ

ども園等からの依頼により訪問し、専

門的な支援を行います。 

 ●   
幼児保育課 

(高砂児童学園) 

42205 療育会議 

障がいの予防及び早期発見、医療、療

育、保育、リハビリに至る各サービス

を乳幼児期から成人期まで一貫して提

供できる療育システムを協議します。

また、未就学児の支援と就学後の支援、

就学後と進学時の支援の連携体制を構

築するため、情報の共有を図るなど、

療育に関する対策を効果的に展開しま

す。 

 ● ● ● 

健康増進課 

子育て支援課 

幼児保育課 

(高砂児童学園)

こども窓口課 

障がい福祉課 

学校教育課 

42206 
保育所等訪問支

援の充実 

保育所等や小学校等の中で自分らしく

過ごしながら、集団生活を送ることが

できるよう、保護者からの依頼により

訪問し、個々の発達の特性に配慮する

点などについて保護者及び担当職員へ

アドバイスを行います。 

 ●   
幼児保育課 

(高砂児童学園) 

42207 
障がい児保育事

業の充実 

児童の発達段階に応じて、障がい加配

保育士を継続的に配置し、就労する保

護者の支援を行います。 

 ●   幼児保育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42208 

★ 

医療的ケア児等

への支援 

認定こども園等において、医療的ケア

児の対応や日常的な園児の健康管理・

衛生管理等の専門的な対応を行うた

め、必要な人員配置を検討します。 

 ●   幼児保育課 

42209 
特別支援教育の

推進 

支援を必要としている児童・生徒に対

して、スクールアシスタント・介助員・

学校看護師を配置します。また、イン

クルーシブ教育を推進します。 

  ●  学校教育課 

42210 
児童発達支援セ

ンターの充実 

言語・知的面に療育支援の必要なこど

もに、日常生活における基本的動作の

向上、コミュニケーションや表現力、

及び豊かな情操の獲得、集団生活への

適応のための通所支援やその家族の相

談・助言を併せて行うなど、地域の中

核的な療育支援施設として児童発達支

援の充実を図ります。 

 ● ● ● 
幼児保育課 

(高砂児童学園) 

42211 
障害児通所支援

等の支援 

障害児福祉計画に基づき、障がいのあ

る児童が個々の状況に応じた支援を受

けることができるよう、児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問

支援等の支給を行います。 

 ● ● ● 障がい福祉課 

42212 

その他の障害福

祉サービスの支

給 

障害福祉計画に基づき、障害福祉サー

ビス（ホームヘルプ、ショートステイ）

や地域生活支援事業（日常生活用具の

給付や移動支援）を支給し、障がいの

あるこどもを持つ家族の負担を軽減し

ます。 

 ● ● ● 障がい福祉課 

42213 
施設の改善・整

備 

障がいのあるこどもが利用しやすい環

境に向けて、必要に応じて設備や施設

の充実を図ります。 

● ● ● ● 教育総務課 

42214 
特別児童扶養手

当の給付 

身体または精神に障がいのある児童を

養育している保護者に手当を給付しま

す。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42215 
障害児福祉手当

等の給付 

日常生活に常時介護を必要とする在宅

障がい児等に手当を給付します。 
 ● ● ● 障がい福祉課 

42216 
障害者医療費の

助成 

重度障がい児を対象に、医療費に係る

一部負担金の助成を行います。 
 ● ● ● 国保年金課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42217 
育成医療費の給

付 

18 歳未満の身体障がい児が、その障害

を除去または軽減し生活能力を得るた

めの治療に要する医療の給付を行いま

す。 

 ● ● ● 障がい福祉課 

 

 ③ 児童虐待防止対策の推進 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42301 

児童虐待の発生

予防に関する啓

発 

児童の保護者や児童向けに児童虐待に

関するリーフレットの配布や地域の

方々向けに出前講座を開催します。ま

た、虐待防止推進月間に啓発グッズを

配布する等、虐待発生の予防に関する

啓発活動に努めます。保育士や学校教

諭を対象に研修会を行い、児童虐待発

生時の対応力向上を図り、関係機関と

の連携強化に努めます。 

● ● ● ● こども窓口課 

42302 

育児不安を軽減

する相談支援や

仲間づくりの推

進 

つどいの広場や遊びのキャラバンを実

施し、遊びの提供や子育てについて話

し合える場を設け、孤立しがちな子育

て家庭の育児不安の解消を図ります。 

● ●   
子育て支援課 

(子育て支援センター) 

42303 
養育支援訪問事

業の実施 

支援が特に必要と認められる妊婦や乳

幼児健診等で育児不安が高く、養育上

の問題を抱える家庭に対し、保健師、

助産師が訪問し、相談、助言等の養育

支援（専門的支援）を行います。 

● ●   
健康増進課 

こども窓口課 

42304 

要保護児童対策

地域協議会の運

営 

関係機関と密接な連携のもと、要保護

児童対策地域協議会の効率的な運営を

図り、児童虐待の予防、早期発見に努

めます。児童虐待防止のため関係機関

と密接な連携を図るとともに、要保護

児童ケース等については中央こども家

庭センターと連携を図ります。また、

警察との情報共有の強化に努めます。 

● ● ●  こども窓口課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42305 

被虐待児童のケ

アと立ち直り支

援 

中央こども家庭センターでの家庭復帰

等評価委員会に参加し、親子の再統合

に向け、中央こども家庭センターと連

携して被虐待児童のケアを図ります。

また、家庭復帰後の支援体制を確実な

ものとするため、施設入所中から保護

者や児童と支援関係の構築に努めま

す。 

 ● ● ● こども窓口課 

42306 

児童養護施設及

び関係機関との

連携・調整 

家庭において養育が困難なこどもを保

護・養育するとともに、地域の子育て

支援機能を担う児童養護施設及び関係

機関との連携・調整に努めます。 

● ● ● ● こども窓口課 

 

 ④ 困難に直面する若者への支援の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42401 
いじめへの対応

の充実 

「悩み相談シート」や「生活アンケー

ト」を活用して早期発見・早期対応に

努めるとともに、「いじめ防止基本方

針」に従って、いじめ防止対策を推進

します。 

  ●  
学校教育課 

(青少年センター) 

42402 
不登校対策の充

実 

スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー、教育支援センター、

関係機関が連携して、不登校の未然防

止、早期発見・早期対応に努め、児童生

徒の社会的自立に向けた支援を行いま

す。 

 
 

 
●  学校教育課 

42403 

ひきこもり等に

関する支援の推

進 

ひきこもり等の困難を抱える若者やそ

の家族が孤立せずに、早期の適切な支

援につながるよう、地域への理解促進・

意識啓発に取り組むとともに、関係機

関との連携強化を図りながら支援を行

います。 

  ● ● 地域福祉課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42404 
教育支援セン

ター 

精神的・身体的等理由で「学校に行き

たくても行けない」児童・生徒を対象

に、より良い生活習慣を身につけさせ

るとともに、基礎学力の定着を支援し

ながら、児童・生徒の社会的な自立を

めざします。 

  ●  学校教育課 

42405 

地域若者サポー

トステーション

（あかし若者サ

ポートステー

ション／サテラ

イト播磨［加古

川］）との連携 

地域若者サポートステーションと連携

し、働くことについて様々な悩みを抱

えている若者未就労者を対象に、社会

参加・就労へと導くため、キャリアカ

ウンセリングを中心とした就労プログ

ラム（セミナー、職場体験等）により、

個々の置かれた状況に応じて、個別的、

継続的に支援を行います。 

   ● 産業振興課 

 

 ⑤ ヤングケアラーに対する支援 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42501 

★ 

ヤングケアラー

の周知の推進 

関係機関の職員を対象に研修を実施

し、ヤングケアラーに関する問題意識

を喚起し理解促進を図ることで、早期

の介入、支援につながるよう取り組み

ます。 

 ● ● ● こども窓口課 

42502 

★ 

子育て世帯訪問

支援事業 

家事・育児に関して不安や負担を抱え

る子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー

などがいる家庭をヘルパーが訪問し、

家事、育児などの支援を行います。 

● ● ● ● こども窓口課 

42503 

★ 
相談窓口の充実 

ホームページ等での相談窓口の周知

や、庁内関係部署との連携を通して相

談窓口の充実を図ります。 

● ● ● ● こども窓口課 
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 ⑥ ひとり親家庭への支援の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42601 

児童扶養手当に

関する情報提供

及び給付 

ひとり親家庭等に対し、児童扶養手当

制度に関する情報提供、申請手続きの

周知を行い、手当を支給します。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42602 
各種情報提供の

充実 

自立支援制度等のひとり親家庭等に関

する情報をホームページ、広報等で情

報提供するとともに、ハローワーク等

と連携して開催する就労支援のための

個別相談会や自立支援セミナーでも周

知していきます。また、「ひとり親家庭

のためのリーフレット」を作成・配布

し、支援制度の周知や活用の推進を図

ります。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42603 

母子父子自立支

援員等による相

談の充実 

母子父子自立支援員が、ひとり親家庭

等を対象に、生活上の悩みや就業、貸

付等についての相談を対面やオンライ

ンで伺い、関係機関と連携しながら情

報提供やアドバイスをします。 

また、研修等を通じて母子自立支援員

の資質の向上を図ります。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42604 
関係機関との連

携強化 

相談内容により庁内の関係機関はもと

より、他市、高砂警察、女性家庭セン

ター、ハローワークなどの関係機関と

の連携強化を図り、相談に応じます。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42605 

母子父子自立支

援プログラム策

定事業 

プログラム策定者の個々の状況やニー

ズに応じ、ハローワークと連携し、き

め細やかで継続的な自立・就業支援を

推進します。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42606 

高等職業訓練促

進給付金等事業

の推進 

ひとり親家庭の父母の就業に有利な資

格を取得するため６か月以上の養成機

関で修学する場合で、就業（育児）と修

学の両立が困難な場合に、修学中の一

定期間、給付金を支給し、生活の経済

的負担の軽減を図り、安定した就業に

結びつくための支援の拡充を行いま

す。 

 ● ● ● 子育て支援課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42607 

自立支援教育訓

練給付金事業の

推進 

ひとり親家庭の父母を対象に、就業促

進と自立支援を目的として、就業に必

要な資格を取得するための教育訓練講

座を修了した者に対して、受講料の一

部を支給します。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42608 
就活応援会、夜

間相談会の実施 

ひとり親家庭等において、就職・転職

希望、就業に不安を持つ者等を対象に、

ハローワークと連携し、個別相談会を

開催し、就業・自立支援制度に関する

基礎知識の習得など就業にかかる支援

を実施します。また、夜間相談会を実

施し、個々のニーズにあった相談に応

じます。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42609 

高砂市ひとり親

家庭等普通免許

等取得費助成事

業 

ひとり親家庭の父母等を対象に、就業

の際に有利である普通免許等を取得す

るのに要した費用の一部を助成しま

す。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42610 

高砂市ひとり親

家庭高等学校卒

業程度認定試験

合格支援事業 

ひとり親家庭の父母及びひとり親家庭

の児童を対象に、より良い条件で就職

や転職をするために高等学校卒業程度

認定試験の合格をめざす場合、その学

び直しを支援することを目的に給付金

を支給します。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42611 
各種資格取得支

援事業 

ひとり親家庭の父母を対象に、ハロー

ワークとの連携による求職者支援訓

練、職業訓練の受講勧奨をし、就業に

有利な技能等の取得のための支援を行

います。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42612 

ひとり親家庭等

日常生活支援事

業 

ひとり親家庭において、修業・修学等

の自立支援のための活動や、病気等に

より、日常生活を営むうえで家事支援

が必要な家庭に対し家庭生活支援員を

派遣します。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42613 

★ 

ひとり親世帯の

こどもの学習・

生活支援 

ひとり親世帯のこどもを対象とする学

習支援の事例収集・研究を行い、実施

に向けた体制を整えます。 

  ●  子育て支援課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42614 
養育費確保と親

子交流の推進 

養育費確保、親子交流の啓発に努め、

相談時にパンフレット等を配布するな

ど、情報提供を積極的に行います。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42615 
母子・父子家庭

医療費助成 

ひとり親家庭の児童（18歳到達後最初

の年度末まで。高等学校等に在学中の

児童については 20 歳の誕生月の末日

まで）とその児童を養育する母（父）等

の保険適用にかかる自己負担分の一部

を助成し、費用負担を軽減します。 

 ● ● ● 国保年金課 

42616 
母子父子寡婦福

祉資金貸付金 

母子家庭、父子家庭及び寡婦の生活安

定とそのこどもの福祉の向上を図るた

めに、無利子または低利で各種貸付を

行う母子父子寡婦福祉資金貸付制度に

関する情報提供を行います。 

 ● ● ● 子育て支援課 

42617 
公営住宅優先入

居の情報提供 

県営住宅の募集の情報提供を積極的に

行うとともに、優先入居における配慮

について関係機関に働きかけます。ま

た、市営住宅の建替え時期に母子家庭

等の優先入居について検討します。 

 ● ● ● 土木総務課 

 

 ⑦ 外国人家庭への支援の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42701 
外国人幼児等へ

の支援・配慮 

国際化の進展に伴い、海外から帰国し

た幼児や外国人幼児、両親が国際結婚

している幼児などに対して、適切な支

援・配慮を行います。 

 ●   幼児保育課 

42702 
外国人児童生徒

等への支援 

必要に応じて外国人児童生徒等サポー

ト員を配置しながら、すべての教育活

動の中で外国人児童生徒の自尊感情を

促すとともに、自己実現が図れるよう

に支援します。 

  ●  学校教育課 

42703 

★ 

外国人児童生徒

等の家族への支

援 

高砂市に在住している外国人家庭に対

し、家族が地域で孤立しないように日

常生活に必要な日本語を学べる日本語

教室へ参加できるよう支援します。 

  ● ● 文化スポーツ課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42704 

★ 

外国人ママ子育

てサークル 

外国人の子育て家庭への支援として、

日本人の子育て家庭との交流を行いま

す。 

● ● ●  文化スポーツ課 

 

 ⑧ 自殺対策の推進と犯罪等からこども・若者を守る取組の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42801 

★ 

ＳＯＳの出し方

に関する教育 

「心の健康の保持に係る教育」を実施

するなどにより、児童生徒自身が心の

危機に気づき、身近な信頼できる大人

に相談できる力を培うとともに、児童

生徒が安心してＳＯＳを出すことので

きる環境を整えます。 

  ●  学校教育課 

42802 
情報モラル教育

の推進 

ＳＮＳやインターネット等に係るトラ

ブルを防止するため、こどもの発達段

階に応じ､情報を主体的に選択・活用で

きる能力の向上を図る教育を実施しま

す。 

  ●  学校教育課 

42803 

インターネット

上の有害情報対

策の推進 

こどもがインターネット被害に遭った

り、巻き込まれたりすることのないよ

う、こどもが利用する携帯電話等には

適切にフィルタリングを設定するよ

う、保護者へ啓発チラシの配布を行い

ます。 

  ●  
学校教育課 

(青少年センター) 

42804 
非行防止啓発活

動の推進 

広報車による呼びかけやパトロール、

広報「みちびき」の発行、広域街頭補導

時に啓発資料の配布を行うなど、非行

防止のための啓発に努めます。 

  ● ● 
学校教育課 

(青少年センター) 

42805 

青少年補導委員

協議会活動の促

進 

各地区において、非行防止のために補

導委員が定期的に巡回を実施するな

ど、活動の充実に努めます。また、補導

委員の資質向上を図るため、計画的に

研修会を実施します。 

  ● ● 
学校教育課 

(青少年センター) 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42806 

学校・園におけ

る安全対策と危

機管理体制の確

立 

不審者対策や安全教育について訓練も

含め年間計画に位置づけ、計画的に実

施します。また、緊急通報システムを

活用し、防犯体制の充実を図ります。

また、危機対応ハンドブックを活用し

た教職員の安全への意識向上を図りま

す。防災対策として、火災、地震、津波

等の災害を想定した避難訓練を実施

し、防災意識向上を図ります。 

 ● ●  

幼児保育課 

教育総務課 

学校教育課 

42807 
防犯・防災出前

講座の実施 

こどもたちや教員の防犯・防災意識の

向上を図る出前講座や、市民対象の防

犯・防災対策の出前講座を実施します。 

 ● ● ● 危機管理室 

42808 
不審者情報の提

供 

不審者情報を、学校・園にＦＡＸで配

信します。また、「見守りネット」登録

者にはメールで情報を配信します。 

「ひょうご防犯ネット」を通じて、登

録者にメールで情報を配信します。今

後は、登録者の拡大に努めます。 

 ● ●  

危機管理室 

学校教育課 

(青少年センター) 

42809 
こども見守り放

送の実施 

小学校低学年児童の下校時間に合わせ

て、防災無線を通じて音楽を流し、地

域住民に下校の見守りを促します。 

  ●  
学校教育課 

(青少年センター) 

42810 

パトロールの実

施とこども 110

番の家の設置 

こどもたちの安全を確保するため、こ

ども 110 番の家の設置を行うととも

に、公用車により、通学路及び認定こ

ども園・保育所・学校周辺のパトロー

ルを実施します。 

 ● ●  
学校教育課 

(青少年センター) 

42811 防犯灯の設置 

要望等により､暗い通りや見通しのき

かないところへの防犯灯の設置を行い

ます。 

● ● ● ● 道路公園課 

42812 
見守りカメラの

運用 

地域団体が行う見守り活動を見守りカ

メラの運用を通じて支援する取り組み

を推進します。 

● ● ● ● 危機管理室 
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 ⑨ 相談体制の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42901 

★ 

高砂市こども家

庭相談センター

結（ゆ）っくりん 

妊娠や出産、こども・子育てに関する

全般の相談や、虐待や貧困、ヤングケ

アラーなど困難を抱えたこどもに関す

る相談に対応します。また、相談内容

に応じ、情報の提供、手続きのご案内

や適切なサービス・支援機関へつなぎ

ます。要保護児童対策地域協議会、児

童相談所等の連携を強化し、相談体制

の充実を図ります。 

● ● ● ● こども窓口課  

42902 
青少年相談の充

実 

児童・生徒の暴力、非行、いじめ、不登

校などに関する相談に応じ、関係機関

との連携を密にして対応するよう相談

体制の充実に努めます。 

  ● ● 
学校教育課 

(青少年センター) 

42903 
利用者支援事業

の充実 

利用者支援事業を庁内で連携して実施

し、相談体制の充実に努めます。また、

利用者支援事業担当者連絡会を実施す

ることにより、円滑な利用につなげま

す。 

● ● ● ● 

子育て支援課

(子育て支援センター) 

幼児保育課 

こども窓口課 

42904 

★ 

地域の子育て相

談の充実 

気軽に立ち寄り日常会話の延長で子育

てに関する疑問や悩みを相談すること

ができ、また、悩みを認識していない

方が職員や他の利用者との関わりの中

で自身の課題や悩みに気づくことがで

きるなど、気軽に子育てに関する疑問

や悩みを吐露できる場所の整備につい

て、検討を進めます。 

● ● ● ● 

子育て支援課

(子育て支援センター) 

幼児保育課 

(認定こども園) 

こども窓口課 

42905 
福祉の総合相談

窓口の充実 

年齢や属性に関わらず、生活や福祉に

関する困りごとや悩み相談に応じ、関

係機関との連携しながら課題解決に向

けた支援を行います。 

● ● ● ● 地域福祉課 

42906 

★ 

生活困窮者等へ

の自立支援の推

進 

生活困窮状態のある人を対象に、一人

ひとりの抱える課題を把握し、状況に

応じた具体的な支援計画を作成し、自

立に向けた相談を行います。 

● ● ● ● 地域福祉課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

42907 
女性のための相

談室 

関係機関との連携強化を図り、女性問

題カウンセラーが女性の抱える様々な

問題について相談に応じます。 

● ● ● ● 
人権推進課

(男女共同参画センター) 

42908 
女性のための法

律相談 

女性の弁護士が、女性の抱える様々な

問題について、法的手続き等の相談に

応じます。 

● ● ● ● 
人権推進課

(男女共同参画センター) 

42909 法律相談 

法律的な解釈が必要な生活上の問題に

ついて、弁護士が適切な指導・助言を

行います。 

● ● ● ● 
地域振興課 

（相談窓口） 

42910 

★ 

適切な支援のた

めの情報提供と

相談体制の強化 

様々な背景を持つ人に配慮し、ＩＣＴ

等の活用や多言語対応を進めること

で、アクセスしやすい情報提供や相談

体制を強化し、適切な支援に取り組み

ます。 

● ● ● ● 人権推進課 
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基本方針５ 若い世代が将来に希望が持てる社会づくり 

取組目標１）結婚と子育てを叶える社会づくり 

こどもを生み育てることや生命の大切さなどを学ぶことができるよう、自主性や社会性、倫

理観を持った豊かな人間性を育むための取り組みを推進します。 

また、多様なニーズに応えるため、時間外保育（延長保育）や一時預かり、病児保育、休日

保育などの保育サービスを実施しています。こどもが生まれても安心して働ける環境づくりと

ともに、保護者の多様な保育ニーズに対応できるサービス提供体制の確保に努めます。 

●○ 具体的な施策 ○● 

 ① 共働き・共育ての推進 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

51101 

発達段階に応

じた人権教育

の推進 

各発達段階において男女平等や相互理

解、協力について、個性や能力に応じ

た学習を実施します。 

  ●  
人権推進課 

学校教育課 

51102 
子育て体験の

共有 

子育ての体験談や子育て家庭の様子を

募集し、まとめ、公表します。 
● ● ● ● 

子育て支援課

(子育て支援センター) 

51103 

男性の家事・育

児への参加の

促進 

男性の意識改革を図るための講座を継

続的に実施します。 
● ●  ● 

人権推進課

(男女共同参画センター) 

子育て支援課

(子育て支援センター) 

51104 

ホームページ

を活用した情

報提供 

市ホームページ内の「労働に関するお

知らせ」ページに仕事と子育ての両立

支援に関する情報を掲載します。 

●   ● 産業振興課 

51105 

★ 

労働環境の改

善 

労働者の雇用環境改善に取り組む団体

を支援し、従業員の健康診断を支援す

るなど、働きやすい、多様な働き方に

配慮された安心して働ける労働環境の

改善を図ります。  

●   ● 産業振興課 

51106 

職場環境の改

善に向けた事

業者への啓発 

労働時間の短縮やパートタイム､派遣

労働者等の労働条件の向上に向けた関

係法規の周知徹底を図るため、チラシ

の配布や広報誌の活用などを通じて啓

発を行います。 

また、仕事と育児･家庭が両立しやすい

企業文化について、パンフレット等を

用いて普及・啓発を行います。 

●   ● 産業振興課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

51107 

★ 

育児・介護休業

制度の定着促

進 

市内事業所における育児・介護休業制

度の実態把握に努めるとともに、事業

所に対し、育児・介護休業を取得しや

すい職場づくりに向けた取り組みを働

きかけます。 

●   ● 産業振興課 

51108 

女性の再就職

支援事業の推

進 

出産や育児、介護などで就業を中断し、

再び就職や起業、在宅ワークなどに

チャレンジしたいと考えている女性へ

の支援を行います。また、ハローワー

クと連携し、チャレンジするための情

報提供に努めます。 

   ● 
人権推進課

(男女共同参画センター) 

51109 

働く場での母

性保護や健康

に関する相談

の充実 

母性保護の観点や健康に関する相談を

随時受け付けます。 
●   ● 

健康増進課 

こども窓口課 

 

 ② 多様な保育事業等の充実 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

51201 
乳児保育事業

の充実 

保育の必要なすべての乳児を受け入れ

られるよう、供給体制の充実を図りま

す。 

 ●   幼児保育課 

51202 

時間外保育事

業（延長保育事

業）の充実 

保護者の多様な勤務時間に対応できる

よう､通常の保育時間を超えて保育を

行います。 

 ●   幼児保育課 

51203 
一時預かり事

業の充実 

保護者の急な外出や病気等により、緊

急・一時的に保育が必要になった場合

にこども園等において実施する一時預

かり事業や、保護者の育児に伴う負担

軽減を図るために子育て支援センター

において実施する就園前のこどもの一

時預かり事業（時間のプレゼント）を

行います。 

 ●   

子育て支援課

(子育て支援センター) 

幼児保育課 

51204 

★ 

「こども誰で

も通園制度」の

導入 

先行モデル事業の実施事例の収集・研

究を行い、計画期間内における実施を

目指します。 

 ●   幼児保育課 
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事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

51205 
子育て短期支

援事業の充実 

保護者の病気や出産､事故等で一時的

に養育ができない場合、児童養護施設、

乳児院で一時的にこどもを預かりま

す。 

 ● ●  こども窓口課 

51206 
学童保育所の

充実 

保護者が就労などにより昼間家庭にい

ない小学生に対して、放課後に適切な

遊び、生活の場を与え、児童の健全な

育成を図るため、施設環境の整備に努

めます。 

  ●  子育て支援課 

51207 
病児保育事業

の充実 

病気の児童について、保護者が勤務等

の都合により家庭で育児することが困

難な場合、医療機関に併設された施設

等で一時的に預かる事業の充実を図り

ます。 

また、保育所等から病児保育室への送

迎サービスの周知に努めます。 

 ● ●  子育て支援課 

 

 ③ 結婚・新生活の支援 

事業№ 主な施策 施策の内容 
ライフステージ 

担当課 
妊 幼 学 青 

51301 

★ 

若者の結婚支

援の検討 

結婚を希望する若者への出会いの支援

を検討します。 
   ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

51302 
若者の結婚新

生活への支援 

若い新婚世帯が高砂市で暮らしやすく

なるように、家賃などを補助するなど、

新生活を支援します。 

   ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 

51303 

★ 

東京圏からの

移住の支援 

東京圏からの移住を伴う就職・就業・

起業などに対して、移住支援金を交付

します。 

   ● ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ室 
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■ ライフステージ別の主な事業 

 

妊娠・出産期 乳幼児期 

（０～５歳頃） 

  

乳幼児健康診査 

こどもの人権を大切にした教育の充実 

伝わる情報発信 

妊婦健康診査の費用助成 

こども家庭相談センター「結っくりん」での相談支援 

予防接種事業 

食育の推進 

ファミリー・サポート・センター事業 

小児救急医療体制・相談の充実 

児童手当、医療費助成 

障がい児保育事業の充実、こどもサポート 

児童虐待防止対策の推進、ヤングケアラー支援 

多様な保育事業の充実 

障害児通所等支援、児童発達支援センター 

公園・遊び場の整備 

乳幼児等の保健相談 

妊婦等包括相談支援事業 

赤ちゃんの駅事業 

地域子育て支援拠点事業 

幼児教育・保育事業の充実、無償化 

病児保育 

産後ケア事業 

子ども・子育て・若者会議の開催 

不妊・不育への支援 
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学童・思春期（小・中学生年代） 

（６～15歳） 

思春期（高校生年代）・青年期 

（16歳以上） 

  

予防接種事業 

学童保育 

こどもの人権を大切にした教育の充実 

伝わる情報発信 

ワークショップによる意見表明の機会の確保 

子ども・子育て・若者会議の開催 

小中一貫教育の推進 

若者チャレンジ支援 

就職活動支援、就職面接＆相談会の実施 

ファミリー・サポート・センター事業 

ひきこもり等に関する支援の推進 

児童手当、医療費助成 

特別支援教育の推進 

児童虐待防止対策の推進、ヤングケアラー支援 

 

いじめ・不登校対策の充実 

公園・遊び場の整備 

 

若者の結婚・新生活支援 

こども家庭相談センター「結っくりん」での相談支援 

教育相談 

病児保育 

障害児通所等支援、児童発達支援センター 

子ども食堂 

体験活動、青少年仲間づくり事業の推進 

職業教育・キャリア教育 働く体験の提供 

小児救急医療体制・相談の充実 

食育の推進 

保健・健康教育 
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■ 評価指標一覧 

本計画の計画期間である令和７年度から令和 11 年度までの５年間に、基本理念・基本方針

をどれだけ達成できたかを評価するため、下記の成果指標と５年後に達成すべき目標値を設定

します。 
 

評価指標 
現状値 

（令和５年） 
目標値 

（令和 11 年） 

基本方針１ こども・若者の多様な個性と今とこれからの最善の利益の尊重 

基本方針２ こどもや若者等の視点を踏まえたまちづくり 

取組目標１）こども・若者の人権と最善の利益が尊重されるまちづくり 

若い人の意見が行政に反映されていると思う人の割合 ８％ 16％以上 

ワークショップの実施回数 年１回 年１回 

基本方針３ こども・若者等のライフステージに応じた支援の充実 

取組目標１）親と子のこころと体の健康づくり 

乳児保健相談における健診未受診を含めた把握率 100％ 100％ 

乳児家庭全戸訪問実施率 100％ 100％ 

取組目標２）こどもの健やかな成長に向けた教育・保育の充実 

幼児教育・保育従事者に対する研修実施回数 年 12 回 年 12 回 

子ども食堂の充足率(小学校区実施率） 60％（令和６年） 80％以上 

取組目標３）若者が自分らしく自立するための支援 

自分の将来に希望がある人の割合 70.5％ 80％以上 

地元企業合同就職面接会での採用内定者率 19％ 20％以上 

基本方針４ すべてのこども・若者が等しく健やかな成長ができる環境づくりの推進 

取組目標１）こども・若者や子育て家庭にやさしい環境づくり 

赤ちゃんの駅登録数 
24 件 

（令和６年４月１日現在） 
35 件 

妊婦健康診査費用助成率 100％ 100％ 

取組目標２）配慮を必要とするこども・若者や子育て家庭への支援 

生活保護受給世帯のこどもの高等学校等進学率 91.7％ 99％ 

ひとり親世帯で電気・ガス・水道料金の未払い経験のあ
る割合 

7.5％ ５％以下 

ひとり親世帯で就業形態が正社員である人の割合 45.9％ 50％以上 

ひとり親世帯で養育費を受けている人の割合 34.1％ 40％以上 

障害児通所支援等の延べ利用人数 7,031 人 7,300 人以上 

要保護児童対策地域協議会の開催回数 年 13 回 年 17 回 

基本方針５ 若い世代が将来に希望が持てる社会づくり 

取組目標１）結婚と子育てを叶える社会づくり 

学童保育の待機児童数 ０人 ０人 

結婚新生活支援補助金件数 46 件 46 件 
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第５章 事業量の見込みと確保方策 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、市町村は量の見込みと確保方策を設定す

る単位として、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状

況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の

実情に応じて、保護者やこどもが居宅から容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保

育提供区域」という。）を定める必要があるとしています。 

教育・保育提供区域ごとに定める必要利用定員総数が、今後の施設・事業整備量の指標とな

ることや、利用者の選択肢を居住区域の周辺のみならず、交通事情による利用者の通園などの

動線も考慮しながら各区域を考慮していく必要がある中、本市では、これまで、市域全体をひ

とつの目安として保育や子育て支援サービスの整備を図ってきたことから、教育・保育提供区

域（放課後児童健全育成事業を除く。）を将来的な人口推移などに柔軟に対応できることなども

考慮して市域全体を１つの教育・保育提供区域と設定します。なお、放課後児童健全育成事業

（学童保育所）については、現在の利用状況を勘案し、小学校区の 10区域とします。 

この教育・保育提供区域を基本とした上で、市民ニーズ調査の結果などに基づいた需要分析

を行い、区域における量の見込みと確保の方策をみていくものとします。 
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私立保育所 

公立認定こども園 

私立認定こども園 

認可外保育施設 

病児保育施設 

子育て支援センター 

 

《市内施設一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

美保里こども園 

わくわくキッズはんぎ 

ちびっこランド 

高砂北園 

高砂市民病院 

院内保育園ひまわり 

白兎愛育園 

荒井中 

荒井小 

みどり丘こども園 

真浄寺きくなみ保育園 

子育て支援センター 

高砂こども園 

高砂中 
高砂小 

宝殿中 

米田こども園 

米田西保育園 

米田小 

すくすくひろば 

米田西小 

西部子育て 

支援センタ- 

メリーGO ランド 

聖パウロこども園 

正蓮寺こども園 

阿弥陀こども園 

阿弥陀小 

鹿島中 

中筋小 

北浜小 

曽根小 

伊保南小 
伊保小 

さいしゅうじこども園 

真浄寺保育園 

北浜こども園 
中筋保育園 

こどものその保育園 

曽根こども園 

松陽中 
竜山中 

中筋こども園 

伊保こども園 

高砂西部病院 

ひまわり保育園 

 

保育所 

たかさご園 

だっこ 

荒井こども園 
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２ こどもの人口の推計 

 

将来人口の推計にあたっては、令和２年から令和６年の５か年の住民基本台帳の各年４月１

日の実績データに基づき、１歳以上の人口については、コーホート（性別・１歳階級別）変化

率法を用いて推計し、０歳児の人口については市の過去の出生人口と 15～49 歳女子人口との

比率（女性こども比）により推計しています。 

０～17歳のこども人口は微減傾向で推移し、令和６年の 12,834人から令和 11 年には 1,660

人減少し、11,174 人となると推計されます。 

 

（単位：人）  

 
令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

０歳 479 484 491 480 470 459 449 

１歳 577 500 506 514 503 492 481 

２歳 603 575 502 508 516 505 494 

３歳 619 612 580 506 512 520 509 

４歳 675 619 613 581 506 512 520 

５歳 658 684 622 616 584 509 514 

６歳 697 660 681 619 613 581 507 

７歳 746 704 663 684 622 616 584 

８歳 732 748 702 661 682 620 614 

９歳 746 743 751 705 664 685 623 

10 歳 768 748 745 753 707 666 687 

11 歳 789 767 747 744 752 706 665 

12 歳 848 796 775 755 752 760 714 

13 歳 829 854 797 776 756 753 761 

14 歳 839 822 851 794 773 753 750 

15 歳 841 832 820 849 792 771 751 

16 歳 847 839 825 813 842 786 764 

17 歳 815 847 841 827 815 844 787 

計 13,108 12,834 12,512 12,185 11,861 11,538 11,174 

1,659 1,559 1,499 1,502 1,489 1,456 1,424

1,952 1,915 1,815 1,703 1,602 1,541 1,543

2,175 2,112 2,046 1,964 1,917 1,817 1,705

2,303 2,258 2,243 2,202 2,123 2,057 1,975

2,516 2,472 2,423 2,325 2,281 2,266 2,225

2,503 2,518 2,486 2,489 2,449 2,401 2,302

13,108 12,834 12,512 12,185 11,861 11,538
11,174

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和５年

(2023)

令和６年

(2024)

令和７年

(2025)

令和８年

(2026)

令和９年

(2027)

令和10年

(2028)

令和11年

(2029)

０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 12～14歳 15～17歳

（人）

推計値 実績値 
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３ 幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方策 

【事業概要】 

幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼児の健

やかな成長のために適切な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的としていま

す。 

保育所(園)は、保護者が就労や疾病などにより、就学前児童を保育することができないな

ど、保育が必要であると認められる場合に、保護者に代わり保育を実施します。 

認定こども園は、幼稚園、保育所(園)の機能を備え、就学前の教育・保育、子育て支援サー

ビスを総合的に提供する施設です。 
 

１号認定 
満３歳以上で教育を希望している就学前のこども 

（認定こども園、幼稚園を利用） 

２号認定 
満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前のこども 

（認定こども園、保育所(園)を利用） 

３号認定 
満３歳未満の保育の必要性の認定を受けたこども 

（認定こども園、保育所(園)、地域型保育施設を利用） 

 

 

【現 状】 

本市では、令和５年４月時点で１号認定は 431人、２号認定は 1,468 人、３号認定（１・

２歳）が 683人、３号認定（０歳）が 135 人となっています。 

少子化に伴い減少傾向となっている一方で、３号認定は横ばい傾向の推移となっています。 

 
（単位：人）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計
画
値 

１号認定 (３歳以上) 853 842 827 811 813 

２号認定 (３歳以上) 1,327 1,278 1,246 1,222 1,229 

３号認定 (１-２歳) 618 626 623 606 591 

３号認定 (０歳) 162 161 157 153 149 

実
績
値 

１号認定 (３歳以上) 520 486 520 431 408 

２号認定 (３歳以上) 1,529 1,498 1,466 1,468 1,478 

３号認定 (１-２歳) 678 722 678 683 680 

３号認定 (０歳) 142 150 164 135 131 
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【今後の方向性】 

●令和７年度より、荒井幼稚園は荒井こども園に統合します。 

●今後も引き続き、保育ニーズに合わせた必要量の確保に努めます。 

 

（単位：人）  

 

令和７年度（2025 年度） 令和８年度（2026 年度） 

１号 
認定 

２号 
認定 

３号認定 １号 
認定 

２号 
認定 

３号認定 

０歳 １歳 ２歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（必要利用定員） 

427 1,365 138 281 302 401 1,281 135 285 306 

②
確
保
の
内
容 

幼稚園 
(特定教育・保育施設) 

          

保育所 
(特定教育・保育施設) 

 90 12 28 30  90 12 28 30 

認定こども園 
(特定教育・保育施設) 

515 1,312 159 260 314 515 1,312 159 260 314 

差し引き（②－①） 88 37 33 7 42 114 121 36 3 38 

 

 

令和９年度（2027 年度） 令和 10 年度（2028 年度） 

１号 
認定 

２号 
認定 

３号認定 １号 
認定 

２号 
認定 

３号認定 

０歳 １歳 ２歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（必要利用定員） 

377 1,205 132 279 311 363 1,159 129 273 304 

②
確
保
の
内
容 

幼稚園 
(特定教育・保育施設) 

          

保育所 
(特定教育・保育施設) 

 90 12 28 30  90 12 28 30 

認定こども園 
(特定教育・保育施設) 

515 1,312 159 260 314 515 1,312 159 260 314 

差し引き（②－①） 138 197 39 9 33 152 243 42 15 40 

 

 

令和 11 年度（2029 年度）  

１号 
認定 

２号 
認定 

３号認定 
  

 

０歳 １歳 ２歳    

①量の見込み 
（必要利用定員） 

363 1,160 127 267 297      

②
確
保
の
内
容 

幼稚園 
(特定教育・保育施設) 

          

保育所 
(特定教育・保育施設) 

 90 12 28 30      

認定こども園 
(特定教育・保育施設) 

515 1,312 159 260 314      

差し引き（②－①） 152 242 44 21 47      
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

 

（１）利用者支援事業 

【事業概要】 

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じて相談・助言を行う

とともに、関係機関との連絡・調整等を行う事業です。 

「基本型」と「特定型」と「こども家庭センター型」があります。 

基本型 
地域子育て支援拠点事業と一体的に実施することで、子育て家庭支援の機能強化を推進する

ことが期待されています。「利用者支援（当事者の目線に立った、寄り添い型の支援）」と「地

域連携（地域における、子育て支援のネットワークに基づく支援）」を行います。 

特定型 
主として市町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する相談に応じ、地域におけ

る保育所や各種の保育サービスに関する情報提供や利用に向けての支援などを行います。 

こども家庭

センター型 

旧子育て世代包括支援センター及び旧市区町村子ども家庭総合支援拠点の一体的な運営を通

じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援及び全てのこどもと家

庭に対して虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援まで、切れ目なく対応します。 

 

【現 状】 

主に待機児童の解消のために、保育等の施設・事業の中から個々のニーズに応じて、こど

もや保護者が自分の家庭に一番ふさわしいメニューを確実かつ円滑に利用できるような

コーディネーションが重要とされていますが、本市においては現在、待機児童は０人であり、

国の制度と本市の現状やニーズを考慮しながら制度運用を図る必要があります。 

（単位：か所）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 3 3 3 3 3 

実績値 3 3 3 3 4 

 

【今後の方向性】 

●核家族化や少子高齢化が進む中、地域での孤立などの課題の解決に向けて、子育て家庭や

妊産婦が必要な支援を円滑に利用できるよう、相談員の資質向上に努めます。 

●実績値が今後も継続するものとして見込んでいます。今後も、国の制度と本市の現状や

ニーズを考慮しながら制度運用を図ります。 

（単位：か所）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 4 4 4 4 4 

確保

方策 

② 

基本型 2 2 2 2 2 

特定型 1 1 1 1 1 

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

【事業概要】 

保育認定を受けた児童について、保護者の就労時間等により、通常の利用日、利用時間以

外の日及び時間において、保育を行う事業です。 

 

【現 状】 

令和６年９月時点で、私立の認定こども園及び保育所 11 か所で実施しています。利用児

童数はほぼ横ばいで推移しており、令和５年度は 17,965人となっています。 

（単位：人日）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 19,911 19,514 19,146 18,720 18,607 

実績値 18,591 18,216 15,855 17,965 17,989 

 

 

【今後の方向性】 

●利用者のニーズに合わせた受け入れ体制の確保に努めます。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 16,582 15,954 15,318 14,825 14,714 

確保方策  ② 16,582 15,954 15,318 14,825 14,714 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（３）放課後児童健全育成事業（学童保育） 

【事業概要】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室

等を活用して、適切な遊び及び生活の場を与えて、健全な育成を図る事業です。 

 

【現 状】 

令和６年４月現在、10小学校区で 17 クラブが実施しています。 

令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により利用児童数が減少しましたが、それ

以降は増加傾向にあります。 

（単位：人）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 901 924 956 978 983 

 (うち低学年) 658 677 704 724 723 

 (うち高学年) 243 247 252 254 260 

実績値 922 828 864 870 923 

 (うち低学年) 678 645 665 663 695 

 (うち高学年) 244 183 199 207 228 

 

 

【今後の方向性】 

●利用児童数に応じた適正配置や、小学校の余裕教室等の活用を小学校と調整し、学童保育

室の確保に努めます。 

●保護者の就労形態の多様化や共働き家庭の増加を踏まえ、民間の学童保育所に対して補助

を実施し、学童保育室の確保に努めます。 

（単位：人）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 972 943 911 877 817 

 １年生 275 255 252 238 205 

 ２年生 237 242 222 220 208 

 ３年生 197 187 188 174 172 

 ４年生 128 121 115 118 107 

 ５年生 78 79 74 71 72 

 ６年生 57 59 60 56 53 

確保方策 ② 972 943 911 877 817 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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《小学校区別》 

（単位：人）  

高砂小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 83 79 74 67 62 

確保方策  ② 83 79 74 67 62 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

荒井小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 126 119 112 107 104 

確保方策  ② 126 119 112 107 104 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

伊保小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 92 85 83 83 80 

確保方策  ② 92 85 83 83 80 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

伊保南小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 53 50 47 49 45 

確保方策  ② 53 50 47 49 45 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

中筋小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 59 57 52 46 40 

確保方策  ② 59 57 52 46 40 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

曽根小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 106 105 105 96 91 

確保方策  ② 106 105 105 96 91 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 



116 

 

 

 

（単位：人）  

米田小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 134 133 129 127 114 

確保方策  ② 134 133 129 127 114 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

米田西小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 128 124 120 117 105 

確保方策  ② 128 124 120 117 105 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

阿弥陀小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 148 145 148 143 136 

確保方策  ② 148 145 148 143 136 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

（単位：人）  

北浜小学校区 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 43 46 41 42 40 

確保方策  ② 43 46 41 42 40 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【事業概要】 

保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児

童について、児童養護施設等に入所させ、必要な養育・保護を行う事業です。 

 

【現 状】 

令和６年４月１日現在、２歳未満は乳児院５施設、２歳以上は児童養護施設８施設に委託

しています。利用者数は令和２年度以降増加傾向にあり、令和５年度には延利用日数 295人

日となっており、計画値を上回っています。 

（単位：人日）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 84 87 91 94 98 

実績値 111 82 175 295 290 

 

【今後の方向性】 

●こどもの安心・安全を確保し、保護者の心身の疲労や社会的な子育ての孤立・負担を軽減

できるよう、今後も関係機関と連携を図るとともに、支援内容の周知及び有効活用を図り

ます。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 290 295 300 305 310 

確保方策  ② 290 295 300 305 310 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

 

《委託施設（令和６年４月現在）》 

児童施設 施 設 名 

児童養護施設 

若草寮 

（朝来市） 

立正学園 

（加古川市） 

広畑学園 

（姫路市） 

二葉園 

（姫路市） 

東光園 

（姫路市） 

信和学園 

（姫路市） 

カーサ汐彩 

（明石市） 

ルピナス 

（高砂市） 

乳児院 

明石乳児院 

（明石市） 

ピューパホール 

（姫路市） 

るり 

（姫路市） 

くれよん 

（朝来市） 

聖和の杜 

（淡路市） 
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（５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行う事業です。 

 

【現 状】 

生後４か月までの乳児のいる家庭に対し、保健師・助産師が訪問を実施しています。出生

数の減少に伴い、対象人数にも減少傾向が見られます。また、実績値の訪問人数には、里帰

り等の他市の人数も含むため、100％を超える場合があります。 

令和５年度より、訪問申し込みをインターネット上で行えるようになり、対象者の希望に

寄り添ったスムーズな訪問を実施することができています。 

（単位：人）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 638 620 604 590 574 

実績値 

対象人数 580 557 545 476 504 

訪問人数 588 568 540 485 528 

訪問率 101％ 102％ 99％ 102％ 105％ 

 

【今後の方向性】 

●今後も引き続き家庭訪問により、乳児及び保護者の心身状況や養育環境を把握し、情報提

供や適切な支援につなげます。 

（単位：人）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 491 480 470 459 449 

確保方策  ② 491 480 470 459 449 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（６）養育支援訪問事業 

【事業概要】 

支援が特に必要な家庭に対して、その養育が適切に行われるよう、居宅を訪問し、養育に

関する相談・指導・助言その他必要な支援を行うことにより、児童虐待の予防や子育て支援

を行う事業です。 

令和５年度までは、家事・養育に係る援助や子育てに関する情報の提供その他必要な支援

を行っていましたが、児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 66 号）により、

令和６年度からは、本事業は保健師等による専門的な相談支援に特化した専門的相談支援事

業のみとなりました。 

 

【現 状】 

養育上の問題を抱える家庭に対して、保健師・助産師が訪問し、指導や助言を行っていま

す。対象者数、延べ訪問回数とも令和２年度以降減少しています。 

（単位：人、回）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 90 92 95 98 100 

実績値 
対象者数 76 55 49 80 55 

延べ訪問回数 304 207 204 252 170 

  

 

【今後の方向性】 

●各種事業や子育て支援関係者とのネットワークを通じた対象者の早期把握に努め、相談・

指導・助言などを行うとともに、適切な支援につなげます。 

（単位：人、回）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み 

① 

対象者数 79 75 72 68 64 

延べ訪問回数 163 155 149 141 133 

確保方策 ② 79 75 72 68 64 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（７）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業） 

【事業概要】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談・情報提

供、子育てサークル等への支援、育児講座等を通して、地域の子育て家庭に対する支援を行

う事業です。 

 

【現 状】 

「高砂市北部子育て支援センター」が令和５年度をもって閉館し、令和６年度から新たに

「高砂市西部子育て支援センター」を開設しました。現在は「高砂市子育て支援センター」

と「高砂市西部子育て支援センター」の２か所を市の直営で実施しています。 

令和３年度の利用者数は新型コロナウイルス感染症の影響で減少しましたが、以降の利用

者数は増加しており、令和５年度の利用は 7,394人回となっています。 

（単位：人回）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 10,255 10,306 10,358 10,409 10,461 

実績値 3,983 2,919 6,029 7,394 7,483 

 

【今後の方向性】 

●子育て世代同士のつながりの場を提供することで、子育ての不安感や悩みの軽減を図りま

す。 

●利用者支援員の資格をもった職員を配置し、子育て相談機関としての機能を強化します。 

（単位：人回）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 7,240 6,930 6,713 6,484 6,295 

確保方策  ② 7,240 6,930 6,713 6,484 6,295 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

 

《実施施設》 

高砂市子育て支援センター、高砂市西部子育て支援センター 
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（８）一時預かり事業 

 ① 一時預かり事業（幼稚園型） 

【事業概要】 

幼稚園、認定こども園において 1号認定を対象に、通常の教育時間の前後や長期休業中な

どに教育を行う事業です。 

 

【現 状】 

令和６年９月現在、私立認定こども園 10か所、公立認定こども園８か所、公立幼稚園１か

所で実施しています。 

（単位：人日）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 29,684 29,302 28,780 28,223 28,292 

実績値 24,000 26,920 29,016 25,690 24,319 

 

【今後の方向性】 

●今後も、各認定こども園において実施し、必要量を確保します。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 25,452 23,902 22,471 21,637 21,637 

確保方策  ② 25,452 23,902 22,471 21,637 21,637 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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 ② 一時預かり事業（一般型） 

【事業概要】 

保護者の病気等により、家庭において一時的に保育を受けることが困難となった児童を保

育所等で保育する事業です。 

 

【現 状】 

令和６年９月現在、私立認定こども園及び保育所 10 か所で実施しています。利用児童数

には増減があり、令和５年度には 2,680人日／年となっています。 

（単位：人日）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 1,680 1,649 1,583 1,543 1,506 

実績値 1,615 1,925 1,785 2,680 2,329 

 

【今後の方向性】 

●今後も、私立保育所及び認定こども園において実施し、必要量を確保します。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 2,401 2,389 2,359 2,305 2,257 

確保方策  ② 2,401 2,389 2,359 2,305 2,257 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（９）病児保育事業 

【事業概要】 

病気の児童について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が

一時的に保育を行う事業です。一部の事業所で送迎サービスを実施しています。 

 

【現 状】 

令和６年４月現在、市内の医療機関併設型施設２か所で実施しています。利用者数は各年

増加傾向にあります。 

また、加古川市との連携により、両市の病児保育室を一律料金で利用することができるよ

うにしています。 

（単位：人日）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 1,053 1,105 1,160 1,218 1,278 

実績値 283 693 787 1,557 1,609 

 

【今後の方向性】 

●事業の利便性向上のため広域利用に関する協定を続けるとともに、広報等を行い、周知に

努めます。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 1,580 1,516 1,469 1,420 1,377 

確保方策  ② 1,580 1,516 1,469 1,420 1,377 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

 

《実施施設》 

すくすくひろば （定員 12人） 

病児保育室だっこ （定員６人） 
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（10）子育て援助活動事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【事業概要】 

援助を受けたい人（依頼会員）と、行いたい人（提供会員）が会員登録し、会員相互間の

援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 

【現 状】 

就学前児童、小学生ともに令和２年度から増加傾向にあります。令和５年度については、

就学前児童 467人日、小学生 809人日となっています。 

（単位：人日）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 1,330 1,370 1,411 1,453 1,497 

 (うち就学前児童) 380 391 403 415 428 

 (うち小学生) 950 979 1,008 1,038 1,069 

実績値 901 778 1,219 1,276 1,301 

 (うち就学前児童) 396 303 752 467 498 

 (うち小学生) 505 475 467 809 803 

 

 

【今後の方向性】 

●ＳＮＳ等を用いる等広報活動を充実させ、会員数の増加を促すことで、相互援助活動の促

進を図ります。 

●情報交換会等において、活動に対する不安や疑問を解消するための相談を受け付けること

で、定着促進を図ります。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 1,266 1,266 1,231 1,213 1,178 

 (うち就学前児童) 498 498 498 515 515 

 (うち小学生) 768 768 733 698 663 

確保方策  ② 1,266 1,266 1,231 1,213 1,178 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（11）妊婦健康診査事業 

【事業概要】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、

②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査

を実施する事業です。 

 

【現 状】 

令和５年度より、１回につき上限 6,000 円を 12 回、上限 14,000 円を２回、補助券 2,000

円を 12 回の妊婦健康診査費助成券を交付しています。 

交付人数については、減少傾向にあり、計画値と乖離が見られるため、実績の見直しが必

要です。 

（単位：人）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

計画値 957 930 906 885 861 

実績値 618 604 511 579 552 

 

【今後の方向性】 

●安心して妊娠・出産できるよう引き続き必要な健診を受診するよう勧奨するとともに、健

診結果から傾向を把握し、妊娠期から産後にかけての切れ目のない支援に努めます。 

（単位：人）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 574 562 549 537 526 

確保方策  ② 574 562 549 537 526 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業概要】 

世帯の所得状況等を勘案して、市が定める基準に基づき、特定教育・保育施設等に支払う

べき日用品や文房具その他教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に

要する費用等を助成する事業です。 

 

【現 状】 

ほぼ横ばいで推移しており、令和５年度は副食材料費１人、教材費等 25 人となっていま

す。 

（単位：人）  

 

実 績 見込み 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

副食材料費 1 0 2 1 0 

 （うち１号認定） 1 0 2 1 0 

 （うち２号認定） 0 0 0 0 0 

 （うち３号認定） 0 0 0 0 0 

教材費等 28 30 26 25 18 

 （うち１号認定） 5 5 7 5 3 

 （うち２号認定） 15 15 12 14 12 

 （うち３号認定） 8 10 7 6 3 

 

【今後の方向性】 

●今後も、低所得者を対象として、特定教育・保育施設等が徴収する保護者の実費負担に対

して助成していきます。 
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（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

【事業概要】 

《巡回支援》 

多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するため、新

規参入施設等の事業者への支援を行う事業です。 

《特別支援》 

私学助成等の対象とならない特別な支援が必要なこどもに対して、適切な教育・保育の機

会の拡大を図るため、認定こども園で受け入れる場合に、職員の加配に必要な費用を補助す

る事業です。 

 

【今後の方向性】 

●新規参入施設等の事業者への支援を行う事業については、教育・保育の量の確保は充分行

えているため、現状において事業の実施予定はありません。特別な支援が必要なこどもを

認定こども園で受け入れる際の補助については、需要状況により対応します。 

 

 

（14）子育て世帯訪問支援事業【新規】 

【事業概要】 

家事・育児に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラーなどがいる

家庭をヘルパーが訪問し、家事、育児などの支援を行う事業です。 

 

【今後の方向性】 

●安心して妊娠・出産・子育てができるよう、家事支援、育児・養育支援、子育てに関する

援助を行うとともに、必要に応じて適切な支援や事業につなげるなど、妊娠期から切れ目

のない支援に努めます。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 562  547  532  518  501  

確保方策  ② 562  547  532  518  501  

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（15）産後ケア事業【新規】 

【事業概要】 

出産後１年以内の母子に対して、助産師等の専門職が心身のケアや育児サポート等の支援

を行う事業です。病院・助産所・診療所等へ数日宿泊する宿泊型、病院・助産所・診療所等

へ通う通所型、助産師等が家庭訪問する居宅訪問型があります。 

 

【今後の方向性】 

●近隣自治体の実施状況や既存の類似事業を整理し、現在実施している事業の充実に向け実

施方法を検討していきます。 

（単位：人日）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 353  380  380 380 380 

確保方策  ② 353 380 380 380 380 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 

 

 

（16）妊婦等包括相談支援事業【新規】 

【事業概要】 

妊婦・その配偶者等に対して面談等により情報提供や相談等（伴走型相談支援）を行う事

業です。 

 

【今後の方向性】 

●近隣自治体の実施状況や既存の類似事業を整理し、現在実施している事業の充実に向け実

施方法を検討していきます。 

（単位：回）  

 
令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

量の見込み ① 1,560  1,530 1,500 1,470 1,440 

確保方策  ② 1,560 1,530 1,500 1,470 1,440 

差し引き（②－①） 0 0 0 0 0 
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（17）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）【新規】 

【事業概要】 

就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付で、内閣府令で定める月

一定時間までの利用枠の範囲内で、０歳６か月から満３歳未満までの小学校就学前のこども

が保育所や認定こども園などの施設に通園できる制度です。 

 

【今後の方向性】 

●試行実施自治体や近隣自治体の実施状況や既存の類似事業を整理し、実施方法を検討して

いきます。 

 

 

（18）児童育成支援拠点事業【新規】 

【事業概要】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、児童の居場所と

なる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメ

ントし、関係機関へのつなぎを行うなど、個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供す

ることにより、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。 

 

【今後の方向性】 

●近隣自治体の実施状況、子ども食堂や学習支援事業等の類似事業を整理し、対象児童に対

して支援が効果的に行きわたる実施方法を検討していきます。 

 

 

（19）親子関係形成支援事業【新規】 

【事業概要】 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対して、講義

やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況に応じた情報の提供、

相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安

を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行う事業です。 

 

【今後の方向性】 

●近隣自治体の実施状況や既存の類似事業を整理し、実施方法を検討していきます。 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

 

こども・若者の権利を保障し、社会全体で支えていくためには、行政の力だけではなく、地

域や関係機関等との連携・協働が不可欠です。市民をはじめ地域や関係団体、事業者等がこど

も・若者、子育て世代の立場に立って、それぞれ役割を担い、相互に協力し合いながら、重層

的な支援を進めていきます。 

また、各事業の実施にあたっては、可能な限りこども・若者が意見を表明し、参画できる機

会を設けていきます。 

 

２ 計画の周知 

 

計画の実現を図るため、市民や関係団体・組織、市内企業・事業所等に対して、さまざまな

媒体や機会を活用して積極的に広報を行うなど、計画内容の周知に努めます。 

 

３ 計画の進捗管理 

 

本市では、計画の策定に向けて、若者や子育ての当事者や支援者、学識経験者、保育・教育

関係者などから構成される「高砂市子ども・子育て・若者会議」を設置し、検討を行いました。

本会議は、子ども・子育て・若者支援施策の総合的・計画的な推進に関して必要な事項や施策

の実施状況等を調査審議する場として位置づけていることから、計画策定後も、計画の実施状

況の点検・評価を行います。 

また、点検・評価にあたっては、実績数値の評価に加えて、数値だけでは把握できない部分

について、施策を推進していく過程の評価を行うことや、必要に応じて市民ニーズの把握のた

めのアンケート調査を実施するなど、多面的な手法を検討します。 

 
①計画 ②行動 

③評価 ④改善 
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資料編 

１ 計画の策定経過 

 

年月日 会議・調査等 概要 

令和５年 

９月 29日 

令和５年度 第１回 

子ども・子育て・若者会議 

（１）子ども・子育て・若者支援プランの進捗状況報告 

について 

（２）（仮称）高砂市こども計画策定スケジュール及び 

アンケート調査について 

（３）こども等の意見聴取について 

12 月４日～ 

12月 22日 
アンケート調査の実施 

市内の未就学児童及び小学生児童の保護者、中学生、高校

生、若者（15～39 歳）、ひとり親家庭を対象に実施 

（詳細は、第２章「２ アンケート調査結果等からみる市

の現状」を参照） 

令和６年 

２月３日 

こどもワークショップの

実施 

高砂市の魅力発見、遊び場・地域・学校、居場所をテーマ

として市内の小中学生を対象に実施 

（詳細は、第２章「２ アンケート調査結果等からみる市

の現状」を参照） 

２月５日 
令和５年度 第２回 

子ども・子育て・若者会議 

（１）（仮称）高砂市こども計画策定に係るアンケート 

調査の結果報告について 

（２）こども等への意見聴取について 

（３）利用定員の設定および変更について 

７月９日 
令和６年度 第１回 

子ども・子育て・若者会議 

（１）子ども・子育て・若者支援プランの進捗状況報告 

について 

（２）第２次高砂市子ども・子育て・若者支援プランに 

ついて 

（３）高砂市子ども・子育て・若者支援プラン策定のた 

めのアンケート調査結果報告書について 

10月１日 
令和６年度 第２回 

子ども・子育て・若者会議 

（１）高砂市子ども・子育て・若者支援プラン(骨子案) 

について 

（２）高砂市子ども・子育て・若者支援プラン関連施策 

について 

（３）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業に係 

る量の見込について 

11月 17日 
こどもワークショップの

実施 

イベントや意見表明・意見聴取をテーマとして市内の小

中学生を対象に実施 

（詳細は、第２章「２ アンケート調査結果等からみる市

の現状」を参照） 
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年月日 会議・調査等 概要 

11月 28日 
令和６年度 第３回 

子ども・子育て・若者会議 

（１）市内認可施設の利用定員の設定及び変更について 

（２）高砂市子ども・子育て・若者支援プラン(素案)に 

ついて 

（３）高砂市子ども・子育て・若者支援プラン(素案)の 

パブリックコメント実施について 

12 月 16日～ 

令和７年    

１月 16日 

パブリックコメントの 

実施 
 

２月７日 
令和６年度 第４回 

子ども・子育て・若者会議 

（１）令和６年度開催のこどもワークショップ報告書 

について 

（２）第２期高砂市子ども・子育て・若者支援プラン 

(素案)のパブリックコメント結果について 

（３）第２期高砂市子ども・子育て・若者支援プラン 

（案）について 
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２ 高砂市子ども・子育て・若者会議条例 

平成25年６月28日高砂市条例第19号 

改正 平成28年10月３日高砂市条例第32号、平成29年３月31日高砂市条例第10号 

令和２年12月28日高砂市条例第47号、令和５年３月31日高砂市条例第８号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援及び若者支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、高砂市子

ども・子育て・若者会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事務を処理する。 

(１) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第72条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(２) 子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）第９条第２項に規定する市町村子ども・

若者計画の作成に関する事務を処理すること。 

(３) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第11条第２項第３号に規定する自立

促進計画に関する事務を処理すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、高砂市の子ども・子育て支援及び若者支援に関する施策に関し市

長が必要と認める事項について調査審議すること。 

（組織） 

第３条 会議は、委員24人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 子ども・子育て支援又は若者支援に関し学識経験を有する者 

(２) 子ども・子育て支援又は若者支援に関する事業に従事する者 

(３) 子どもの保護者 

(４) 若者（おおむね40歳未満の者をいう。） 

(５) その他市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 会議に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（招集及び議事） 

第６条 会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（部会） 

第７条 会議に、部会を置くことができる。 
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２ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に、部会長及び副部会長を置き、当該部会に属する委員の互選によりこれを定める。 

４ 部会長は、当該部会の会務を掌理する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

６ 前条の規定は、部会について準用する。この場合において、同条第１項中「委員長」とあるのは「部

会長」と、同条第２項及び第３項中「委員」とあるのは「当該部会に属する委員」と読み替えるもの

とする。 

（意見の聴取等） 

第８条 会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くことが

できる。 

（庶務） 

第９条 会議の庶務は、健康こども部子育て支援室において処理する。 

（補則） 

第10条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年７月１日から施行する。 

（招集の特例） 

２ この条例の施行の日以後最初に開かれる子ども・子育て会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、

市長が招集する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和35年高砂市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

別表総合計画審議会の項の次に次のように加える。 

子ども・子育て会議 委員 日額 9,000円 

附 則（平成28年10月３日高砂市条例第32号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日高砂市条例第10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

（委員の委嘱等に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の高砂市子ども・子育て会議条例（以下この項に

おいて「旧条例」という。）第４条第１項の規定により委嘱された高砂市子ども・子育て会議の委員

である者は、この条例の施行の日に、この条例による改正後の高砂市子ども・子育て・若者会議条例

（次項において「新条例」という。）第４条第１項の規定により、高砂市子ども・子育て・若者会議

の委員として委嘱されたものとみなす。この場合において、その委嘱されたものとみなされる者の任

期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧条例第４条第１項の規定により委嘱された高
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砂市子ども・子育て会議の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

（新たに委嘱される委員の任期の特例） 

３ この条例の施行に伴い、前項本文の規定により委嘱されたものとみなされる委員の数を超えて新条

例第４条第１項の規定により新たに委嘱される高砂市子ども・子育て・若者会議の委員の任期は、同

条第２項の規定にかかわらず、平成30年６月30日までとする。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和35年高砂市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

別表中「子ども・子育て会議」を「子ども・子育て・若者会議」に改める。 

附 則（令和２年12月28日高砂市条例第47号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年3月31日高砂市条例第8号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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３ 高砂市子ども・子育て・若者会議委員名簿 

 （順不同、敬称略、令和６年７月１日時点） 

選出区分 委員氏名 所属及び役職等 担当部会 

学識経験者 

◎ 井 上  寿 美 
大阪大谷大学 教育学部教育学科 
特任教授 

◆子ども・子育て 

○ 半 田    結 兵庫大学 教育学部教育学科 教授 ◆若者 

○ 平 田  真 二 兵庫大学 教育学部教育学科 講師 ◇若者 

小 林    謙 
一般社団法人 高砂市医師会 
（こばやし小児科 院長） 

◇子ども・子育て 

子育て事業 

従事者 

西 山  雅 子 
民間認定こども園の代表 
（みどり丘こども園 園長） 

子ども・子育て 

藤 本  有 希 
民間保育所の代表 
（米田西保育園 園長） 

子ども・子育て 

福 井  姿寿子 
公立園長の代表 
（高砂市立阿弥陀こども園 園長） 

子ども・子育て 

竹 内  茂 雄 
特定非営利活動法人 
高砂キッズ・スペース 代表 

子ども・子育て 

子どもの 

保護者 

濱 田    梓 民間園児の保護者代表 子ども・子育て 

平 川  めぐみ 
高砂市連合ＰＴＡ協議会 
幼稚園・こども園部会代表 

子ども・子育て 

中 川  裕 二 
高砂市連合ＰＴＡ協議会 
小学校部会代表 

子ども・子育て 

日 野  早 代 子育てサークル 代表 子ども・子育て 

山 下  真 梨 公募 子ども・子育て 

若者 

稲 澤  遥 樹 公募（学生） 若者 

大和屋  浩 子 公募 若者 

吉 田  ちえみ 公募 若者 

髙 須  結 愛 公募（学生） 若者 

市長が必要

と認める者 

瀧 野  祐 一 
高砂市立小・中学校校長会 
（米田小学校 校長） 

子ども・子育て 

粟 路    徹 
高砂商工会議所 
（但陽信用金庫高砂中央支店 支店長） 

若者 

崎 谷  教 雄 
高砂市労働者福祉協議会 副会長 
（神戸製鋼所労働組合高砂支部 書記長） 

子ども・子育て 

※◎委員長、○副委員長、◆部会長、◇副部会長 
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４ 用語解説 

 

あ行 

赤ちゃんの駅 

乳幼児を連れて外出する方が、授乳やおむつ替えのために気軽に立ち寄

ることができる施設のこと。本市では、登録された施設には、「高砂市赤ちゃ

んの駅」ステッカーを掲示している。 

一次救急 

緊急性が低く、入院や手術などが必要のない帰宅可能な軽症患者の対応をする救急医療で、「初期救

急」とも呼ばれる。 

医療的ケア児 

人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童の

こと。 

インクルーシブ教育 

「みんなが一緒に学ぶこと」を目指す教育のこと。国籍や人種、言語、性差、経済状況、宗教、障が

いのあるなしにかかわらず、すべてのこどもが共に学び合う教育のこと。 

 

か行 

虐待 

身体的な暴行や心理的・性的・経済的な苦痛を与えたり、必要な保護や世話をしなかったりするこ

と（ネグレクト）。高齢者、障がい者、児童についてそれぞれの分野ごとに虐待の防止に向けた法律が

整備され、その防止や早期発見、通報などに関する規定が定められている。 

協働 

同じ目的のために、力をあわせて働くこと。複数の人や団体が、共通の目的を達成するためにそれ

ぞれの専門性を活かしながらお互いに協力・連携すること。 

コーディネーター  

ものごとを調整してまとめる人のこと。 

コーホート変化率法 

各コーホート（同じ年または同じ期間に生まれた人々の集団）について、過去における実績人口の

動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法で、比較的近い将来の人口を推計

する場合に用いられる推計方法。 

合計特殊出生率 

15～49 歳の女性の年齢別出生率を合計した指標で、一人の女性が一生の間に何人のこどもを生むか

を表している。 
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高等職業訓練促進給付金 

看護師や看護福祉士等の就職に有利な資格を取得するため、原則６か月以上養成機関において修業

するひとり親に対し、修業期間中の生活の安定を図るため、支給されている給付金のこと。 

子育て支援センター 

子育て中の親子が気軽に集い、交流を深めるための場所のこと。相談窓口や親子交流、情報提供、

子育て講座の開催、子育てサークルの育成・支援などを行っている。 

子ども食堂 

こどもやその保護者、地域住民を対象に、食事などの提供を行うことで、こどもの健やかな成長を

支えるとともに、こどもが地域の人々とふれあい、豊かな人間性と社会性を身に付けることができる

場所のこと。 

コミュニティ 

共通の目的や興味、地域などによって結びついた人々の集まりのこと。 

 

さ行 

児童発達支援センター 

通所利用の障がいのある児童に対し、日常生活における基本動作の指導、知識技能の付与、集団生

活への適応訓練を行い、また、地域支援として、保育所等訪問支援、障がい児相談支援、計画相談支

援、基本相談支援などの事業を行い、地域の中核的な療育施設としての役割をする施設のこと。 

児童扶養手当 

ひとり親などの養育者を対象に、こどもの養育のために支給される手当のこと。 

児童福祉施設 

予期できない災害や事故、親の離婚や病気、また不適切な養育を受けているなどさまざまな事情に

より、保護者と暮らせない２歳からおおむね 18 歳のこどもたちの養育を行う施設のこと。 

自立支援教育訓練給付金 

職業能力開発のため、国が対象としている講座（雇用保険制度の教育訓練給付の指定講座等）を受

講したひとり親に対して、支給される給付金のこと。 

スクールカウンセラー（ＳＣ） 

学校に派遣された、心理学などの知識や技術を有する心の専門家。児童・生徒の人間関係やいじめ、

不登校など学校生活上の悩みや心理的な問題の相談相手になるほか、保護者や教員からの児童・生徒

への指導についての相談に応じている。 
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スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ） 

こどもに影響を及ぼしている学校・家庭・地域環境の改善に向けて、学校・家庭・地域の支援ネッ

トワークを築く福祉の専門家。スクールカウンセラーがカウンセリングという方法によって問題解決

を図るのに対して、スクールソーシャルワーカーは関係調整や仲介・連携・代弁など、より多様な方

法を用いて、問題に対応している。 

世代間交流 

地域の高齢者とこどもたちといった世代の異なる人が学校や地域の行事などに集い、それぞれが持

つ能力や経験を活かした交流をすることによって、地域コミュニティの再構築を図る取り組み。 

 

た行 

地域若者サポートステーション 

何らかの理由により現在仕事をしていない、おおむね 15～49 歳までの働くことに悩みを抱えてい

る方を対象に、就職のための準備から職場定着・ステップアップまでの継続的な支援を行う機関。 

つどいの広場 

子育て中の親子が気軽に集まって、仲良く遊んだり、情報交換や交流を行うことのできる場所。 

特定教育・保育施設 

認定こども園、幼稚園、保育所などの施設型給付を受ける施設のこと。 

特別支援教育 

障がいのある幼児・児童・生徒の自立や社会参加に向けて、一人ひとりの教育的ニーズを把握して、

その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するために、適切な教育や指導を行うこと。 

 

な行 

二次救急 

入院や手術を要する重症患者を 365 日 24 時間体制で受け入れる救急医療のこと。 

認可外保育施設 

保育を行うことを目的とする施設であって都道府県・政令市・中核市が認可している認可保育所以

外のもの。 

認可定員・利用定員 

教育・保育施設の定員には、「認可定員」と「利用定員」がある。 

「認可定員」は都道府県が各施設の申請に基づき認可する人数のこと。 

「利用定員」は市町村が各施設・事業の実利用人数等を基に定める人数のことで、市町村は、「市町

村子ども・子育て支援事業計画」に基づき、認可定員の範囲内で利用定員を定めることとされている。 
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認定こども園 

幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設で、保護者が働いている、いないにかかわらず就学前の児童

を受け入れて、教育・保育を一体的に実施する施設のこと。 

ネグレクト 

育児放棄。こどもに必要な育児をせず、こどもを放置すること。「家に閉じ込める、食事を与えない、

ひどく不潔にする、自動車の中に放置する、重い病気になっても病院に連れて行かない」などが例と

して挙げられている。 

 

は行 

パブリックコメント 

市の基本的な政策を決めるときに、事前に市民から意見を募集する手続きのこと。意見を政策など

に活かせるかどうか検討するとともに、その結果と意見に対する考え方が公表される。 

バリアフリー  

社会生活をしていくうえで物理的なバリア（障壁）となるもの（段差など）を除去すること。高齢

者や障がい者、外国人などが活動する上で社会参加を困難にしている、社会的・制度的・心理的なす

べての障壁の除去という意味でも用いられる。 

ひきこもり 

さまざまな要因によって社会的な参加の場面がせばまり、就労や就学などの自宅以外での生活の場

が長期（当計画では６か月以上）にわたって失われている状態のこと。 

ひとり親家庭 

本計画で使用している用語の定義は下記のとおり。 

○母子家庭 配偶者のない母で児童（20 歳に満たない者）を養育している家庭 

○父子家庭 配偶者のない父で児童（20 歳に満たない者）を養育している家庭 

○寡婦家庭 配偶者のない女子であって、かつて配偶者のない母として児童を養育したことがある者 

○ひとり親家庭 母子家庭及び父子家庭 

○ひとり親家庭等 母子家庭及び父子家庭及び寡婦・養育者 

ファミリー・サポート・センター 

地域において育児の援助を受けたい会員と育児サービスを行いたい会員による相互援助活動を行う

会員組織。こどもの預かりや送迎など、多様なニーズへの対応を図ることを目的としている。 

フィルタリング 

インターネットのページを一定の基準により「表示してよいもの」と「表示禁止のもの」などに分

け、こどもに見せたくないページにはアクセスできないようにすること。 
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母子父子自立支援員 

ひとり親家庭の相談支援を行う専門職員。生活上の悩みや就労についての相談に応じ、自立に必要

な情報提供やアドバイスを行うとともに、職業能力の向上のための支援、求職活動に関する支援を行

う。 

 

ま行 

マタニティマーク 

妊産婦が交通機関等を利用する際に身に付け、周囲に妊産婦であること

を示しやすくするもので、マタニティマークをデザインしたバッジ、ワッペ

ン、キーホルダー、マグネット、ストラップなどがある。 

 

や行 

ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている日常生活上の家事や家族の世話などを過度に行っているこども・

若者のこと。責任や負担の重さにより、学業や友人関係などに影響が出ることもある。 

 

ら行 

ライフステージ 

人間の成長の度合いに応じた人生の段階を指す言葉で、人生の節目によって変わる生活スタイルや

これに着目した考え方。 

療育 

障がいのある乳幼児・児童に対し、日常生活及び社会生活を円滑に営めるようにするために行う、

障がい特性に応じた福祉的・心理的・教育的及び医学的な援助のこと。 

 

わ行 

ワーク・ライフ・バランス 

「仕事」と「仕事以外の生活」（子育てや親の介護、自己啓発、地域活動など）を調和させること。

一方を犠牲にして一方の割合を増やすのではなく、両方を充実させ、好循環を生むことをめざす考え

方。 

 

Ａ～Ｚ 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者、内縁関係、恋人など身近な立場の人や身近な立場にあった人から受ける暴力のこと。肉体

的暴力だけでなく、言葉の暴力、社会的暴力（交友の制限など）、経済的暴力（お金を渡さない）など

も含む。 
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ＩＣＴ（アイシーティー） 

「Information and Communication Technology」の略で、デジタル化された情報をインターネット

などの通信を利用して伝達する技術のこと。 

ＳＮＳ（エスエヌエス） 

「Social Networking Service」の略で、社会的ネットワークをインターネット上で提供することを

目的とする、コミュニティ型のサービスのこと。 
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